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1 はじめに 

1．1 研究背景・目的 

学校沿革誌とは学校の歴史や組織・教員・生徒などの変遷を記した編纂物であり、小学

校をはじめ各学校が作成し、所蔵する歴史資料である。その存在は全国の学校や図書館、

公文書館などにおいて確認することができる。小学校では明治時代初期からその編纂が行

われており、具体的な内容としては、学校の創立・統廃合、教職員、生徒の増減、学資の

収支、寄附、設備の充足などについて記述されている。また、永年保存文書として長年保

存されてきたため、現在もほとんどの小学校が保管している。廃校後についても引き継ぎ

文書とされ、統合先の学校または教育委員会、図書館などに移管されており、重要視され

てきた。そのため、他の学校文書と比べてその残存率も高いものとなっている。加えて、

教育史の編纂において学校沿革誌を含む小学校関係文書がその中心をなしており⁽1⁾、史料

としての存在意義は高いといえる。 
しかし、辞典類による定義は確認できなく、先行研究も少ない。現在では永年保存文書

として規定しなくなった自治体もある。加えて、学校沿革誌は各小学校によって記載項目

や様式がまちまちであり、その内容は多岐に渡っている。そのため、学校沿革誌の資料的

性格や各小学校で編纂されるにいたる全国的な経緯が不明確である。 

したがって、関係する法規定や学校沿革誌の記載などからその編纂における実態を検討

し、どのような目的・背景で編纂され、整備・保管されてきたのか、どういった事項が記

載事項とされてきたのかなどといった学校沿革誌の全国的な編纂経緯や目的とその資料的

性格を明らかにしたい。それによって多くの学校沿革誌が現在にいたるまで編纂され保存

されてきた経緯を検討し、学校沿革誌の再評価を試みたい。 
なお、学校沿革「史」と表記されてものもあるが、令達類においては学校沿革「誌」と

表記されているものの方が多いため、本論文では学校沿革誌に表記を統一する。ただし、

元々の資料名が学校沿革史であるものについてはそのまま表記することとする。 

 

 

1．2 先行研究 

学校沿革誌に関する先行研究としては、教育史の観点から行われた研究とアーカイブズ

学の観点から行われた研究がある。 

まず、教育史の観点から行われた研究としては、大阪市内における学校沿革誌から地域

の初等教育事情の解明を試みた西脇英逸氏の研究(1967 年)⁽2⁾があげられる。学校沿革誌を

独自の観点から分析しており、管見の限り、学校沿革誌に関する最初の研究である。大阪

府において学校沿革誌が明治 25(1892)年から 35(1902)年の府令により整備されたことを明

                                                  
(1) 赤松俊秀. “公立学校文書―小学校文書を中心に”. 日本古文書学講座第 10 巻. 雄山閣, 

1980, p.187-192, (近代編, Ⅱ). 

(2) 西脇英逸. 明治初等教育の研究：小学校教育の地域性について(大阪市内小学校における学

校沿革誌の史料を中心として). 大阪学芸大学紀要.C,教育科学, 1967, p.50-62. 
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らかにするとともに、どのような事項が編纂されていたかを例示している。 

その後、1971-1972 年には、松崎弘道氏が 明治期、福島県における学校沿革誌編纂に関

する令達の規定過程やその編纂状況を県や郡の通達・報告などから明らかにしている⁽3⁾。

その過程は決して統一的なものではなく、先進的な学校や郡によって独自にその編纂や規

定が行われていたのである。県による規定はそうした動きを受けてのものであった。また、

編纂にはさまざまな問題が生じていた。そうした問題や整備の促進となった事項について

も分析を行っている。松崎氏の研究は、一地域についてではあるが、学校沿革誌編纂に関

する規定過程やその状況を明らかにしている。 

2000 年には、『藤沢市教育史 史料編 第 6巻』の「はしがき」において、長田三男氏が

学校沿革誌の小学校への設備及び保存などの規定経緯について考察を行っている⁽4⁾。同書

は、藤沢市内小学校の学校沿革誌を収録した自治体史である。長田氏は、その編纂契機に

ついて明らかではないとしながらも、明治 16(1883)年より始まった教育沿革誌編纂事業の

関連を指摘している。また、文部省による小学校の表簿に関する規定状況から、明治

23(1890)年以降戦後までは小学校に設備すべき表簿は地方によって独自に制定されていた

と分析している。しかし、資料の参照は、山形県や秋田県など一部地域の明治 17(1884)年

以降の令達にとどまっており、他地域の通達状況は明らかにされていない。年代的にも、

後述の先行研究によってそれ以前に通達された令達が参照されていることからさらなる検

証が必要である。加えて、学校沿革誌が地域によって独自に制定されたものであるならば、

その編纂経緯はより重要な意味を持つと考える。 

同書の「解説」では、高野修氏が、神奈川県における学校沿革誌に関する規定の変遷や

藤沢市域の小学校沿革誌にみられる記載内容や形式の特徴などについて明らかにしている

⁽5⁾。神奈川県における学校沿革誌に関する最初の規定は明治 32(1899)年であり、現在は制

度上何の規定も行われていない。しかし、その記録を続けている学校があることが指摘さ

れている。学校沿革誌の編纂は学校独自の判断で現在も続けられているのである。 

2002 年には樫村毅氏⁽6⁾が、明治 10(1877)年の茨城県通達により学校沿革誌編纂が指示さ

れたことを明らかにし、それにより作成された学校沿革誌 4 点の内容の比較検討を行って

いる。これは、茨城県立歴史館の小学校所蔵教育資料の調査収集に基づく研究であり、こ

れら学校所蔵資料から地域初等教育の実態の解明を試みている。 

                                                  
(3) 松崎弘道. 明治期における学校沿革誌(1)：その編さん過程の概観. 福島県教育センター所

報. Vol.4, 1971, p.7-9. 

松崎弘道. 明治期における学校沿革誌(2)：その編さん過程の概観. 福島県教育センター所

報. Vol.5, 1972, p.20-22. 

(4)長田三男. “はしがき”. 藤沢市教育史. 藤沢市教育文化センター編. 2000, p.3-6, (資料

編, 第 6 巻). 

(5) 高野修. “解説”. 藤沢市教育史. 藤沢市教育文化センター編. 2000, p.11-67, (資料編, 

第 6 巻). 

(6) 樫村毅. 小学校所蔵資料にみる近代教育史の一端：明治 10 年編｢学校沿革誌｣を中心として. 

茨城県立歴史館報. 2002, vol.29, p.57-86. 
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梶井一暁氏は 2003 年から 2008 年にかけて、学校資料や学事資料の残存が少ない地域で

は教育史研究があまり行われていないことから、そのような地域でも残存が確認される学

校沿革誌を主な研究資料として地域における初等教育事情の解明を試みた研究を行ってい

る⁽7⁾。梶井氏は学校沿革誌に関する先行研究の少なさについて、学校日誌と比べて実態に

迫る内容や情報がその資料的性格ゆえに限定的なものになってしまうことが要因であると

言及している。しかしながら、資料の残存が少ない地域においても、ほとんどの学校で保

存され残存率の高い学校沿革誌は、有用な研究資料であると述べている。 

また、学校沿革誌の資料的意義について検討を行った研究として、柏木敦氏の研究(2011)

⁽8⁾がある。柏木氏は、「沿革史(誌）」(対象は小学校に限定)をその作成契機から 3種類に類

型するとともに、長野県更級郡荘内尋常小学校の学校沿革誌の復刻を行っている。そして、

その内容の検討から、学校沿革誌の資料的意義について、「日本における近代学校制度前後

の教育と教育の受け手とのありようを」示す史料であると言及している。 

以上、教育史の観点から行われた学校沿革誌に関する研究を紹介した。幾つかの地域に

おいてはその編纂経緯が明らかにされていた。しかし、いずれの研究においても、全国的

な学校沿革誌の編纂経緯については明らかにされてはいないといえる。どのような経緯で

全国の小学校において編纂されるようになったのかは不明である。また、学校沿革誌の内

容について、量的な分析は行われておらず、その資料的性格の解明は不十分である。 

 アーカイブズ学の観点から行われた研究としては、学校沿革誌を含む学校資料の保存管

理について研究を行った田村達也氏(2005 年)⁽9⁾や小山景子氏(2011 年)⁽10⁾などの研究があ

る。いずれも最近の研究であり、学校資料の保存管理状況の検討からその不十分性を問題

視している。田村氏は、かつて小学校が地域のセンターであったという視点に立ち、統廃

合による小学校所蔵資料の危機的状況を検証するとともに鳥取県下小学校における残存状

況を調査し、保存の必要性を説いている。小山氏は、同県下小学校の廃校後の学校資料の

流出状況を調査し、その散在状況から、廃校にされた学校に代わって資料を統括する新た

                                                  
(7) 梶井一暁. 近代日本農村の初等教育事情：広島県賀茂郡下黒瀬村の事例. 鳴門教育大学研究

紀要, 2003, vol.18, p.13-29. 

梶井一暁. 『板城西尋常小学校沿革誌』にみる近代地域初等教育事情. 鳴門教育大学研究紀要, 

2004, vol.19, p.25-39. 

梶井一暁. 近代日本農村における初等教育の定着：広島県賀茂郡上黒瀬村の事例. 鳴門教育大

学研究紀要, 2005, vol.20, p.11-25.  

梶井一暁. 近代日本農村における初等教育の展開過程：広島県賀茂郡美尾村の事例. 鳴門教育

大学研究紀要, 2006, vol.21, p.27-40. 

梶井一暁. 近代日本における初等教育の地域定期展開：広島県賀茂郡黒瀬地域の事例.  鳴門

教育大学研究紀要, 2008, vol.23, p.43-61. 

(8) 柏木敦. 史料復刻沿革史更級郡荘内尋常小学校. 兵庫県立大学政策科学研究所研究資料, 

2011, vol.232, p.1-31. 
(9) 田村達也. 小学校資料論;かつて小学校は地域のセンターであったいう視点から. 鳥取県立

公文書館研究紀要, 2005, vol.1, p.1-20.  

(10) 小山景子. 鳥取県における学校史料の史料学的研究：米子市角盤高等小学校を題材に. 鳥

取地域史研究, 2011, vol.13, p.47-68. 
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な保存主体の必要性を説いている。ここで保存主体とは、学校資料を保存する「各機関の

所蔵資料データを取りまとめて情報を掌握し、管理する役割を果たすもの」を指している。

両研究では、学校沿革誌の残存率が他の資料と比べてかなり高いことが明らかにされてい

る。その要因については、同県の訓令などにおいて無期保存に規定され、保存義務があっ

たことが指摘されている。しかし、その残存率の高さが示す学校沿革誌の重要性について

は論点があてられていない。さらに、他の先行研究においても学校沿革誌に関する保存義

務の全国的な規定状況は管見の限り不明である。 

 以上のように、学校沿革誌に関する研究は、一地域や個別の学校沿革誌に関して検討さ

れており、総覧的な研究は行われていない。関係する規定についても全国的な経緯は明ら

かにされていない。さらに大半は学校沿革誌を主な資料としての研究や現在の保存管理状

況についての報告である。そのため、その全国的な編纂経緯や目的、資料的性格は不明確

なものとなっている。 
 

 

1．3 研究方法 

研究方法は、学校沿革誌に関連する法令もしくは規定類の調査と学校沿革誌の原本調査

を行う。前者については、各自治体史の資料編や県報などから府県や郡・市等の令達を調

査するとともに、国の各種法令を収録した法令全書や現在各市町村が規定する小学校の文

書管理規定、各学校の規則等を調査する。それによって、学校沿革誌の全国的な編纂経緯

やその編纂目的を明らかにする。 

また、後者については、各学校沿革誌の記載事項や編纂年代、記載期間等について調査

し量的分析を行う。それによって、その変遷や傾向、編纂を指示する法規定との関連など

について比較検討を行い、学校沿革誌の実態、及びその資料的性格について明らかにする。 

 

 

1．4 研究対象 

近代学校教育制度は、明治 5(1872)年の学制公布により始まる。それによって、小学校が

全国に設立された。近代学校教育制度の整備はつまり小学校教育の整備であるといえる。

そのため、研究対象は、学校種別を小学校、期間を明治時代から現在までとする。 

法規定類は、全国的な編纂経緯を明らかにするために、全国の学校沿革誌に関する令達、

法規定を対象資料とする。また、学校沿革誌の原本調査については茨城県下を対象とする。

茨城県立歴史館で県内の学校資料の収集及び写真版での閲覧提供が行われており、量的な

調査が可能であるからである。そして、そのなかでも現在閲覧可能である県北地域の小学

校を対象とした。北茨城市、日立市、十王町、高萩市、金砂郷町、水府村、里見村、美和

村の 8市町村の小学校で編纂された学校沿革誌 89 点を調査した。ただし、茨城県立歴史館

がその調査収集対象を、昭和 40(1965)年までに限定しているため、資料の対象期間は明治
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5 年から昭和 40 年まで(1872～1965)に編纂されたものとなる。しかし、廃校や分校などと

なった学校資料が所蔵されている場合は対象期間以降であっても収集されているため、そ

の限りではない⁽11⁾。 

なお、野間研究所紀要『学校沿革史の研究総説』⁽12⁾のように、学校の記念誌を学校沿革

誌として研究を行っているものもあるが、本研究では記念誌と区別して研究を行う。冊子

体で編纂され学校内部向けの資料である学校沿革誌とは異なり、 「○周年記念誌」といっ

た記念誌は、製本され販売されたり関係者に配られたりしており、 資料としての性質が異

なるためである。  

 

 

 

2 学校沿革誌の指示・通達の分析 

本章では、法令あるいは規定類等の規定状況から、全国の小学校で学校沿革誌が編纂さ

れるに至った経緯やその目的について明らかにする。また、どのような事項が学校沿革誌

の記載事項として規定されたのか、府県視学や郡視学による影響、私立小学校における学

校沿革誌の規定状況についても検討を行う。 

 

 

2．1 編纂の通達 

本節では、学校沿革誌編纂に関する令達について、その規定経緯及び通達時期について

検証を行う。 

学校沿革誌は全国のほとんどの小学校で編纂され保存されてきた。そのため、中央政府

によって編纂を指示する通達が行われたものと考えられる。しかし、長田氏(2000 年) ⁽13⁾

は、小学校令の「小学校ノ設備ニ関スル規則ハ文部大臣定ムル所ノ準則ニ基キ府県知事之

ヲ定ム」との規定から明治 23(1890)年以降戦後⁽14⁾までは小学校に設備すべき表簿は地方に

よって独自に制定されていたと指摘している。加えて、法令全書を見る限り、中央政府に

よる学校沿革誌の編纂を指示した令達は確認できない。したがって、学校沿革誌の編纂は

中央政府の規定によるものではなく、府県さらには郡・市等の規定によるものであったと

                                                  
(11)樫村毅『茨城県立歴史館報』「小学校所蔵資料にみる近代教育史の一端：明治 10 年編｢学校

沿革誌｣を中心として」(2002) p.58-59「②調査収集対象」参照 

(12) 学校沿革史研究会. 学校沿革史の研究総説. 野間教育研究所, 2008, p.310, (野間教育研

究所紀要, 第 47 集). 

  なお、『学校沿革史の研究総説』は高等学校及び大学の学校沿革史を主な対象としている。 

(13)長田三男. “はしがき”. 藤沢市教育史. 藤沢市教育文化センター編. 2000, p.3-6, (資料

編, 第 6 巻). 

(14)文部省達「学事表簿様式制定ノ事」(明治 14(1881)年)において、小学校に設備すべき表簿

が定められており(なお、学校沿革誌は規定されていない)、その後明治 23(1890)年、小学校令

が制定されたため。また、戦後は、学校沿革誌は教育委員会規則等によって小学校に備えるべき

表簿として規定されるようになったため。 



10 
 

考えられる。そのため、府県及び郡・市の令達について分析を行った。 

 

 

2．1．1 府県による学校沿革誌の編纂通達 

 本項では、府県からの学校沿革誌編纂を指示する令達と学校に備えるべき表簿を定めた

令達について順に論じていく。 

府県からの学校沿革誌編纂を指示する令達としては、まず明治 9(1876)年に通達された千

葉県の「学校沿革誌幷ニ日記調製概則」(資料 1)⁽15⁾がある⁽16⁾。管見の限り、この千葉県の

令達が最も早くに通達された学校沿革誌の編纂を指示する令達である。また、茨城県にお

いても明治 10(1877)年に編纂を指示した「学校沿革誌編輯ノ儀」(資料 2)⁽17⁾という県令が

通達されている⁽18⁾。両令達はその編纂理由・目的を述べるとともに、記載すべき項目、編

纂期限及びその後の定期的な編纂、県庁への提出などについて規定している。また、学校

日誌を学校沿革誌の編纂資料と規定し、それらの編纂、作成は教員の主務ともされている。

両令達はその規定項目や編纂期間などについて相違はあるものの、その編纂理由・目的に

関する記述は近似している。そのため、茨城県の学校沿革誌編纂の令達は、千葉県の令達

の影響を受け、あるいは編纂を指令するにあたって参考にして布達されたものと考えられ

る。しかし、項目や編纂期間などの規定が異なり全く同じ規定にはなっていないことから、

自らの事情や実態等に合わせて規定を行ったものと考えられる。 

例えば、千葉県「学校沿革誌幷ニ日記調製概則」(資料 1)は半年毎の編纂を命じているが、

茨城県「学校沿革誌編輯ノ儀」(資料 2)は 5 ヶ年毎の編纂を命じている。両者の規定する編

纂期間は大きく異なっている。この編纂期間がそれぞれの県で望ましいと考えられる事情

や実態があったのではないだろうか。千葉県がこれほど頻繁な編纂を命じた要因としては、

急速に小学校を普及させた背景があると考えられる。千葉県では、明治 6(1873)年にすで

に 406 校の公立小学校が設立されていた⁽19⁾。このとき、茨城県には私立小学校が 300

校あるが、公立小学校はなく、後に茨城県に合併された新治県も 16 校のみであった。

さらに、千葉県は翌年には 400 校の公立小学校を増設したという報告も出している⁽20⁾

⁽21⁾。学事普及に積極的であった千葉県は、学校沿革誌の編纂にも力を入れたのではな

いだろうか。また、それだけの数の小学校の成立を把握し管理するためにも、各学校で

                                                  
(15)“学校沿革誌并ニ日記調製概則”. 千葉県教育百年史第 3 巻. 千葉県教育百年史編さん委
員会編. 千葉県教育委員会, 1971, p.146-148, (史料編, 明治). 

(16)松崎弘道. 明治期における学校沿革誌(1)：その編さん過程の概観. 福島県教育センター所

報. Vol.4, 1971, p.7-9. 

(17)“学校沿革誌編輯ノ儀”. 茨城県報. 茨城県, 1877. 

(18)樫村毅. 小学校所蔵資料にみる近代教育史の一端：明治 10 年編｢学校沿革誌｣を中心として. 

茨城県立歴史館報. 2002, vol.29, p.57-86. 

(19) 文部省編. 文部省年報 第 1. 復刻版, 宣文堂, 1964, p.180. 

(20) 文部省編. 文部省年報 第 2. 復刻版, 宣文堂, 1964, p.781. 

(21) 林原久恵. 学制公布期、地域における学校教育の成立と私塾・寺子屋. 2011, 卒業論文.   
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の学校沿革誌編纂が必要であったのだと考えられる。千葉県では、こうした事情から学

校沿革誌の編纂を指示したのではないだろうか。茨城県では、各地域の小学校維持方法

について、明治 6(1873)年「多クハ瘠土困民隨テ束脩月謝等モ僅少ナルニ因リ遽ニ其目

的ヲ達スル能ハサルカ故ニ官林荒蕪等ノ地ヲ乞ヒ桑茶等ヲ之ニ植エ其利子ヲ以テ學資

ノ裨補ニ充ツ」⁽22⁾という報告がある⁽23⁾。茨城県では、千葉県のように頻繁に編纂を

行う余裕はなかったのではないだろうか。しかし、それでも早くから学校沿革誌の編纂

を通達していた。それは、各地域の学校普及の困難さを記録し伝える必要があると考え

たからではないだろうか。 

他の都道府県については、それぞれの自治体史やその教育史の資料編、県報などから調

査を行った。その結果、ほとんどの都道府県で編纂を指示する令達は確認できなかった。

そのなかで、千葉県と茨城県の他にそうした令達が見つかったのは、山形県と静岡県であ

る。 

山形県では、明治 18(1885)年 1 月 15 日、県令で「明治五年七月学制頒布以来同十七年十

二月ニ至ル小学校沿革別紙開列スル条目及ヒ編纂心得ニ拠リ編纂イタシ毎校可備置且別ニ

一通ヲ浄写シ六月卅日限リ学務課ヘ可差出此旨相達候事」⁽24⁾と通達された。別紙の条目及

び編纂心得⁽25⁾に基づいて編纂するように指示しており、上記 2県の通達の仕方とは異なっ

ていた。また、同年 6月までの編纂期限が設けられていた。しかし、同年 6月 12 日、提出

期限の延期が通達された。令達には次のようにある。「本年一月十五日付号外ヲ以テ小学校

沿革誌之儀六月卅日限リ可差出旨相達置候処右ハ可成精密ヲ要シ候ニ付本年九月卅日マテ

延期候条此旨相達候事」⁽26⁾。学校沿革誌には精密さが必要であることから、提出期限を延

期するというのである。このことから、学校沿革誌にはかなり精密な記録が求められてい

たことがわかる。ただ記載されればよいというものではなく、重要な資料として正確な記

載が求められていたのである。 

静岡県では、明治 26(1893)年に「学校沿革誌編製項目並二学校沿革誌編製心得」(資料

3)⁽27⁾が通達された。これも他の 3県とは異なる規定内容であった。編纂理由・目的などに

関する記述は見られなかったが、記載項目が特に細かく規定されていた。編纂終了後につ

いては、市立小学校は市役所を経て、町村小学校は町村役場や郡役所を経て県庁へ届け出

るように指示していた。編纂方法については、「学校沿革誌編製方ハ各校毎ニ多少余紙ヲ存

                                                  
(22) 文部省編. 文部省年報 第 1. 復刻版, 宣文堂, 1964, p.180. 
(23) 林原久恵. 学制公布期、地域における学校教育の成立と私塾・寺子屋. 2011, 卒業論文.   

(24) “小学校沿革誌編纂のこと”. 山形県教育史資料第1巻. 山形県教育史資料編集委員会編. 

山形県教育委員会, 1980, p.464. 

(25) “小学校沿革誌編纂心得・編纂条目制定のこと”. 山形県教育史資料第 1巻. 山形県教育

史資料編集委員会編. 山形県教育委員会, 1980, p.464-467. 

(26) “小学校沿革誌提出期限延期のこと”. 山形県教育史資料第 1巻. 山形県教育史資料編集

委員会編. 山形県教育委員会, 1980, p.482. 

(27) “学校沿革誌編製項目・同心得につき知事訓令”. 静岡県史. 静岡県編. 静岡県, 1990, 

p.863-865, (資料編, 17/近現代, 2). 
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シ置キ、毎学年末ニ於テ校務日誌其他関係帳簿等ヨリ抄出シ、或ハ管理者、学務委員等ニ

協議シ、其学年間学事ニ係ル較著ノ事績ヲ登録スヘシ」と規定している。学校日誌だけで

なくその他の関係帳簿等も資料とし、管理者や学務委員などに協議してその学年間の顕著

な事績を記載するようにある。 

以上、千葉県・茨城県・山形県・静岡県の 4 県において、学校沿革誌の編纂を指示する

通達が見つかった。最も早いもので明治 9(1876)年には通達が行われており、学制が施行さ

れてから数年後には学校沿革誌の編纂が開始されていた。そのため、学校沿革誌の編纂は

かなり早い時期から始められていたといえる。しかし、その通達時期は明治 9(1876)年から

26(1893)年とまちまちであり、中央政府による令達も確認できなかった。4県の令達中にも

中央政府からの指示令達に関する記述は見られない。したがって、学校沿革誌の編纂は中

央からの指示によって全国で一斉に始められたわけではなく、国よりも県の主導によると

ころが大きかったと考えられる。また、その通達時期、規定内容等の差異から各県独自に

始められたことであり、地域の事情や実態に即して規定が行われたと考えられる。学校沿

革誌は県独自にその編纂や編纂に関する事項が規定され通達されていたのである。そして、

その記載には精密さが強く求められており、重要帳簿として扱われていたことがうかがえ

る。 

また、大阪府では明治 10(1877)年に編纂を指示した令達があったと考えられる記録があ

る。大阪府から明治 10(1877)年に通達された学第 43 号に、「学第十七号達シ各小学校創立

以来、本年六月迄ノ諸沿革編輯可差出旨達シ置候処、右分類中費用出納保護積立金ノ儀ハ

永存不変ノ為、可成精細ヲ要スル儀ニ付、各守任ノ交代有之等ニテ取調ニ差支候向ハ、十

二月中迄詳細ニ取調可差出候事」⁽28⁾とあり、学第 17 号によって、各小学校の創立以来か

ら明治 10(1877)年 6 月までの諸沿革を編纂することになったとあるのである。この学第 17

号は確認できなかったが、この令達により大阪府では明治 10(1877)年学第 17 号によって学

校沿革誌の編纂が通達されたものと考えられる。 

 しかし、学校沿革誌は上記 5 県以外の小学校にも残存し、全国で編纂が行われていた。

では、学校沿革誌は何によって編纂されるようになったのであろうか。他に根拠となり得

る令達としては、小学校に備えるべき表簿である設備表簿についての規定が考えられる(以

後、本論文では小学校に備えるべき表簿を設備表簿と呼ぶこととする)。こうした規定では、

その一つとして学校沿革誌が規定されている場合がある。設備表簿である学校沿革誌を学

校に備えるために、編纂が開始された可能性が考えられる。  

設備表簿に関する令達で学校沿革誌が規定されているのが確認できた 20の都道府県とそ

の通達時期を表 1 にまとめた。設備表簿に関する令達は県によっては複数回通達され改定

が行われていたりした。表 1の通達時期は、管見の限り確認できた最も古い令達の通達年 

                                                  
(28)“小学校沿革編輯、保護積立金の件”. 大阪府教育百年史第 2巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委

員会, 1971, p.168, (史料編, 1). 
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表 1．設備表簿に学校沿革誌が確認できた都道府県と通達時期 

通達時期 設備表簿に学校沿革誌が確認できた都道府県

明治 13(1880)年 大阪府⁽29⁾

明治 22(1889)年 東京都⁽30⁾

明治 25(1892)年 秋田県⁽31⁾・鳥取県⁽32⁾

明治 26(1893)年 山形県⁽33⁾

明治 31(1898)年 大分県⁽34⁾

明治 32(1899)年 神奈川県⁽35⁾・福島県⁽36⁾・和歌山県⁽37⁾

明治 33(1900)年 青森県⁽38⁾・岐阜県⁽39⁾・京都府⁽40⁾・長野県⁽41⁾・福岡県⁽42⁾ 

明治 34(1901)年 北海道⁽43⁾

明治 37(1904)年 栃木県⁽44⁾

大正 15(1926)年 愛媛県⁽48⁾

昭和 16(1941)年 千葉県⁽45⁾

昭和 25(1950)年 香川県⁽46⁾・福井県⁽47⁾

 

                                                  
(29)“学校諸帳簿調製の件”. 大阪府教育百年史第 2巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委員会, 1971, 

p.209-210, (史料編, 1). 

(30)“小学校諸帳簿整理ノ件”. 東京都教育史資料総覧;東京教育令規集(府・市・都). 東京都立教育研究

所編. 東京都立教育研究所, 1992, p.334, (東京都教育史資料総覧, 2). 

(31) “小学校の法定諸表簿”. 秋田県教育史第 2巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育史頒布会, 

1982, p.120, (資料編, 2). 

(32)田村達也. “保存義務のある学校資料”. 小学校資料論;かつて小学校は地域のセンターであったいう

視点から. 鳥取県立公文書館研究紀要, 2005, vol.1, p.5-7. 

(33)“小学校保存の表簿種類・保存期限制定のこと”. 山形県教育史資料第 2巻. 山形県教育史資料編集

委員会編. 山形県教育委員会, 1975, p.231-232.  

(34)“小学校設備規則を改正(全文)”. 大分県教育百年史第 3巻.  大分県教育百年史編集事務局編. 大分

県教育委員会, 1976, p.633-635, (資料編, 1). 

(35)“小学校設備規則改定のこと”. 神奈川県教育史. 神奈川県立教育センター. 神奈川教育委員会, 1971, 

p.623-627, (資料編, 第 1 巻). 

(36)“小學校ニ備フヘキ諸帳簿ノ件”. 福島県教育史編さん資料第一集:明治期の法規(県令，訓令，達お

よび告諭，告示). 福島県教育委員会編. 福島県教育委員会, 1971, p.131.  

(37)“小学校表簿書式”. 和歌山県教育史第 3巻;史料編. 和歌山県教育史編纂委員会編. 和歌山県教育

委員会, 2006, p.168-169. 

(38)“小学校に関する規則”. 青森県教育史第 3巻. 青森県教育史編集委員会編. 青森県教育委員会, 1970, 

p.807-810, (資料篇, 1). 

(39)“小学校設備規則”. 岐阜県小学校学事法令. 椙山正弌編. 郁文堂, 1902, p.201-216.  

(40)“小学校設備規則”. 京都府百年の資料 5;教育編. 京都府立総合資料館編. 京都府, 1972, p.423-427.  

(41)“小学校表簿調製につき県訓令”. 長野県教育史第 12 巻. 長野県教育史刊行会編. 長野県教育史刊

行会, 1977, p.5, (史料編, 6/明治 32 年～40 年). 

(42)“小学校令施行細則制定のこと”. 福岡県教育百年史第 2巻.  福岡県教育百年史編さん委員会編. 福

岡県教育委員会, 1978, p.401-418, (資料編, 明治 2). 

(43)“北海道廳訓令第 71 號”. 北海道教育雑誌第 11 巻下. 復刻編集委員会監. 文化評論社, 1984, 

p.112-127.  

(44)“小学校表簿規程”. 栃木県史資料編. 栃木県史編さん委員会編. 栃木県, 1979, p.118-124, (近現

代, 8). 

(45)“国民学校令施行細則”. 千葉県教育百年史第 4巻. 千葉県教育百年史編さん委員会編. 千葉県教育

委員会, 1972, p.104-124, (史料編, 大正・昭和Ⅰ). 

(46)“学校教育法施行細則”. 香川県教育史:昭和二十年－平成十年資料編. 香川県教育委員会編. 香川

県教育委員会, 2000, p.45-56. 

(47)“学校教育法施行細則”. 福井県教育百年史第 4巻. 福井県教育史研究室編. 福井県教育委員会, 

1976, p.436-445, (資料編, 2/昭和).  
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を記している。なお、愛媛県では「小学校長教員職務及服務細則｣⁽48⁾第 14 条において、設

備表簿を規定しており、その一つに学校沿革誌が規定されている。 

設備表簿に学校沿革誌が規定されたことが、学校沿革誌編纂の契機となったと推定した

場合、編纂が指示あるいは開始された時期は、前述した通達状況と合わせて明治 9 年から

昭和 25 年(1876～1950)にかけてとなり、かなりその時期に広がりを見せる。 

このうち、秋田県では表 1 より、明治 25(1892)年 7 月 9 日に布達された訓令甲第 119 号

によって、学校沿革誌が設備表簿として規定される。訓令には、特に学校沿革誌の編纂を

指示するような文言はない。この訓令を受けて、その後すぐの同年 10 月 15 日、 秋田県河

邊郡長から県知事に宛てた上申⁽49⁾がある。そこには、「小學校ノ沿革誌幷ニ日誌ノ義ハ本

年訓令甲第百十九號ヲ以テ相定メラレ候處其細則無之ニ於テハ往々登記ノ標準ニ困シム情

況有之且ツ各校精疎區々ナル傾モ有之候ニ付今般別冊之通該手續相定メ郡内一轍ノ方法ニ

到度候御聽置相成度此段上申候也」と記されている。したがって、秋田県では、学校沿革

誌を設備表簿に規定した訓令甲第 119 号を受けて、編纂が始められていたと考えられる。

そのため、他県においても学校沿革誌が設備表簿の一つに規定されたことによって、同時

にその編纂が指示されていたと考えられる。また、上申には、細かな規定がなく編纂上不

便であるため、郡内における登記の標準を設けたとある。独自に郡によってより細かい規

定が定められ、学校沿革誌が整備されていた。 

しかし、秋田県では、この訓令甲第 119 号通達以前に、学校沿革誌を校長の引き継ぐべ

き表簿に規定した県令がある。明治 17(1884)年に学務委員および学校長の事務引継につい

ての規則を定めた乙第 118 号⁽50⁾である。この第 8条に、校長の引き継ぐべき表簿として引

渡目録に学校沿革誌があげられているのである。そのため、学校沿革誌は明治 25(1892)年

の訓令甲第 119 号によって規定される以前から編纂されていたと考えられるが、どのよう

な経緯で編纂されるに至ったのかは不明である。しかし、秋田県河邊郡長からの上申から、

明治 25(1892)年になって漸く訓令で編纂が義務付けられたと考えられる。 

さらに、長野県において設備表簿に学校沿革誌が確認できる最も早い時期の通達は明治

33(1900)年⁽51⁾のものになる。しかし、明治 23(1890)年稿の長野県小県郡禰津小学校の学校

沿革史によると、「昨年八月官命令各校編其沿革史期」とある⁽52⁾。その通達を確認できな

いものの、明治 22(1889)年 8 月に学校沿革誌の編纂を指示する官命があったものと考えら

                                                  
(48) “小学校長教員職務及び服務細則改正”. 愛媛県史資料編. 愛媛県史編さん委員会編. 愛

媛県史編さん委員会, 1984, p.890-893, (近代, 3). 

(49) “学校沿革誌と学校日誌の記載事項について”. 秋田県教育史第 2巻. 秋田県教育史編纂

委員会編. 秋田県教育史頒布会, 1982, p.263-264, (資料編, 2). 

(50) “学務委員及び学校長の事務引継についての規則”. 秋田県教育史第 1巻. 秋田県教育史

編纂委員会編. 秋田県教育史頒布会, 1981, p.140-141, (資料編, 1). 

(51)“小学校表簿調製につき県訓令”. 長野県教育史第 12 巻. 長野県教育史刊行会編. 長野県

教育史刊行会, 1977, p.5, (史料編, 6/明治 32 年～40 年). 

(52) “小県郡禰津学校学校沿革史”. 長野県教育史第10巻. 長野県教育史刊行会編. 長野県教

育史刊行会, 1975, p.489, (史料編, 4/明治 12 年～19 年). 
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れる。したがって、長野県における学校沿革誌の編纂指示が明治 22(1889)年であるとする

と、各都道府県の学校沿革誌編纂の令達時期は表 2のように推定される。 

 

表 2．各都道府県における学校沿革誌編纂の通達時期の推定 

通達時期 都道府県名 

明治 9(1876)年 千葉県 

明治 10(1877)年 茨城県・大阪府 

明治 18(1885)年 山形県 

明治 22(1889)年 東京都・長野県 

明治 25(1892)年 秋田県・鳥取県 

明治 26(1893)年 静岡県 

明治 31(1898)年 大分県 

明治 32(1899)年 神奈川県・福島県・和歌山県 

明治 33(1900)年 青森県・岐阜県・京都府・福岡県 

明治 34(1901)年 北海道 

明治 37(1904)年 栃木県 

大正 15(1926)年 愛媛県 

昭和 25(1950)年 香川県・福井県 

 

各県による学校沿革誌に関する最も古い令達が通達された時期は、明治 9 年から昭和 25

年(1876～1950)にかけてと幅広い。このことは、中央政府からの通達により、学校沿革誌

の編纂が始められたわけではなかったことをあらわしている。このうち通達が確認できた

全22県中15県が明治20年代から30年代(1887～1906)にかけて通達されていることから、

この頃から多くの地域で学校沿革誌が編纂されるようになったと考えられる。 

 

 

2．1．2 郡・市による学校沿革誌の編纂通達 

 前述のように、秋田県河邊郡では県によって学校沿革誌編纂の細則が定められていなか

ったため、郡内の方法を独自に定めていた。県による記載事項の規定はその後になる。同

様に他県においても、郡によって学校沿革誌の編纂に関する令達が通達されている事例が

見られた。本項では、郡・市レベルでの学校沿革誌編纂に関わる令達が通達された事実に

ついて検討を行う。 

長野県更級郡の「荘内尋常小学校沿革史」には以下のような記述がある⁽53⁾ 

                                                  
(53)柏木敦. “史料「沿革史 更級郡荘内尋常小学校」について”.史料復刻沿革史更級郡荘内

尋常小学校. 兵庫県立大学政策科学研究所研究資料, 2011, vol.232, p.4. 
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一、本書ハ明治廿三年九月更級郡役所第十二号ノ訓令ニ基キ編纂セシモノナリ、訓令

ノ全文ハ左ノ如シ 

町村役場  

小 学 校  

本郡小学校沿革史別紙編輯例規ニ依リ、来明治廿四年八月丗一日限リ精密調査編

纂シ、一部ハ各学校ヘ一部ハ当庁ヘ差出スヘシ 

更級郡長関口友愛  

更級郡では明治 23(1890)年に独自に学校沿革誌編纂が通達され、それに基づいて実際に編

纂も行われていたのである。ただこの訓令の通達経緯について、長野県からの令達との関

連は不明である。 

 福島県では、明治 12(1879)年岩瀬郡において「郡長高松嘉績、小学校沿革誌編纂の調査

を各村に命ず」という記録がある⁽54⁾。また、明治 20(1887)年以降県内の各校で実質的な学

校沿革誌編纂の着手があり、編纂形式を郡として統一すべきという気運の高まりによって、

記載項目及びその要項が郡によって規定されたことが松崎氏(1971 年)によって明らかにさ

れている。明治 24 年から 29 年(1891～1896)にかけて、耶麻郡(明治 24 年)・双葉郡(明治

29 年)・相馬郡(同年)・南会津郡(同年)の 4 郡で編纂事項の規定が行われたのである⁽55⁾。

県によって学校沿革誌が設備表簿に規定されたのが明治 32(1899)年であるから、福島県で

はそれ以前から学校や郡によって編纂が行われていたのである。その編纂の流れは、小学

校から郡へ、郡から県へというものであり、先進的な学校や郡によって独自にその編纂や

規定が行われていた。県による規定はそうした動きを受けてのものであった。 

また、和歌山県においても県ではなく各郡によって整備が行われていた。和歌山県にお

いて学校沿革誌に関する最初の通達が見られるのは、上記の通り明治 32(1899)年の｢小学校

表簿書式｣であった。しかし、それ以前の明治 26(1893)年に日高郡、東牟婁郡、西牟婁郡、

伊都郡において、学校沿革誌が学校に備え付けるべき表簿として規定された。和歌山県域

における小学校の学校沿革誌は「明治二六年頃に全県的に整備された｣のである⁽56⁾。和歌

山県も郡から県へと学校沿革誌の整備規定が整っていったのである。 

さらに長野県では、明治 33(1900)年県訓令第 7号において、「表簿ノ様式ハ市ニアリテハ

市長町村ニアリテハ郡長之ヲ定ム」と規定している⁽57⁾。秋田県では郡から自発的に記載事

項を規定していたが、長野県ではそもそも記載事項などといった細則は郡あるいは市によ

って定めるものとしており、県によって統一した編纂を行うようなことは考えられていな

                                                  
(54) “岩瀬郡年表”. 福島県教育史編さん資料第 8集:福島県近代教育史年表(郡年表). 福島県

教育センター編. 福島県教育委員会, 1975, p.28. 

(55)松崎弘道. 明治期における学校沿革誌(1)：その編さん過程の概観. 福島県教育センター所

報. Vol.4, 1971, p.7-9. 

(56)“学校沿革史”. 古座川町史編纂委員会編. 古座川町史近現代史料編. 古座川町, 2008, 

p.1065-1067. 
(57) “小学校表簿調製につき県訓令”. 長野県教育史第12巻. 長野県教育史刊行会編. 長野県

教育史刊行会, 1977, p.5, (史料編, 6/明治 32 年～40 年). 
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かったと考えられる。 

したがって、学校沿革誌は必ずしも県からの指示通達によって編纂が始められたわけで

はなかった。秋田県や長野県、福島県や和歌山県などの地域では、郡もしくは市、ひいて

は各小学校において独自に編纂が行われていた。その編纂経緯には、学校からの動きによ

って郡が、郡からの動きによって県が編纂規定をつくっていた過程も見られた。特に福島

県では学校沿革誌について何らかの通達が行われる以前から各校によって編纂が着手され

ていた。編纂が規定されたためではなく、学校独自に学校沿革誌を編纂し始め、後に記載

事項などの規定を必要とするようになったのである。学校沿革誌は地域あるいは学校独自

に作成が行われていた。 

 

 

2．2 編纂の目的 

 学校沿革誌の編纂は地域独自の自発的な動きによるものであった。本節では、どのよう

な目的のもとに学校沿革誌が編纂されたのかについて令達の記述から検証を行う。 

明治 9(1876)年、千葉県の県乙第 198 号の「学校沿革誌并ニ日記調製概則」(資料 1)の通

達には、以下のような記述がある。 

後ノ人特リ其整備ナルヲ視テ其草創ノ艱難ヲ知ラスンハ其整備モ亦保ツヘカラサルノ

恐レアリ是ニ於テカ学校沿革ノ史乗ヲ編輯シ其起立ノ因由ヲ後世ニ伝ヘサルへカラス

是地方官教員ト共ニ其労ヲ施シ後ノ人ヲシテ草創ノ難キヲ鑑ミ守成ノ易カラサルヲ戒

シメシムル所以ナリ自今各公立学校二在テハ必ス沿革誌幷ニ日記ヲ備ヘ従前ノ沿革将

来ノ経歴ヲ記録シ以テ他日ノ徴考証拠ニ供スヘシ 

後世の人が整備された状態の学校しか知らず草創期の困難を知らなければ、そうした状態

を保たなくなってしまう恐れがある。そのため、学校沿革誌を編纂しその成立の由来を後

世の人に伝え、草創の困難さから守成していくことの難しさを戒めるとある。そして、従

前の沿革や将来の経歴を記録し後世の徴考に資するようにとある。 

 また、茨城県でも明治 10(1877)年、乙第 132 号の「学校沿革誌編輯ノ儀」(資料 2)にお

いても同様の目的が掲げられている。以下はその引用である。 

後ノ人特リ其整備ナルヲ見テ其創業ノ艱難ヲ知ラスンハ其整備モ保ツヘカラサルノ恐

レアリ是ニ於テ学校沿革ノ史乗ヲ編纂シ其起立ノ因由ヲ後世ニ伝ヘサルヘカラス是レ

教員ノ其労ヲ施シ後ノ人ヲシテ創業ノ難キヲ鑑ミ守成ノ易カラサルヲ戎ムル所以ナリ

自今各公立学校ニアリテハ必ス沿革誌併日記ヲ備ヘ従前ノ沿革将来ノ経歴ヲ記録シ以

テ他日ノ徴考ニ供スヘシ 

 こうした記述から、明治初期編纂が通達された当初は、学校沿革誌は後世における教育

のさらなる発展と保持の一助となることを目的として編纂されていたと考えられる。 

 また、秋田県は昭和 5(1930)年、全県小学校長会議書類において学校沿革誌の記載要領と

様式を設定し、その理由について以下のように記載している。 
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學校沿革誌ハ其ノ校ニ於ケル教育思想史、教育史、經濟史トシテモ大ナル使命ヲ有ス

ル重要帳簿ナルニ拘ラス様式區々ニシテ繁簡宜シキヲ得ス果シテ其ノ使命ヲ達成シ得

ルヤ疑問ノ感ナシトセス。縣ニ於テハ今般調査會ニ委嘱シ記載要項並様式ヲ左記ノ通

設定セリ。各位ハ自今該様式ヲ参考トシ適切有効ナル學校沿革誌ヲ作成シ其ノ使命ノ

達成ニ努メラルヘシ⁽58⁾ 

昭和初期、秋田県では学校沿革誌が各校の教育思想史、教育史、経済史として大きな使命

をもつ重要な帳簿であると考えられており、その意義を全うするために記載要領と様式が

定められた。各校における教育思想史、教育史、経済史を伝えるために学校沿革誌は編纂

されていたのである。 

 したがって、学校沿革誌編纂が通達された明治初期、千葉県や茨城県では、後世の教育

の保持および発展の一助となることを目的に編纂が通達されたが、昭和初期の秋田県では

各校の教育思想史、教育史、経済史といった歴史資料としての重要性が見出され編纂が推

進されていた。編纂目的は、各校の歴史を後世に伝えるという点で一貫している。しかし、

明治初期の通達はそれによって後世の教育の一助となることを目的としている一方、昭和

初期の通達はその学校の歴史を伝える資料を作成すること自体を重要視している。そのた

め、記載事項を規定して適切有効な学校沿革誌の編纂が求められた。このことから学校沿

革誌は、編纂が行われ始めて数十年を経てもその編纂の重要性が認められているとともに、

「徴考証拠」としてではなく、それ自体の資料としての重要性が見出されるようになった

と考えられる。 

 

 

2．3 記載事項の規定 

 本節では、学校沿革誌とはどのような内容が編纂されるものとされていたのかを記載事

項を規定した令達類から検証を行う。表 3 は学校沿革誌の記載事項に関する令達類を通達

時期順にまとめたものである。なお、令達名は令達中からとっているが、明確な令達名が

ない場合には適当な令達名をつけて〔 〕書きにしている。千葉県・茨城県・大阪府・山

形県・秋田県河邊郡・静岡県・岐阜県・北海道・栃木県・福島県・愛媛県・秋田県の 12 地

域で 15 の通達が確認できた。なお、地域によっては、複数回記載事項の規定を行っている

ところもある。しかし、内容に改定のないものは除外した。 

表 3 より、各地域独自に学校沿革誌の記載事項の規定が行われていたことがわかる。そ

の規定方法はさまざまであるが、大きく分けて 4つのタイプに分けることができた。1つ目

は、記載事項の規定を主なる目的とする令達による規定である。これは、大阪府(明治 17

年・35 年)や山形県(明治 18 年・32 年)、秋田県河邊郡や秋田県などの令達である。編纂上

の問題から記載事項を規定していたり、また初期の段階で記載事項を編纂指示とは別に規 

                                                  
(58) “学校沿革誌の記載要領と様式”. 秋田県教育史第 3巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋

田県教育史頒布会, 1983, p.39-42, (資料編, 3). 
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革
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事
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と
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岐
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阪
府 

山
形
県 

大
阪
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城
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学
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書
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訓
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訓
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第
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番
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記
載
要
項
並
様
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小
学
校
長
教
員
職
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キ
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簿
等
ノ
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及
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小
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校
ニ
関
ス
ル
表
簿
整
理
其
他
記
載
事
項
ニ
関
ス
ル
規
程 
⁽65⁾

小
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誌
編
纂
心
得 
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誌
編
製
項
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並
二
学
校
沿
革
誌
編
製
心
得 
⁽67⁾

学
校
沿
革
誌
編
纂
手
續
并
ニ
同
日
誌
登
載
手
續
之
儀
ニ
付
上
申 
⁽68⁾

小
学
校
諸
帳
簿
及
其
細
目 
⁽69⁾

小
学
校
沿
革
誌
編
纂
条
目
及
編
纂
心
得 
⁽70⁾

 
学
校
沿
革
誌
日
誌
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⁽72⁾ 

学
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日
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概
則 
⁽73⁾ 

令
達
名 

                                                  
(59) “学校沿革誌の記載要領と様式”. 秋田県教育史第 3巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育史
頒布会, 1983, p.39-42, (資料編, 3). 
(60) “小学校長教員職務及び服務細則改正”. 愛媛県史. 愛媛県. 愛媛県, 1984, p.890-893, (資料編, 近
代 3). 
(61) “小學校ニ備フヘキ諸帳簿ノ件”. 福島県教育史編さん資料第一集:明治期の法規(県令，訓令，達お
よび告諭，告示). 福島県教育委員会編. 福島県教育委員会, 1971, p.549-552. 
(62) “小学校表簿規程”. 栃木県史資料編. 栃木県史編さん委員会編. 栃木県, 1979, p.118-124, (近現
代, 8). 
(63) “小学校表簿細目及び様式”. 大阪府教育百年史第 4巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委員会, 1974, 
p.34-41, (史料編, 3). 
(64) “北海道庁訓令第 71 号”. 北海道教育雑誌第 11 巻下. 文化評論社, 1984, p.112-127. 
(65)“小學校ニ關スル表簿ノ整理其他記載事項ニ關スル規程”. 岐阜県小学校学事法令. 椙山正弌編. 郁
文堂, 1902, p.216-224. 
(66) “小学校沿革誌編纂心得改定のこと”. 山形県教育史資料第 2巻. 山形県教育史資料編集委員会編. 
山形県教育委員会, 1975, p.405-410. 
(67) “学校沿革誌編製項目・同心得につき知事訓令”. 静岡県史. 静岡県編. 静岡県, 1990, p.863-865, 
(資料編, 17/近現代, 2). 
(68) “学校沿革誌と学校日誌の記載事項について”. 秋田県教育史第 2巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 
秋田県教育史頒布会, 1982, p.263-264, (資料編, 2). 
(69) “小学校諸帳簿及び細目”. 大阪府教育百年史第 3 巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委員会, 1972, 
p.637-639, (史料編, 2). 
(70) “小学校沿革誌編纂心得・編纂条目制定のこと”. 山形県教育史資料第 1巻. 山形県教育史資料編集
委員会編. 山形県教育委員会, 1980, p.464-467. 
(71) “学校沿革誌、日誌調製基準条項”. 大阪府教育百年史第 3巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委員
会, 1972, p.386-387, (史料編, 2). 
(72)“学校沿革誌編輯ノ儀”. 茨城県報. 茨城県, 1877. 
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定していたり、その改定などである。2つ目は、編纂を指示した令達による規定である。千

葉県や茨城県、静岡県などの令達である。これらの令達では、編纂を指示する通達ととも

に記載事項が規定されていた。3つ目は、設備表簿を定める令達による規定である。大阪府

(明治 25 年)、岐阜県や北海道、栃木県や福島県などの令達がある。学校に備えるべき表簿

の一つとして学校沿革誌をあげるとともに、その記載事項を規定している。4つ目は、愛媛

県で通達された職務及び服務細則による規定である。これは、小学校長の職務及び服務細

則として、その第 14 条で備えるべき帳簿を規定し、同時にその一つである学校沿革誌の様

式を定めたものである。 

また、通達時期は明治 9 年から昭和 5 年(1876～1930)と編纂通達と同様幅広い。その時

期に地域的なまとまりは見られなかった。編纂指示通達と同様に全国で統制的に規定が行

われたわけではなく、各地域で自主的に規定が行われたようである。では、なぜ各地域で

学校沿革誌の記載事項が定められたのか。 

 記載事項の規定理由について、大阪府では明治 17(1884)年「〔学校沿革誌日誌調製基準条

項〕」で、「学校沿革誌及日誌取調方各校区々相成調査上差支候条、左ノ各項ニ倣ヒ編成シ」

と記載している。各学校で取調方法がまちまちになってしまい調査上差支えをきたしたた

め、調製基準条項を規定したのである。 

秋田県河邊郡では、明治 25(1892)年「学校沿革誌編纂手續并ニ同日誌登載手續之儀ニ付

上申」で、「其細則無之ニ於テハ往々登記ノ標準ニ困シム情況有之且ツ各校精疎區々ナル傾

モ有之候ニ付今般別冊之通該手續相定メ郡内一轍ノ方法ニ到度候御聽置相成度此段上申候

也」と記載している。学校沿革誌に関する細則が定められていないために、登記の標準に

困り、各校でも精疎まちまちになって偏りが出てしまっている。そのため、手続きを定め

て郡内で一徹の方法をとりたいとして、記載事項を規定したのである。 

秋田県では、昭和 5(1930)年「記載要項並様式」で、「學校沿革誌ハ其ノ校ニ於ケル教育

思想史、教育史、經濟史トシテモ大ナル使命ヲ有スル重要帳簿ナルニ拘ラス様式區々ニシ

テ繁簡宜シキヲ得ス果シテ其ノ使命ヲ達成シ得ルヤ疑問ノ感ナシトセス。縣ニ於テハ今般

調査會ニ委嘱シ記載要項並様式ヲ左記ノ通設定セリ。各位ハ自今該様式ヲ参考トシ適切有

効ナル學校沿革誌ヲ作成シ其ノ使命ノ達成ニ努メラルヘシ」と記載している。重要帳簿で

あるにもかかわらず、各校の学校沿革誌は様式がまちまちで繁簡よろしくなく、有意性を

保持できているか疑問である。そのため、県に調査会を委嘱し記載要項や様式を規定した

とあるのである。 

以上より、大阪府や秋田県河邊郡、秋田県ともに、実際の編纂上、記載事項が規定され

ていないことの弊害から、必要性に迫られて規定を行っていた。必ずしも規定されるもの

ではなかったのである。記載事項の規定は各地域の主導性によるもの、もしくは実際上の

問題から求められて制定されたものであった。そのため、郡レベルでも記載事項の規定が

                                                                                                                                                  
(73) “学校沿革誌并ニ日記調製概則”. 千葉県教育百年史第 3 巻. 千葉県教育百年史編さん委

員会編. 千葉県教育委員会, 1971, p.146-148, (史料編, 明治). 
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行われていた。郡・市レベルの記載事項の規定については他に、第 2 章 1 節 2 項「郡・市

による学校沿革誌の編纂通達」において、明治 24(1891)年安積郡、明治 29(1896)年双葉郡・

相馬郡・南会津郡など福島県の各郡で規定が行われていたこと、長野県では明治 33(1900)

年の訓令で「表簿ノ様式ハ市ニアリテハ市長町村ニアリテハ郡長之ヲ定ム」と規定されて

いることは前述した。各地域で独自に記載事項の規定が行われていた。 

では、各地域の記載事項の規定内容はどのようなものであったのだろうか。学校沿革誌

の記載事項を定めた表 3の 15 通の令達から、それぞれの規定項目を内容分類し分析を行っ

た。表 4、5 は、令達の規定する学校沿革誌の記載事項を内容によって 49 項目に分類した

ものである。規定事項によっては複数の内容にまたがるものもあるが、その場合はそれぞ

れの項目に分類し、規定事項の該当しない事項の方に取り消し線を引いて記載した。該当

する規定事項がない場合は空欄となっている。なお、表サイズが大きいため、明治 9 年か

ら明治 32 年まで(1876～1899)の令達を表 4、明治 33 年から昭和 5年まで(1900～1930)の令

達を表 5に分けて掲載している。 

ここで、記載項目のグループ分けについて幾つか解説を行う。「小学校に関する制度、

教則」に含まれている項目は、教則や小学校に関する法令、教育制度の制定改廃などの項

目になる。教則について、「小学校沿革誌編纂条目及編纂心得」(山形県、明治 18(1885)

年通達)では、「創立以来学科ヲ変更スルカ又ハ特ニ変則ヲ設ルモノハ其全文ヲ記載スヘシ

但本県定ムル所ニ従フモノハ本県成規ニ従フト記載スヘシ」と記載されている⁽74⁾。また、

「小学校沿革誌編纂心得」(山形県、明治 32(1899)年)には、「本項ニハ加除学科授業時間

ノ始終等ヲ記載スヘシ但本県定ムル所ニ従フモノハ単ニ本県ノ成規ニ従フト記載スヘシ」

と記載されている⁽75⁾。これらの記載より、教則という項目は学校教育に関する制度の変改

についての記載を求めていると考えられる。したがって、教則や小学校に関する法令、教

育制度の制定改廃などの項目で一つの項目に分けた。また、「学校制定の規則」に含まれ

る項目は、諸規則や学校制定の諸規程、校規などといった項目である。「小学校沿革誌編

纂条目及編纂心得」(山形県、明治 18(1885)年通達)には、諸規則について、「本県定ムル

所ノ外本校限リ規則ヲ設クルモノハ其全文ヲ記載スヘシ」と記載されている。また、「小

学校沿革誌編纂心得」(山形県、明治 32(1899)年)には、「本項ニハ本県及郡市役所定ムル

所ノ外規程ヲ設ケタルモノアルトキハ其全文ヲ記載スヘシ」と記載されている。そのため、

「諸規則」という記載項目も「学校制定の規則」に分類している。  

                                                  
(74) “小学校沿革誌編纂心得・編纂条目制定のこと”. 山形県教育史資料第 1巻. 山形県教育

史資料編集委員会編. 山形県教育委員会, 1980, p.464-467. 
(75) “小学校沿革誌編纂心得改定のこと”. 山形県教育史資料第 2巻. 山形県教育史資料編集
委員会編. 山形県教育委員会, 1975, p.405-410. 
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表 4．令達(明治 9～32 年)規定の学校沿革誌の記載事項とその内容分類 

 

令達名
学校沿革誌并ニ日

記調製概則

学校沿革誌編輯ノ

儀

〔学校沿革誌日誌

調製基準条項〕

小学校沿革誌編纂

条目及編纂心得

小学校諸帳簿及其

細目

学校沿革誌編纂手

續并ニ同日誌登載

手續之儀ニ付上申

学校沿革誌編製項

目並二学校沿革誌

編製心得

小学校沿革誌編纂

心得

項目＼通達元(通

達時期)
千葉県(明治9年) 茨城県(明治10年) 大阪府(明治17年) 山形県(明治18年) 大阪府(明治25年)

秋田県河邊郡 (明

治25年)
静岡県(明治26年) 山形県(明治32年)

1 学校設置日等 学校設立ノ年月日 学校設置及ヒ廃止 学校創立年月日 学校資格 創立ノ年月日
設備(②学校ノ設廃

 分合及位置)

学校ノ位置及名称

等

2 資本財産
学資ノ増減 及 寄 附
 ノ金員

現在積金学

収入学資/学資金

賦課額/資本金/学

校所属地

教育費ノ収入 及支
 出高

学校基本財産(①

学校基本財産ノ設

廃並支消売却等ノ
概況)/経済(②学

校基本財産ヨリ生

スル利子ノ員数)

基本財産

3 寄附
寄附集積ノ金員及

ヒ人名

 学 資 ノ 増 減 及寄附

ノ金員
寄附 寄附品目及其氏名 経済(③寄附物件) 寄附

4 教職員 教員ノ進退 教員ノ等級及進退
創立以来尽力セシ

職員等人名
吏員/教員 職員任免

職員ノ進退 賞 罰幷
ニ俸額ノ異動

校員(①学校職員ノ

任免②学校職員ノ

資格及俸給)

学校教員

5 生徒数 生徒ノ増減 進否 生徒ノ増減 及進否 学齢就学
毎年児童ノ多寡増減

比例

未卒業退学生徒ノ

数(男女)及事情ノ

概略

 授業日数及生徒

6 生徒の進路 生徒ノ 増減進否 生徒ノ 増減及進否
 卒業生徒数(男女)

 及卒業后ノ状況

7
小学校に関する制

度改正、教則

教則ノ変改 及 器 械

 ノ発明
教則

小学校ニ関スル法

令変革ノ要領

制度(①一般教育

制度ノ概要)
教則

8 器械の発明
 教 則 ノ 変 改 及器械

ノ発明

9 学校の分合
学校ノ分合 及 名 称

 ノ変更
分合

設備(②学校ノ 設廃

分合 及位置)
分合

10 名称の変更
 学 区 ノ 改 正名 称ノ

変更

 学 校 ノ 分 合 及名称

ノ変更

 学 校 付 属 町 村 ノ 組

 換幷本校名称変更

等

学校名称 名称 位置ノ変更
設備(③学校ノ名

称、資格)

学校ノ位置及名称

等

11 生徒試験結果 生徒試験ノ優劣 生徒試験
生徒(⑤生徒成績ノ

概要)
生徒試験

12
書籍・校具・備品の

設備増減
書籍器械ノ増減 学校所有品及異動

設備(④ 校舎、校

 地、校具 及教員住

 宅ノ概況)

13
校舎校地の位置移

転・増改築・修繕
仮設新築ノ順序 校舎ノ位置及変換

仮設移転新築年月

日及其事由
校舎幷所在地名

其他校舎 新築 移転

等凡学校ノ規模ニ関

スル大小事項

名称 位置 ノ変 更/

校舎ノ建築幷ニ校

地ノ増減移転

設備(④校舎、校

地、 校具及教員住

宅ノ概況)

校舎

14 経費予算、支出 学資ノ遣ヒ払 経費 経費額
教育費ノ 収入及支

出高

経済(①毎年経費ノ

予算及決算ノ摘要)
経費

15 功労者の事蹟

設立以来尽力スル

区内ノ吏員以 下ノ

氏名

設立以来尽力スル

人名

創立以来尽力セシ

職員等人名
学事尽力者

教育上功労アル者

ノ事績

附記(①学校ノ為メ

ニ功労アルモノ〃

事績)

学事尽力者

16
学事関渉吏員の臨

視

督学局官吏地方長

次官及ヒ学務責任

等ノ臨視

学事関渉吏員ノ臨

視
官吏巡視

記事概要(②当局

官吏ノ視学ニ関ス

ル件)

官吏巡視

17 その他特別事項 其他特別ノ件

其他沿革ヲ徴スル

ニ足ルヘキモノハ

細大トナク編 次ス

ヘシ

記事概要(⑤其他

重要ナル事件)

18
学区の改正及び通

学区域

学区ノ改正 名  称 ノ

 変更
学区ノ改正 通学町村名

学校創設ノ当時ヨリ

学区域

学区 ノ分 合/ 通学

区域ノ異動

設備(①学校設置

区域)
通学区域

19 町村合併

学校付属町村ノ組

換幷 本校名称変更

 等

20 学齢児童数 学齢児童 生徒(①学齢児童) 学齢児童

21 授業日数 業振日数 授業日数 及生徒

22 出席歩合
生徒日々出席平均

数
出席生徒平均数

23 授業料 授業料

授業料ノ収入額、

其買収額ノ差異及

撤収ノ方法、状況

経済(④授業料) 授業料

24 賞与
職員賞与/生徒賞

与

職員ノ 進 退賞罰幷
 ニ  俸  額 ノ 異 動/ 賞

与ヲ受ケタル生徒

ノ氏名

校員(③学校職員ノ

賞罰)/生徒(⑥生

徒ノ賞罰)

学校職員等賞罰/

生徒賞罰
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25 学事全体の状況 学事状況 学事ノ状況

26 学級編制 編制及其変更

学級 ノ編 制・ 教  科

 目・ 受持 教員 ノ変

更

校員(④学級ニ対

スル職員ノ配置）/

生徒(⑦学級ノ編

成)

27
創立以前における

関係事項

学校創設以前ニ在リ

テ該校系統上必要ノ

事項

28 学校制定の規則 諸規則 校規ノ制定及改廃
制度(②学校制定ノ

諸規程)
諸規則

29
管理者および委員

の異動等

管理者及委員ノ異

動

学事関係ノ吏員(①

管理者ノ異動②学

級委員ノ異動)

市町村吏員

30 資産管理方法 資金及蓄積ノ方法

学校基本財産(②

学校基本財産ノ管

理方法)

31 教科目

 学 級  ノ 編  制 ・教 科

目 ・  受 持  教 員  ノ 変

 更

32 卒業生
卒業生徒数(男女)

 及卒業后ノ状況
生徒(④卒業生徒)

33 諸儀式の状況

卒業証書授与式ノ

景況/其学校ニ関

スル諸会挙行ノ状

況

34 不就学児
学齢人員及就学不

就学比例(男女)

生徒(②就学不就

学)

35 入退学
生徒(③入学及半

途退学)

36 御影拝戴

記事概要(①尊影

及勅語謄本等拝受

ニ関スル件)

37 出張

記事概要(③職員

出張等ニ関スル

件)

38 災害被害

記載概要(④天災

地変其他学校二影

響ヲ及ホシタル事

件)

39 職員履歴
附記(②学校職員ノ

履歴)

40 家庭との連絡状況
附記(③学校ト家庭

ト聯絡ノ情況)

41
就学勧誘方法 (不

就学児対策)

附記(④就学勧誘

ニ関スル方法)

42
高等科補習科専修

科等の設置等

学校ノ位置及名称

等

43 修業年限

44 就学歩合

45
学区内の戸数人口

の増減

46
市町村及び通学区

域の地図

47 施設経営

48 研究調査

49 庶務概要
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表 5．令達(明治 33～昭和 5年)規定の学校沿革誌の記載事項とその内容分類 

 

令達名

小学校ニ関スル表

簿整理其他記載事

項ニ関スル規程

教育事務ニ関シ整

理スへキ表簿等ノ

種類及様式

小学校表簿細目及

様式
小学校表簿規程

小學校ニ備フヘキ

諸帳簿ノ件

小学校長教員職務

及服務細則
記載要項並様式

項目＼通達元(通
達時期)

岐阜県(明治33年) 北海道(明治34年) 大阪府(明治35年) 栃木県(明治37年) 福島県(明治45年) 愛媛県(大正15年) 秋田県(昭和5年)

1 学校設置日等 創立

学校ノ設置 (市町村

 地図及通学域内ノ

 地図ヲ添フ)

学校創立ノ年月日 創設年月日事由
創立位置 及校名ノ

 変更

2 資本財産
学校基本財産及校

費増減ノ情況等

学校ニ関スル 歳出

 予算決算並資産
財産

3 寄附

4 教職員
 管理者及職員ノ進
退異動

職員
学校職員学校関係
職員ノ異動

職員
職員 及学校管理者
 並学務委員ノ異動

創立者学校長ノ氏
名

職員

5 生徒数
児童ノ入退学及卒

業
児童

児童 入学退学修業

 学習及卒業者数
児童

6 生徒の進路

7
小学校に関する制
度改正、教則

小学校に関する法

規 及内規ノ制定改
廃等摘要

諸法令及令達

8 器械の発明  研究調査及製作物

9 学校の分合

10 名称の変更
学校ノ名称及位置

ノ変更

学校名称 位置ノ変

更

名称 設置ノ区域位

 置

 創立位置及校名ノ

変更

11 生徒試験結果

12
書籍・校具・備品の

設備増減
設備

 校舎校地ノ異動及

校具ノ増減
設備 設備

13
校舎校地の位置移

転・増改築・修繕

学校校舎校地等ノ

変更

設置区域 若ハ通学

 区域

校舎校地ノ異動 及

 校具ノ増減

学校 名称位置ノ変

更/校舎校地ノ異
動

14 経費予算、支出 学校経費 経済 経費
学校ニ関スル歳出

予算決算 並資産
経費

15 功労者の事蹟
学校ニ功労アリタ

ル者ノ事蹟

学校ニ功労アリタ

ル者ノ事蹟

16
学事関渉吏員の臨

視

学事監督者及関係

者
学事関係者

17 その他特別事項

其他学校ノ沿革上

ニ関スル重要ノ事

項

創立以来ノ沿革 其ノ他重要事項

18
学区の改正及び通

学区域

設置区域若ハ通学

区域

学区ノ分合/通学区

域ノ変更

学区ノ分合及通学

区域ノ変更

 名称設置ノ区域位

置

19 町村合併

20 学齢児童数

21 授業日数

22 出席歩合  就学及出席ノ歩合

23 授業料

24 賞与

25 学事全体の状況
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26 学級編制 学級編制 編制
学級編制ニ関スル

事項
学級 学級編制

27
創立以前における

関係事項

28 学校制定の規則
校規其ノ他諸規則

ノ制定改廃

 小学校に関する法

 規及内規ノ制定改

廃等摘要

29
管理者および委員

の異動等

管理者 及職員ノ進

退異動

 職員及学校管理者

並学務委員ノ異動

30 資産管理方法 施設経営ノ大綱

31 教科目
教科/教科目等ノ

変更
教科

 児童入学退学修業

学習 及卒業者数

32 卒業生  入退学及卒業
 児童入学退学修業

 学習及卒業者数

33 諸儀式

34 不就学児

35 入退学 入退学 及卒業
児童入学退学 修業

 学習及卒業者数

36 御影拝戴

御眞影及教育ニ関

スル勅語謄本拝受

ノ年月日

御影/勅語謄本奉

置

御影及教育ニ關ス

ル勅語謄本拜戴ノ

年月日

御影拝戴/御下賜

品

37 出張

38 災害被害

39 職員履歴

40 家庭との連絡状況

41
就学勧誘方法 (不

就学児対策)

42
高等科補習科専修

科等の設置等

43 修業年限 修業年限

44 就学歩合 就学 及出席ノ歩合

45
学区内の戸数人口

の増減

学区内戸数人口ノ

増減

46
市町村及び通学区

域の地図

 学校ノ設置(市町村

地図及通学域内ノ

地図ヲ添フ)

47 施設経営

毎年度教育上ニ於

ケル施設経営及其

ノ成績

48 研究調査 研究調査 及製作物

49 庶務概要 庶務概要
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次に、学校沿革誌に記載すべき項目とされた規定事項の傾向について分析するために、

49 項目をグループ化しカテゴリーを作って分類した。表 6は、表 4、5の分類を基に学校沿

革誌の記載項目をグループ及びカテゴリーごとに分類したものである。人的事項・設備環

境事項・運営関係・その他の 4 つのカテゴリーがあり、それぞれの列上にあるのが属する

グループと項目である。そのうち左列がグループ名、右列が項目名となっている。そして、

左列のグループと同じ行にある右列の各項目がそのグループに属していることを表してい

る。 

その分類方法について説明する。まず、表 4、5 によって分類された 49 の内容項目を、

関連する項目ごとにグループにして分類を行った。そして各グループを 4 つのカテゴリー

に分けた。カテゴリーは、教師や生徒などといった人に関する項目である人的事項、学校

の設備や通学地域に関することである設備環境事項、経費や学級編成、規則等運営に関す

ることである運営関係、その他の 4 つである。それぞれのカテゴリーとグループは次のよ

うである。教職員、生徒、管理者管理関係と功労者及び賞与の 4 つのグループは人的事項

とした。学校設置分合及び名称変更等、校舎及び設備、通学区域及び当該市町村関係事項

の 3 グループは設備環境事項とした。運営関係については、歳入歳出等経費、教科目・学

級編制・授業日数・修業年限等、規則・制度等の 3 つのグループを分類した。その他の事

項については、通達上での規定が少ないことや他項目とのまとまりがないことなどから、

その他に分類した。よって、通達の記載項目から抽出された 49 項目をグループ及びカテゴ

リーごとに分けたのが表 6になる。 

表 6より、内容による分類を行った結果、学校沿革誌の記載項目として人的事項に関す

る項目が最も多く規定されていた。これは、学校に誰がいたのかあるいは誰が関わってき

たのかがその学校の歴史に深く関わってくるからと考えられる。次に、設備環境事項、運

営関係の順に多かった。こうした事項に関することが学校沿革誌の記載項目として、必要

性が見出されてきたと考えられる。特に生徒関係の規定項目が多く、生徒数や卒業生、生

徒の進路、入退学、出席歩合、就学歩合、不就学児など生徒に関するさまざまな事項が規

定されていることから、生徒に関する動向に対して規定を行った県や郡の関心は高かった

ものと考えられる。 

では、それぞれの項目は各令達でどの程度規定されていたのかだろうか。項目ごとの令

達における規定数を比較した。表 7 は表 6 の分類を基に記載項目の令達上での規定数を表

したものである。項目はグループごとに分けたうえでカテゴリーごとに分けており、グル

ープごとに降順に並べている。 
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表 6．通達における学校沿革誌の記載項目の分類 

人的事項 設備環境事項 運営関係 その他 

教職員関係 

教職員 

学校設置分合

及び名称変更

等 

学校設置日等

歳入歳出等経

費 

経費予算、支

出 

その他特別事

項 

教員出張 名称の変更 資本財産 制作物 

職員履歴 学校の分合 寄附 研究調査 

生徒関係 

生徒数 

高等科補習科

専修科等の設

置等 

授業料 
学事全体の状

況 

生徒試験結果 
創立以前にお

ける関係事項
資産管理方法 諸儀式 

卒業生 

校舎及び設備

校舎校地の位

置移転・増改

築・修繕 

施設経営 災害被害 

生徒の進路 

書籍・校具・

備品の設備増

減 
教科目・学級

編制・授業日

数・修業年限

等 

教科目 
家庭との連絡

状況 

学齢児童数 御影拝戴 学級編制 庶務概要 

出席歩合 

通学区域及び

当該市町村関

係事項 

 

学区の改正及

び通学区域 
授業日数 

 

就学歩合 町村合併 修業年限 

入退学 
市町村及び通

学区域の地図
規則・制度等

小学校に関す

る制度改正、

教則 
 

不就学児 
学区内の戸数

人口の増減 

学校制定の規

則  

就学勧誘方法

(不就学児対

策) 
 

 
   

管理者管理 

管理者および

委員の異動等      

学事関係者の

視察      

功労者及び賞

与 

功労者の事蹟 

賞与 



28 
 

表 7．通達における学校沿革誌の記載項目の規定数 
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表 7 より、教職員については全ての通達で規定が見られた。教職員に関する記載はどの

令達においても記載が必要であると考えられていたのである。他には、生徒数、学校設置

日等、名称の変更、校舎校地の位置移転・増改築・修繕、学区の改正及び通学区域、経費

予算、支出等の項目が 3分の 2以上の令達で記載項目として規定されていた。また、3分の

2以上とまではいかないが半分以上の令達で規定された項目としては、功労者の事蹟、資本

財産、学級編制等がある。したがって、こうした内容が学校沿革誌の記載内容として必要

とされ規定されてきたと考えられる。いわば基本項目といえる。つまり、学校沿革誌は教

職員や生徒数、学校設置日、名称や校舎校地の変遷、学区や通学区域、経費予算等の項目

に加えて、功労者の事蹟や資本財産、学級編制等について記載することが望ましかったの

である。それは、その学校の発展を担ってきた人々、また、学校の設立や変遷といった歴

史、その学校の教育の対象となった地域、運営の実績や記録等といった事項である。多く

の令達において、こうした内容の記録が行われるのが学校沿革誌だったのである。 

反対に、こうした項目が含まれなかったグループとしては、管理者管理、規則・制度等

がある。また、「その他」に分類した項目もあまり規定されていなかった。他にも、教職員

の出張や履歴、高等科設置等や創立以前における関係事項、当該市町村の状況に関するこ

となどもあまり規定されていなかった。つまり、こうした項目は学校沿革誌の項目として

はあまり考えられていなかったといえる。しかし、逆に言えば、それはそうした事項を規

定した地域における特徴を示しているともいえるかもしれない。規定事項は一様ではなく、

地域ごとに独自の規定を行っていた。 

  

 
2．4 府県視学・郡視学による指示 

視学とは、旧制の学校教育で、学事の視察や教育指導、教職員の監視・監督にあたった

地方教育行政官である。府県視学と郡視学などがあったが、本節では視学の視察と学校沿

革誌編纂の関連について検討を行う。また、現制度では文部科学省におかれ、「命を受けて、

初等中等教育に係る専門的、技術的な指導及び助言に当たる」⁽76⁾職である。 

明治 25(1892)年、秋田県では学事巡視についての内訓「学事巡視規程」⁽77⁾が通達される。

定期巡視の頻度や視察すべき点、簿冊の検閲、臨時巡視などについて規定されている。そ

のなかで学校沿革誌は検閲すべき簿冊の一つとしてあげられている。全国で同様に学校沿

革誌が郡視学の視察対象となっているといったような通達は確認できなかったが、秋田県

の「学事巡視規程」ではその視察対象となっていた。 

                                                  
(76)総務省行政管理局. “文部科学省組織規則(平成十三年一月六日文部科学省令第一号)”. 法

令データ提供システム. http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13F20001000001.html, (参照

2012-10-14). 

(77)“学事巡視規程”. 秋田県教育史第 2巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育史頒布

会, 1982, p.2-3, (資料編, 2). 
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また、大正 8(1919)年には、北多摩郡視学より鳥山小学校へ学校の沿革報告の依頼がある。

以下はその全文である。 

新学期早々恐入候へ共御校沿革を重としたる現状承知致度候間、左記要項に依り本月

中に御報告下され度此段願上候也 

  大正八年九月十二日 

      北多摩郡視学 近藤一郎 

  鳥山小学校長殿 

    記 

(一)位置 (二)校名 (三)沿革(大略) (四)御眞影、勅語謄本下賜年月日  

(五)基本財産及増殖方法 (六)学齢児童数 男女別(千歳村)  

(七)学級数 尋常別 (八)備品種別点数 (九)教育費総額  

(十)就学児童百分比 (十一)社会的教育施設(青年会、婦人会等)  

(十二)創立以来卒業生ノ数及創立以来ノ校長名  

(十三)実業補習学校状況(大略児童数、修業年限等) (十四)現在職員氏名  

(十五)管理者氏名 (十六)校医氏名 (十七)学務委員氏名  

(十八)校訓若クバ校是 (十九)卒業生ノ俊才傑出略歴 

其他⁽78⁾ 

北多摩郡視学近藤一郎氏は１ヵ月以内の回答を要請しているが、項目は 19 項目もあり多岐

にわたる。そのため、あらかじめ、学校沿革誌が編纂されているなど沿革に関する情報が

整理されていなければ、回答は難しいと考えられる。加えて、回答を求められている項目

は、学校沿革誌の記載項目の規定と共通するものが多い。 

岐阜県域の小学校では、郡視学による学校沿革誌の整備が指摘された記述が幾つか見ら

れた。益田郡門輪尋常高等小学校では、大正 7(1918)年の小学校指示簿に「法令上注意スベ

キ事項」に「学校沿革誌ノ整理二注意アリタシ」とあり、学校沿革誌について注意を受け

ている。しかし、翌年には、同事項に「前回注意セル学校沿革誌ノ整理サレタリ」とある

⁽79⁾。視学の指摘によって学校沿革誌の整理が促されていた。その後、昭和 12(1937)年には、

「表簿方面ニツキ事務ハ簡潔ヲ旨トセヨ」とあり、「沿革誌記入事項ニ関シ年度内重要事項

或ハ特殊事項ヲ記入シ、毎年定マリタル行事ノ如キハ省クコト」と指摘がある⁽80⁾。学校沿

革誌の記載内容についてまで視察を行い、編纂について指示が出されていた。山県郡山県

尋常高等小学校では、大正 9(1920)年「永久保存文書二索引ヲ附スベキコト」「沿革誌ノ記

                                                  
(78)“大正八年九月一二日 学校沿革照会項目”. 世田谷区教育史.  世田谷区教育委員会編. 世

田谷区教育委員会, 1990, p.19, (資料編, 3). 

(79)“益田郡門和佐尋常高等小学校視学指示簿(抄)”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 

岐阜県教育委員会, 1999, p.157-159, (史料編, 近代 3). 

(80)“益田郡門和佐尋常高等小学校視学指示簿(抄)”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 

岐阜県教育委員会, 1999, p.242-248, (史料編, 近代 5). 
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入ヲ要ス」と指摘がある⁽81⁾。このとき、岐阜県では、学校沿革誌は永久保存文書である。

また、昭和 4(1929)年には「表簿記入上ノ注意」に「沿革誌ノ記入ヲ分類セヨ」⁽82⁾とあり、

昭和 12(1937)年には「表簿ニツキテ」に「本校沿革誌中、日誌摘要・重要事項トニ項目ニ

分チテ記スコトナル、重要事項ノミニテ可ナラン」⁽83⁾とある。郡視学の指導は徐々にその

指導が細かくなり整備が促されていた。また、安八郡牧尋常高等小学校では、昭和 3(1928)

年「学校沿革史ノ書方ヲ改ムルコト」とあり、その後「改正セリ」とある⁽84⁾。郡視学の指

摘によって学校沿革誌の整備が進められていたことがわかる。岐阜県のこれらの郡では郡

視学の指導によって学校沿革誌の編纂・整備が促されていた。 

したがって、視学が学校沿革誌を視察し指導することによって、その編纂・整備が促進

されてきたと考えられる。少なくとも、秋田県や岐阜県では、視学の視察は学校沿革誌の

整備の一要因であった。 

 

 

2．5 私立小学校における学校沿革誌の規定 

 多くの地域で、設立する小学校の学校沿革誌を編纂整備するように通達されていた。し

かし、私立小学校についてはどうであったのであろうか。公立の小学校と同様に学校沿革

誌の編纂が規定されていたのだろうか。本節では、私立小学校における学校沿革誌の規定

について検討を行う。 

 大阪府では、明治 16(1883)年、「学事雑則」第 6条で「町村立小学校ニ備置クヘキ表簿類」

を定めた。そのなかに学校沿革誌があげられている。私立小学校については、同第 7 条で

「私立小学校町村立私立各種学校幼稚園書籍館ハ略前条ニ準スヘシ」とされ、同じく学校

沿革誌の整備が定められた⁽85⁾。しかし、明治 38(1905)年「私立学校令施行細則」第 4条で

「私立学校ニ備フヘキ表簿ノ種類」が制定されたが、学校沿革誌はあげられていなかった

⁽86⁾。 

 山形県では、同年訓令第 70 号において、学校沿革誌を小学校の設備表簿に定めるととも

に、永久保存と規定した⁽87⁾。その際、「但私立小学校ヘハ其所在市町村長ヨリ伝達スヘシ」

                                                  
(81)“山県郡山県尋常高等小学校視学指示簿(抄)”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 岐阜県教育委

員会, 1999, p.164-166, (史料編, 近代 3). 

(82) “山県郡山県尋常高等小学校視学指示簿(抄)”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 岐阜県教育

委員会, 1999, p.199-202, (史料編, 近代 4). 

(83) “山県郡山県尋常高等小学校視学指示簿(抄)”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 岐阜県教育

委員会, 1999, p.237-242, (史料編, 近代 5).  

(84) “安八郡牧尋常高等小学校視学指示簿(抄)”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 岐阜県教育委

員会, 1999, p.194-197, (史料編, 近代 4). 

(85) “学事雑則”.  大阪府教育百年史第 3 巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委員会, 1972, p.34-37, 

(史料編, 2). 

(86) “私立学校令施行細則”. 大阪府教育百年史第 4巻. 大阪府教育委員会. 大阪府教育委員会, 1974, 

p.657-660, (史料編, 3). 

(87)“小学校保存の表簿種類・保存期限制定のこと”.  山形県教育史資料第 2巻. 山形県教育史資料編集

委員会編. 山形県教育委員会, 1975, p.231-232. 
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と但し書きを加えている。私立小学校についても学校沿革誌の編纂を義務付けていたので

ある。山形県で学校沿革誌の編纂が命じられたのは、明治 18(1885)年であるが、この明治

26(1893)年の通達まで私立小学校に関する記述は見られない。しかし、この但し書きより、

言及はないものの私立小学校も対象に含まれていたのではないかと考えられる。 

 千葉県では、大正 8(1919)年「私立学校令施行細則」第 8条で、私立学校に備え付けるべ

き表簿を定めている。その一つとして学校沿革誌を規定し、「当該学校ノ存続中」保存すべ

しとしている⁽88⁾。保存期間を、永年保存ではなく学校の存続中と規定している。つまり、

私立小学校の学校沿革誌については、廃校後の保存は考えられていなかったのである。こ

のことから、千葉県では私立小学校の学校沿革誌は当該校のみにおいて意味を持つもので

あり、学校の存在する地域や人々、文化などに関する資料としては見なされていなかった

と考えられる。 

 福島県では、大正 15(1926)年「私立学校令施行細則」が定められた⁽89⁾。その第 3条で「私

立学校ニ於テ備フヘキ表簿」として、學籍簿・職員出勤簿・生徒出席簿・私立学校に関係

ある法令・学則・教授細目及教案簿・備品台帳・資産に関する台帳及豫算決算に関する書

類・往復文書類の 9 表簿が規定されたが、学校沿革誌はあげられていなかった。福島県で

は、学校沿革誌は私立小学校の備えるべき表簿ではなかった。しかし、同年制定の長野県

の「私立学校令施行細則」では、その第 9 条で学校沿革誌を私立学校に備え付けるべき表

簿に規定している⁽90⁾。大正 15(1926)年「私立学校令施行細則」が福島県と長野県で制定さ

れたが、福島県では私立小学校の備えるべき表簿でない一方、長野県では備えるべき表簿

に規定されていた。 

 福井県では、昭和 41(1966)年「私立学校等に係る学校教育法等施行細則」第 10 条におい

て、学校教育法施行規則第 15 条第 1校各号に掲げる表簿の他、備えるべき表簿と保存期間

が定められた⁽91⁾。そこに学校沿革誌があげられ、永久保存に規定されている。 

 以上より、明治 16 年から昭和 41 年(1883～1966)、大阪府・山形県・千葉県・長野県・

福井県の 5 県で学校沿革誌が私立小学校の備えるべき表簿に規定されていた。地域によっ

ては、早くから公立小学校と同様に学校沿革誌の編纂が規定されていたのである。一方、

福島県では反対に規定されていなかった。また、大阪府では明治 16(1883)年「学事雑則」

で学校沿革誌が規定されたが、明治 38(1963)年「私立学校令施行細則」では規定されなか

った。したがって、私立小学校に学校沿革誌を整備するかどうかは地域によって異なり、

保存期間が永年保存でない場合もあった。私立小学校においても学校沿革誌の有意性が判

                                                  
(88) “私立学校令施行細則”. 千葉県教育百年史第 4巻. 千葉県教育百年史編さん委員会編. 千

葉県教育委員会, 1971, p.800-803, (史料編, 大正・昭和 1). 

(89)“私立学校令施行細則”. 福島県教育史編さん資料第 5集:教育関係例規. 福島県教育委員

会編. 福島県教育委員会, 1971, p.260. 

(90)“私立学校令施行細則制定につき県令”. 長野県教育史第 14 巻. 長野県教育史刊行会編. 長

野県教育史刊行会, 1979, p.167-168, (史料編, 8/大正 8年～昭和 8年). 
(91) “私立学校等に係る学校教育法等施行細則”. 福井県教育百年史第 4巻. 福井県教育史研

究室編. 福井県教育委員会, 1976, p.835-839, (史料編, 2/昭和). 



33 
 

断されていたが、その判断は地域によって分かれていた。 

 

 

 

3 学校沿革誌の実態－茨城県下の学校沿革誌について－ 

 実際の学校沿革誌の状況を調査することにより、その実態と法規定との関係を比較検討

する。なお、茨城県立歴史館において、原本の写真版での閲覧が可能であるため、茨城県

下の小学校、特に現在閲覧が可能である県北の小学校の学校沿革誌を対象とした。対象と

した学校沿革誌は 89 点であり、北茨城市、日立市、十王町、高萩市、金砂郷町、水府村、

里見村、美和村の 8 市町村の小学校のものである。これらの学校沿革誌を比較分析するこ

とによってその実態の検討を行う。 

 

 

3．1 編纂状況 

本節では、学校沿革誌の編纂時期及び記載期間について、実際にはいつ頃から編纂が行

われていたのか、そこに傾向はあるのか、またどのくらいの期間が 1 冊の学校沿革誌とし

て編纂されたのかといったことを茨城県域の学校沿革誌より検討する。それによって、学

校沿革誌の編纂状況の分析を行う。 

表 8 は、茨城県下小学校の学校沿革誌が成立した年代の状況を表にしたものである。な

お、学校沿革誌の成立年代は必ずしも明らかになっているわけではなかった。そのため、

表紙に成立年が明記されていたり、諸論などに記載年月日が記されていたり、検閲年月日

の記載があったりして、成立年代がはっきりしているもののみを対象とした。検閲年月日

は複数ある場合は、最初の年代のものを成立年としている。その結果、89 校のうち 52 校の

学校沿革誌で成立年代を明確にすることができた。表の横軸は成立年、縦軸は成立数にな

る。また、学校沿革誌のなかには郷土誌を兼ねているものもあった。 

最も多く成立が見られたのは、1914 年である。この年には 5 校の学校沿革誌が成立して

いる。次いで多いのは 4校の学校沿革誌の成立がある 1912 年である。他の成立数について

も表を見ると、1900 年代前半に学校沿革誌の成立が多いことがわかる。ちょうど、明治後

期から大正期にかけてである。次に、1940 年代から 1950 年代にかけての昭和期前半の成立

が多くなっている。反対に、茨城県で学校沿革誌編纂の通達があった明治 10(1877)年頃の

成立はほとんどない。茨城県下の小学校では通達によってすぐに編纂が始められたわけで

はなかったのである。しかし、その後も編纂がないわけではなく、前述の通り明治後期か

ら大正期や昭和期前半に多くの編纂が見られた。その後も幾つかの学校で編纂が見られ、

平成になっても編纂が行われている。 
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表 8．学校沿革誌の成立年代(全 52 校) 

 

  

 しかし、田村氏(2005 年)⁽92⁾は、鳥取県下小学校の学校沿革誌について、「多くは明治四

〇年代から作成開始し、昭和一八(一九四三)年まで続いている」と言及している。その編

纂時期傾向は茨城県下小学校の学校沿革誌とは一致しない。一方、郷土誌については明治・

大正期と昭和 10 年代にわたり編纂が行われていたことが述べられている。前述の編纂時期

傾向とほぼ時期を同一にする。田村氏はその時代情勢について、「一期の郷土誌は、大正デ

モクラシー化の新教育の中で広い視点に立ち教材化」され、「二期の郷土誌は、日中戦争進

行のなか、狭隘な愛郷主義教育のなかにカリキュラム化されている」と言及している。先

にも述べたように学校沿革誌には郷土誌兼学校沿革誌として編纂されているものもあった。

地域の教育を伝えるという面において学校沿革誌と郷土誌は共通するものがある。そのた

め、そうした時代情勢のなかで学校沿革誌もまた多くの学校で編纂されるようになったの

ではないだろうか。 

したがって、通達のあった時期に成立数の偏りは見られなかった。学校沿革誌は令達の

指示により必ずしも受動的に編纂が行われていたのではなかった。むしろ成立時期の傾向

には大正デモクラシー化による新教育への高まりや日中戦争による狭隘な愛郷主義教育の

高まりなどといった時代情勢との関連が見られた。学校沿革誌は、各々の学校でその必要

性が見出されて能動的に編纂が始められたのではないだろうか。通達によって受動的な編

纂が行われていたわけではなく、各学校で主体的に編纂が行われていたと考えられる。 

 では、1 冊の学校沿革誌が記載される期間はいったいどれくらいのものなのであろうか。

学校沿革誌はその編纂から後においても引続き記載が続けられている場合がある。そのた

め、その記載期間は成立年とは異なっていることが多々ある。表 9 は、茨城県下小学校の

                                                  
(92)田村達也. 小学校資料論；かつて小学校は地域のセンターであったいう視点から. 鳥取県立

公文書館研究紀要, 2005, vol.1, p.1-20. 
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各学校沿革誌の記載開始年と最終記載年の期間を表にしたものである。記載開始年は記載

の始まった年、最終記載年は最終的な記述が見られる年である。なお、記載が学制による

学校設立以前さらには江戸時代にまで遡るものについては、記載開始年を 1870 年以前とし

て記録を行っている。反対に、記載開始年が必ずしも設立年あるいはそれ以前とは限らな

い。設立時の記載がなく、ある時点からの記載になっている学校沿革誌があるためである。

また、最終記載年が平成に及んでいるものが 12 校あるが、これらについては現在も記述が

続けられている可能性がある。茨城県立歴史館がそもそも平成 7(1995)年から調査収集を行

っており、その時点までの資料を写真版にして提供しているためである⁽93⁾。そのため、現

在も作成元の学校において加筆が加えられている可能性がある。学校名は作成元の学校名

であるため、必ずしも所蔵先の学校名とは一致しているとは限らない。過去に編纂された

学校沿革誌についてはその当時の学校名で表記している。 

 表 9 より、学校沿革誌の記載期間がまちまちであったことがわかる。100 年以上記載を続

けている学校もあれば、数年の記載しかないものもある。最も記載期間が短かったのは嶐

郷小学校の学校沿革誌で、1969～1972 年の 3 年の記載であった。一方、最も記載期間が長

かったのは、坂本小学校の学校沿革誌で、1872～1996 年の 124 年の記載であった。なお、

10 年ごとの記載期間の割合については、3～10 年が 8％、11～20 年が 7％、21～30 年が 7％、

31～40 年が 10％、41～50 年が 9％、51～60 年が 4％、61～70 年が 4％、71～80 年が 7％、

81～90 年が 8％、91～100 年が 10％、101～110 年が 10％、111～120 年が 9％、121～124 年

が 7％である⁽94⁾。どのくらい記載が続けられるものなのかという点において、顕著な偏り

は見られない。このことは学校沿革誌の編纂が各学校の主体性によっていた部分が大きい

ことを表していると考えられる。 

また、学校沿革誌は 1 度編纂されればそのまま放置されていたわけではなく、その後も

加筆が行われ編纂が続けられていたのである。そして、それは近年になっても続けられて

いることが見受けられる。 

 

 

 

 

                                                  
(93) 樫村毅. 小学校所蔵資料にみる近代教育史の一端：明治 10 年編｢学校沿革誌｣を中心として. 

茨城県立歴史館報. 2002, vol.29, p.57-86. 

(94) 記載期間の割合の計算において、記載開始年が学制による学校設立以前あるいは江戸時代

にまで遡るものについては、その創立年から最終記載年までの期間を記載期間として計算してい

る。 
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表 9．学校沿革誌の記載開始年から最終記載年までの期間(全 89 校) 
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3．2 記載事項 

 茨城県域の学校沿革誌は、布達「学校沿革誌編輯ノ儀」(資料 2)で規定された記載事項に

基づいて編纂されているのだろうか。またどのような記載事項が実際に編纂されているの

だろうか、記載内容を分析する。本節では学校沿革誌の記載内容の分析を行い、その資料

的性格について検討を行う。 

 「学校沿革誌編輯ノ儀」は、「他特別ノ件」を含む 13 項目が記載事項として規定されて

いる。そのうち、「他特別ノ件」以外の記載事項について、茨城県域の学校沿革誌での記載

状況と他地域の令達で規定された記載事項の割合を比較した。表 10 はその比較を表にした

ものである。茨城県域の学校沿革誌は 89 冊中項目ごとに記載のあった割合を示している。

令達は表 3 で記載した令達であり、「学校沿革誌編輯ノ儀」以外の 14 達となる。14 達中項

目ごとに規定のあった割合を示している。 

 

表 10．茨城県下の学校沿革誌の記載項目と他地域の通達規定の記載項目の割合 

－「学校沿革誌編輯ノ儀」規定の記載項目について 

 
 

「学校沿革誌編輯ノ儀」規定の記載項目について、茨城県域の学校沿革誌の記載項目の

集計割合と他地域の通達の記載項目の規定割合は概ね同じような割合であり、ほとんどの

項目が 10％以下の差であった。このうち、両者で規定あるいは記載された割合が大きかっ

た項目は、学校設置及ヒ廃止や教員ノ等級及進退、学校ノ分合及名称ノ変更、校舎ノ位置

及変換などである。次に割合の大きかった項目としては、生徒ノ増減及進否、学資ノ遣ヒ

払などがある。こうした項目が、学校沿革誌の記載項目として編纂されることが多かった
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と考えられる。反対に、両者ともに割合が少なかった項目が、生徒試験ノ優劣である。つ

まり、あまり学校沿革誌上重要な項目とは見なされていなかったと考えられる。 

また、両者の間で大きく差の開いた項目は、「教則ノ変改及器械ノ発明」、「設立以来尽力

スル人名」などである。いずれも他地域の令達規定の記載項目の割合の方が大きくなって

おり、実際に編纂されたのは 20％にも満たない。このうち「設立以来尽力スル人名」は、

その記録が残っていなければ編纂が不可能な項目である。後年になるほどどういう人物が

功労者にいたのかわからなくなってしまう。記録の有無により編纂が左右される面が大き

かったのではないだろうか。成立年代が古いほど記載があり、新しいほど記載が無くなっ

ていくと考えられる。「設立以来尽力スル人名」の記載があったのは 89 校中 12 校であった。

表 11 は、「設立以来尽力スル人名」の記載のある学校沿革誌の成立年代を表にしたもので

ある。その記載がある学校沿革誌の成立数を成立年代ごとに表している。なお、灰色で表

されている方は成立年代の明確な記載がないため、その記載期間、加筆の状況などから類

推した成立年代である。 

 

表 11．「設立以来尽力スル人名」の記載のある学校沿革誌の成立年代(全 12 校) 

 

 

表 11 より、1910 年代に 12 校中 5 校の学校沿革誌の成立があるが、成立年代に顕著な偏

りは見られない。仮設のように初期にそうした記載のある学校沿革誌が集中していること

もなかった。この 12 校は皆明治初期の設立であったので、設立年自体が遅いため成立年代

も遅いというわけでもない。従って、「設立以来尽力スル人名」は必ずしも功労者の記録不

足により編纂があまり行われなかったというわけではなかったと考えられる。また、「教則

ノ変改及器械ノ発明」に対しても、「設立以来尽力スル人名」と同様の比較を行ったが、「設

立以来尽力スル人名」と同様成立年代に顕著な偏りは見られなかった。 

したがって、各事項に記載の差異があるのは、作成する学校側が主体的に記載項目を取

捨選択していたためではないだろうか。つまり、令達上では記載が望ましいとされていた
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事項が、実際の編纂上においてはそれほど必要事項とはされていなかったのである。学校

沿革誌は令達の規定通りに編纂されていたわけではなかった。むしろ、独自的に編纂が行

われていた。このことは、編纂が各校の実態や事情に合わせて行われていたことを意味す

るのではないだろうか。 

では、他にはどのような項目が編纂されているのだろうか。表 12 に、各地域の通達から

まとめた記載事項を踏まえて各学校沿革誌の記載事項の分類を行い、その記載数をまとめ

た。なお、表 7 にない項目も増えている。例示すると、校舎図・校地図や地域の歴史及び

概況、児童貯金、学校行事等雑件的事項、PTA、保健衛生、校歌、編纂動機・状況、校章、

時代情勢、校旗、添付資料にあげた資料などである。学校沿革誌には実にさまざまな事項

が編纂されていたのである。 

また、表 14～22 で、各事項の学校沿革誌における記載状況の一覧を表 6で分類したグル

ープごとにわけて資料ページに後載した。記載がある場合は、各学校沿革誌の項目立て名

を記載している。複数の項目で同様の事項が記載されている場合は、「/」を間に入れて記

載している。特に項目名が記載されていない場合は、適当な項目名を〈 〉書きで記載し

た。なお、〈各年度の摘要〉は、当時の出来事を年次別に収めているものになる。項目内に

異なる内容がさらに項目立てされている場合には、項目名の後に( )で追加記載した。［ ］

書きのあるものは目次に立てられてはいないが本編で項目として出てきているものになる。

学校沿革誌には目次がつけられているものも多くあるが、必ずしも本編がその目次通りに

掲載されているとは限らなかったためである。場合によっては目次にない項目が記載され

ている場合もあったのである。他に、項目に補足を付ける場合は項目名の後に〔 〕書き

とした。〔記載無〕とある場合は、項目名は書かれているが、項目名のみで実際の内容記述

はないということである。しかし、他の項目でそれに関する内容の記載がある場合もある。

それさえもなく、その学校沿革誌内に実際にはその内容の記載が全くないという場合には

網掛けにしている。〔×印有〕は記述に大きく×印がつけられている場合に記載した。それ

から、「学校の沿革」などに教職員についても若干の記載がある場合があるが、教職員に関

する項目が別に立てられているなどの場合については、「教職員」の欄には主な記載のある

教職員に関する項目のみを記載した。なお、作成者と資料名は最初の表 14 のみに記載し、

それ以降の表では省略し資料番号で示している。つまり、表 14～22 の資料番号は同じ資料

を指している。 

表 12 より、教職員や生徒数、卒業生数、管理者及び委員の異動等、賞与、表彰、学校設

置に関すること、名称の変更、学校の分合、校舎校地の位置移転・増改築・修繕、経費予

算、支出、寄附寄贈、学級編制などといった項目が多くの学校沿革誌で記載されていた。「学

校沿革誌編輯ノ儀」規定の記載項目以外としては、卒業生数、管理者及び委員の異動等、

賞与、表彰、学級編制などといった項目が多くの学校沿革誌の記載事項になっていたので

ある。他にも規定項目以外の多くの項目が記載されていたことがわかる。さらに、学事報

告や記念誌などといった添付資料が綴じられているものもあった。 
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表 12．茨城県下小学校の学校沿革誌記載項目 
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このうち、卒業生の人数はその学校が何人の生徒を卒業まで教育したかに関わり、学校

の実績ともいえると考えられる。だからこそ、生徒数だけではなく、卒業生数の記載もま

た多くなっているのではないだろうか。賞与や表彰もまた学校の歴史上注目され得るべき

事項として記載が多くなっていると考えられる。学校ないし学校に関係する個人が表彰ま

たは賞与を受けたことは、学校にとっての実績または称えるべき名誉なことであるのでは

ないだろうか。また、教職員、管理者及び委員の異動等は学校の管理運営に誰が関わった

か、つまりはその学校の歴史を担ってきた人物に関わることである。その最も直接的な事

項といえる功労者の事蹟・氏名の記載は少ないが、特筆すべき功労者の記載がなかったと

しても、学校の管理運営、教育に関わった人物の氏名の記録は、学校の歴史を作ってきた

人物達の記録といえる。さらに、学校設立分合名称変更等に関することは、学校の成り立

ちに関わることである。経費予算や寄附寄贈などについては学校の運営に関する記録とい

える。学級編成についても、その増減は学校運営の実態を具体的に伝えるものではないだ

ろうか。 

したがって、だからこそこうした項目が学校沿革誌に多く編纂されたのではないだろう

か。学校の成り立ちや実績、運営の記録、そして学校の歴史を作ってきた人々の記録など

は、学校の歴史を語る上で重要な要素となる。学校沿革誌はさまざまな記載事項を記載し

ているが、学校の沿革の核となる要素については、多くの学校沿革誌が記載しているため、

記載数が多くなっていると考えられる。言い直せば、学校沿革誌とは、主に学校の発展を

担ってきた人々、学校の設立や変遷といった成り立ち、運営や実績などについて記載され

る資料であるといえる。 

 

 

3．3 編纂者の意識 

以上より、学校沿革誌は必ずしも令達の通りには編纂されておらず、各学校によって独

自に編纂されていた。その内容は時に令達以上に細部にわたって編纂が行われているもの

もあった。編纂者はどのような意識をもって編纂にあたっていたのであろうか。本節では、

学校沿革誌上の編纂に関する記述からその意識について検討する。 

日立市にあった鮎川尋常小学校の『学校沿革誌』(明治 37(1904)年編纂)では、「茨城縣乙

第百三十二號」の通達を引用した上で、その編纂動機が述べられている。以下はその引用

である。 

……(前略)……本校ノ如キ明治六年ノ創設ニ係リ爾來星霜ヲ閲ミスルモノ三十又餘

其ノ間幾多ノ盛衰消長ノアルベキハ必然ノ理ナルニモ拘ハラズ一モ這般ノ記録ナク甚

シキハ當時ノ日誌スラ缺如スルモノ多シ豈ニ遺憾ニ堪ンヤ余之シキヲ本校校長ニ承ケ

勤續スルモノ斯ニ十又餘年勤續ノ長キ余其ノ首タリ余ニシテ之ヲ編纂スルナカリセバ

後年ニ迨ブニ随ヒ益錯雑ヲ重ネ逾紛糾ヲ畳ムベシ果シテ然ラバコノ編纂事業ハ余ノ双

肩ニ擔フ責任トイハザル可ケンヤ況ンヤ規定上缺ク可ラザルノ帳簿ナルニ於テシヤ是
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レ余ノ不文ヲ揣ラズ自ラソノ任ニ當タル所以ナリ然レドモ余ガ前任者松井義孝以前ニ

アリテハ舊記ノ存スルモノナク之ヲ断庁タル日誌ニ稽ヘ或ハ故老ノ口碑ニ徴シ或ハ前

任者ノ零楮又ハ役場ノ諸帳簿等シ参考シ以テ之ヲ編次セリ 

其ノ目次ニ至リテハ時勢ノ進運上多少取捨スベキ必要ヲ認メ之ニ変更ヲ加ヘタリ而

シテ其ノ間或ハ詳細ニ捗リ或ハ粗漫ニ流ルノ嫌ナキ能ハザルモノアリソハ一ニ材料供

給ノ如何ニヨレルナリ敢テ偏額アルニアラズ盖シ本誌ノ如キ體裁ノ高尚ナル文字ノ優

美ナルヲ欲セズ努メテ其ノ實况ヲ模冩スベキモノニアリテハ決シテ揣摩憶測ノ潤色ヲ

加フルガ如キヲ許サザレバナリ後年コノ局ニ當タルノ士冝シク之ヲ諒セラレンコトヲ

望ム……(攻略)…… 

明治 6(1873)年に創設され 30 年以上もの歴史がありながら、一つも諸般の記録がないこと

が遺憾に堪えない。長年校長を務める自分が編纂しなければ後年になるほどますます錯雑

になってしまうだろう。編纂事業は自分の双肩に担う責任といえる。また規定上欠くこと

のできない帳簿でもある。そのため、編纂の任に当たることとしたと述べている。編纂す

る項目については、通達にある項目から時勢に合わせて多少変更を加えたとある。しかし、

資料収集には苦労したようで、後年改善を望むとある。 

大子町にあった下小川尋常高等小学校の『学校沿革誌』(大正 12(1923)年編纂)では、以

下のように指摘し、編纂に取り掛かっている。 

緒言 

世ニ歴史ナカリセバ活處盛衰ヲ知リ難ク活處ノ理ニ通ジテ始メテ國家ノ封度典章ヲ明

カニスルコトヲ得ベシ。一國ヲ活スルモノ必ズ一國ノ状態ヲ知ラザルベカラズ。一校

一色ヲ經營スルモノ亦是ガ変遷興廃ヲ知ラザルベカラズ。若シ之レニ及シテ之ガ經營

ヲ圖リ以テ他ヲ指導薫陶センカ恰カモ一家ノ經歴家風ヲ知ラズシテ一家ヲ處理シ木幹

ノ生態ヲ知ラズシテ枝葉ヲ矯メルニ似、砂土ニ楼閣ヲ築クノ感ナキ能ハズ。不肖常ニ

潔ク之ニ留意セシモ此等史誌ノ材料ヲ探査スルニ荒唐漠然殆ド手ヲ下ス能ハズ遂ニ荏

苒茲ニ至リ辛フジテ少ク材料ヲ蒐集セリ。サレド記録ニ断片的ニシテ何等ノ系統ナク

啻、古老ニ尋ネ識者ニ聽キ或ハ散然タル日誌等ヨリ詳録シタルモノナリ。即チ之ニヨ

リテ幾多ノ沿革ヲ知リテ校勢ノ変遷盛衰ヲ知リ村民ガ如何ニ教育ニ心ヲ用ヒシカ有志

ガ如何ニ奔走発展ニ努メシカ先輩ガ如何ニ勞苦シ如何ニ民度ノ開發ニ盡セシカ之ガ形

迹ヲ知悉シテ愛校心ヲ養ヒ品性ノ陶冶ニ資スルヲ得バ幸甚ナリ。 
然レドモ余國ヨリ浅學不才加之未ダ土地ノ事情ニ通ゼズ日常ノ職務ニ追ハレ為メニ細

密ニ材料ノ渉獵研究等ニ意ヲ用フル餘裕ナキヲ遺憾トス。 
故ヲ以テ事實ノ考証、字句ノ銑錬尚痛ク足ラザル所蓋シ多々アラン。 
粗漏杜撰ノ譏國ヨリ免ル能ハズ。今度時宜ヲ得テ十分ノ精査訂正ヲ加ヘ以テ他日ニ於

テ完成セシメントス 
大正十二年八月一日誌ス 

上記では、物事の歴史を知ることの重要性が指摘されるとともに、学校の経営者たる者は
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学校の変遷興廃を知っておく必要があると言及されている。しかし、史誌を編纂するにあ

たって資料を探査したところ、漠然としてとりとめがなく辛うじて収集ができたという状

況であったなど、資料収集に苦労したことが述べられている。そのため、この学校沿革誌

によって、その沿革や変遷盛衰を知り、村民がいかに教育に心を砕いたか、有志がいかに

奔走し発展に努めたか、先輩がいかに苦労し民度の開発に尽力したかを知りつくし、愛校

心を養い品性の育成に資することができればこの上なくありがたいとある。しかしながら、

より広く資料を収集し研究に用いる余裕がないことが遺憾であるとし、成果物である学校

沿革誌に対して杜撰さがあると評価している。そのため、今後充分な精査訂正を加えて完

成させたいとある。 

 瓜連町立静小学校の「『学校沿革誌』(昭和 30(1955)年編纂)では、先人の功績を若し記録

するところがなければ、年が移り世代が変わるなかで忘れ去られてしまい、確認する術も

なくなってしまうのは誠に残念の極みである。そのため、学校沿革誌が年々編纂されて残

されているとある。しかし、「本校にはその貴重なる学校沿革誌が見当らな」く、「残念至

極である」とあると述べ、資料収集に苦労しながらも編纂を行っている。 

 大子町立浅川小学校の『昭和参拾九年十二月 學校沿革誌』(昭和 40(1965)年編纂)では、

創立当時の記録は明瞭であるが、それ以降の記述がなく散逸したままなであることを憂い

て編纂を行っている。古老の話や「文遺」を編纂資料にしたとあり資料収集の苦労がうか

がえる。また、保存について、「後世の記録保存を望む」とある。 

 同じく大子町の上小川小学校の『学校沿革誌』(昭和 50(1975)年編纂)では、沿革誌とし

て整ったものがないため「何とか形づくりをと思い」、教頭や分校主任の助力を得て編纂を

行っている。しかし、「未だ不備も多いので、できるだけ訂正していきたい」とあり、今後

の校長先生方の働きを期待すると述べている。保存については、先に編纂されていた「100

年記念誌「百年の歩み」と併せて保存してほしい」とある。 

 編纂者は決して行政からの指示によって受動的に編纂を行っていたわけではなかった。

その記述には学校沿革誌の必要性を意識し、資料収集に苦労しながらもその収集編纂に尽

力している姿勢がうかがえる。学校の沿革や変遷を後世に伝え、そうすることで愛校心や

品性の育成、研究などに役立てることを目的として編纂されていたのである。記載項目に

ついても独自の事情に合わせた編纂を行ったという記述が見られた。また、後世の記録保

存を望むことが言及されている。学校沿革誌は、各学校自らで編纂され、記録保存されて

いたのである。 
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4 学校公文書としての学校沿革誌 

 本章では、法令もしくは規定、規則などから、学校沿革誌の保存期限や保存管理体制に

ついてその規定状況を検討する。また、現在学校公文書における学校沿革誌の位置付け、

及び取り扱いについて検討する。 

 

 

4．1 明治期から昭和期における保存期限の制定 

 学校沿革誌の残存率は先行研究によるように、他の学校資料と比べて非常に高いものと

なっている。その理由として長らく永久保存とされてきたことがあげられるが、学校沿革

誌は最初から永年保存文書とされていたのだろうか。その制定時期と保存期限の年限につ

いて検証を行った。 

表 13 は、当時の各府県において、学校沿革誌の保存期限の規定がみられる令達をまとめ

たものである。なお、令達の表記では「永久保存」とされている場合もあるが、「永年保存」

と表記を統一している。数回規定が確認できた地域については、年代の早い順に番号を振

った。また、通達年代については同県で同年代に異なる令達が出されている場合には、さ

らに月日についても記載した。 

 管見の限り、最初に保存期限の制定がみられるのは、明治 22(1889)年、東京府の小学校

に備えるべき帳簿を規定した令達である。学校沿革誌の保存期限は「保存無期限」とされ

ていた⁽95⁾。明治 25(1892)年には秋田県⁽96⁾、翌年明治 26(1893)年には山形県⁽97⁾において

同様の通達で永年保存と規定された。また、明治 33(1900)年 9 月 1 日には、岐阜県の小学

校設備規則で「相當ノ期間保存スヘシ」と規定された⁽98⁾。相当期間とはどの程度の期間を

指していたのであろうか。岐阜県では、さらに同年同月 26 日、「小学校ニ関スル表簿ノ整

理其他記載事項ニ関スル規程」において、「永久保存ヲ要スヘキ表簿」として、学校沿革誌

をあげている⁽99⁾。明治 35(1902)年には青森県で、諸表簿等の保存期限の通達⁽100⁾において

永年保存とされ、明治 37(1904)年には栃木県で小学校表簿規程の通達⁽101⁾において永年保

存とされた。概して、学校沿革誌はその最初の保存期限の制定においてから永年保存とさ 

                                                  
(95) “小学校諸帳簿整理ノ件”. 東京都教育史資料総覧第 2巻. 東京都立教育研究所編. 東京

都立教育研究所, 1992, p.334. 

(96)“小学校の法定諸表簿”. 秋田県教育史第 2巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育

史頒布会, 1982, p.120, (資料編, 2). 

(97) “小学校保存の表簿種類・保存期限制定のこと”. 山形県教育史資料第 2巻. 山形県教育

史資料編集委員会編. 山形県教育委員会, 1975, p.231-232. 

(98) “小學校設備規則”. 岐阜県小学校学事法令. 椙山正弌編. 郁文堂, 1902, p.201-216. 

(99) “小學校ニ關スル表簿ノ整理其他記載事項ニ關スル規程”. 岐阜県小学校学事法令. 椙山

正弌編. 郁文堂, 1902, p.216-224. 

(100) “諸表簿等の保存期限”. 青森県教育史第3巻. 青森県教育史編集委員会編. 青森県教育

委員会, 1971, p.879-880, (資料篇, 1). 

(101) “小学校表簿規程”. 栃木県史資料編. 栃木県史編さん委員会編. 栃木県, 1979, 
p.118-124, (近現代, 8). 
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表 13．学校沿革誌の保存期限に関する通達  

                                                  
(102 ) “私立学校令施行細則”. 千葉県教育百年史第 4 巻. 千葉県教育百年史編さん委員会編. 千葉県教育委員会, 1971, p.800-803, (史料編, 大正・昭和 1). 

県名 通達年代 通達種類・番号 通達名 保存期限 

東京府 明治 22(1889)年 達第 9号 小学校諸帳簿整理ノ件(95) 無期限 

秋田県① 明治 25(1892)年 訓令甲第 119 号 小学校ニ於テ設備スヘキ表簿ノ種類並保存期限(96) 永年保存 

山形県① 明治 26(1893)年 訓令第 70 号 小学校ニ於テ設備スヘキ表簿ノ種類並其保存期限(97) 永年保存 

岐阜県① 明治 33(1900)年 9 月 1 日 県令第 49 号 小学校設備規則(98) 相当期間 

岐阜県② 明治 33(1900)年 9 月 26 日 訓令第 90 号 小学校ニ関スル表簿ノ整理其他記載事項ニ関スル規程(99) 永年保存 

秋田県② 明治 33(1900)年 小学校令施行手続 小学校令施行手続(110) 永年保存 

青森県 明治 35(1902)年 訓示第 25 号 諸表簿等ノ保存期限(100) 永年保存 

栃木県 明治 37(1904)年 訓令第 41 号 小学校表簿規程(101) 永年保存 

鳥取県① 明治 39(1906)年 訓令第 20 号 小学校令施行手続(115) 無期保存 

福島県① 明治 39(1906)年 訓令第 48 号 小学校ニ於テ備フヘキ表簿ノ種類及其ノ保存期限(103) 16 ヶ年以上 

福島県② 明治 45(1912)年 訓令第 19 号 小学校ニ備フベキ表簿ノ件(104) 永年保存 

岐阜県③ 大正 2(1913)年 訓令甲第 15 号 小学校ニ備フヘキ表簿規定(114) 永年保存 

鳥取県② 大正 3(1914)年 訓令第 12 号 小学校令施行細則(115) 無期保存 

千葉県① 大正 8(1919)年 県令第 37 号 私立学校令施行細則(102) 当該学校の存続中 

秋田県③ 昭和 5(1930)年 全県小学校長会議書類 記載要項並様式(111) 永年保存 

山形県② 昭和 6(1931)年 7 月 20 日 県令第 55 号 小学校令施行細則(116) 永年保存 

山形県③ 昭和 6(1931)年 7 月 22 日 県令第 56 号 私立学校令施行細則(117) 永年保存 

山形県④ 昭和 10(1935)年 県令第 14 号 小学校令施行細則(118) 永年保存 

秋田県④ 昭和 16(1941)年 県令第 15 号 国民学校令施行細則(112) 永年保存 
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※通達の表記では「永久保存」とされている場合もあるが、「永年保存」と表記を統一した。 

※布達年代については同県で同年代に異なる通達が出されている場合には、さらに月日を記載した。 

  

大分県① 昭和 16(1941)年 県令第 13 号 臨時国民学校令施行細則(105) 永年保存 

千葉県② 昭和 16(1941)年 県令第 98 号 国民学校令施行細則(106) 永年保存 

鳥取県③ 昭和 16(1941)年   国民学校施行細則(115) 無期保存 

山形県⑤ 昭和 17(1942)年 県令第 41 号 国民学校令施行細則(119) 永年保存 

香川県 昭和 25(1950)年 県教委規則第 11 号 学校教育法施行細則(107) 永年保存 

千葉県③ 昭和 25(1950)年 県教委規則第 13 号 学校教育法施行細則(109) 
永年保存かつ閉校後

は設置者が保存 

福井県① 昭和 25(1950)年 県教委規約第 6号 学校教育法施行細則(108) 永年保存 

大分県② 昭和 26(1951)年 県教委規則第 1号 学校教育法施行細則(120) 永年保存 

秋田県⑤ 昭和 27(1952)年 学校教育法施行細則 学校教育法施行細則(113) 永年保存 

大分県③ 昭和 33(1958)年 県教委規則第 2号 市町村立学校管理規則（準則）(121) 永年保存 

福井県② 昭和 41(1966)年 県規則第 41 号 私立学校等に係る学校教育法施行細則(122) 永年保存 
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れてきたようである。 

しかし、福島県では、明治 39(1906)年、訓令第 48 号⁽103⁾において、小学校に備えるべき

表簿の種類とその保存期限が定められ、学校沿革誌の保存期限は 16 年以上とされた。他県

では上記のようにその保存期限が有限であることはなかったため、特異的な事例である。

しかし、その後明治 45(1912)年、県の訓令第 19 号⁽104⁾において、学校沿革誌を含む第一種

の公文書類は永年保存と規定された。ちなみに、教案や学業成績査定簿、児童賞罰簿、学

校一覧表などの第二種に規定された公文書は 6ヵ年の保存期限とされたのだが、「但シ郷土

誌若ハ沿革誌等ニ登載シタルモノ及第二種ノ公文書類中輕易ナルモノハ此限ニアラス」と

規定された。これは、学校沿革誌の永年保存を必要不可欠とするものであり、学校沿革誌

および郷土誌は他の永年保存文書と比べてもその保存の重要性が強かったものと考えられ

る。 

その後、大分県⁽105⁾・千葉県⁽106⁾で昭和 16(1941)年、香川県⁽107⁾・福井県⁽108⁾で昭和

25(1950)年に学校沿革誌の保存期限が永年保存に規定された。また、千葉県では昭和

25(1950)年、「学校教育法施行細則」の第 9条において、再度学校沿革誌の保存期限が永年

保存に規定された上に、その第 3 項で「学校が廃止又は閉鎖された場合は、」「その設置者

において、保存しなければならない」とされた⁽109⁾。閉校してしまった場合についてもその

保存を規定していることから、学校沿革誌を保存し後世へと残していくことの重要性は大

きかったものと考えられる。さらに、秋田県(110,111,112,113)や岐阜県(114)、鳥取県(115)、山形県

                                                  
(103)“小學校ニ於テ備フヘキ表簿ノ種類及其ノ保存期限”. 福島県教育史編さん資料第一集:明治期の法

規(県令，訓令，達および告諭，告示). 福島県教育委員会編. 福島県教育委員会, 1971, p.327-328. 

(104)“小學校ニ備フヘキ諸帳簿ノ件”. 福島県教育史編さん資料第一集:明治期の法規(県令，訓令，達お

よび告諭，告示). 福島県教育委員会編. 福島県教育委員会, 1971, p.549-552. 

(105)“臨時国民学校令施行細則”. 大分県教育百年史第 4巻. 大分県教育百年史編集事務局編. 大分県

教育委員会, 1976, p.111-129, (資料編, 2). 

(106)“国民学校令施行細則”. 千葉県教育百年史第 4巻. 千葉県教育百年史編さん委員会編. 千葉県教育

委員会, 1972, p.104-124, (史料編, 大正・昭和Ⅰ). 

(107)“学校教育法施行細則”. 香川県教育史:昭和二十年－平成十年資料編. 香川県教育委員会編. 香川

県教育委員会, 2000, p.45-56. 

(108)“学校教育法施行細則”. 福井県教育百年史第 4巻. 福井県教育史研究室編. 福井県教育委員会, 

1976, p.436-445, (資料編, 2/昭和). 

(109)“学校教育法施行細則”. 千葉県教育百年史第 5巻. 千葉県教育百年史編さん委員会編. 千葉県教育

委員会, 1975, p.85－96, (史料編, 昭和Ⅱ). 

(110)“小学校令施行手続”. 秋田県教育史第 2巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育史頒布会, 

1982, p.21-32, (資料編, 2). 

(111)“学校沿革誌の記載要領と様式”. 秋田県教育史第 3巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育

史頒布会, 1983, p.39-42, (資料編, 3). 

(112)“国民学校令施行細則”. 秋田県教育史第 3巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育史頒布会, 

1983, p.68-92, (資料編, 3). 

(113)“学校教育法施行細則”. 秋田県教育史第 4巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋田県教育史頒布会, 

1984, p.115-121, (資料編, 4). 
(114)“小学校に備うべき表簿規程改正につき県訓令”. 岐阜県教育史. 岐阜県教育委員会編. 岐阜県教育

委員会, 1999, p.4-8, (史料編, 近代 3). 

(115 )田村達也. 小学校資料論;かつて小学校は地域のセンターであったいう視点から. 鳥取県立公文書

館研究紀要, 2005, vol.1, p.1-20. 
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(116,117,118,119)、大分県(120,121)、福井県(122)などでも千葉県のように、再度学校沿革誌の保存期

限を永年保存(無期保存)と規定している。 

以上のように、全ての府県で学校沿革誌の保存期限を規定した令達類は確認できなかっ

たが、東京府、秋田県、山形県、岐阜県、青森県、栃木県、鳥取県、福島県、大分県、千

葉県、福井県、香川県の 12 府県で学校沿革誌の保存期限が永年保存文書と規定されていた。

したがって、福島県では明治 39(1906)年の令達でその保存期限が 16 ヵ年以上とされたとい

う例外はあるが、その後明治 45(1912)年には永年保存に変更されており、多くの府県で学

校沿革誌は長らく永年保存文書とされてきたことがわかる。また、その保存期限の規定の

多くは明治中期から後期にかけて制定されており、学校沿革誌の編纂指示の通達時期とあ

わせると早い段階から永年保存文書とされてきたといえる。 

 学校沿革誌の保存期限について規定したのは、明治から大正期においては、小学校に設

備表簿を規定した令達であった。しかし、昭和初期になると、山形県や秋田県、大分県な

どのように学校令施行細則によって規定されるようになり、昭和 20(1945)年代になると学

校教育法施行細則によって規定されるようになった。さらに、秋田県では、昭和 5(1930)

年学校沿革誌の記載要領と様式について定めた全県小学校長会議書類⁽123⁾において、その保

存期限が規定された。加えて、「永久ニ保存スル簿冊ナルヲ以テ楷書ヲ以テ能書スルコト」

と編集上の注意が定められていた。さらに、私立小学校における保存期限の規定も見られ

るようになった。学校沿革誌の保存期限の規定は時代の変遷によってその規定する通達は

変化しながらも、永年保存文書と規定され続け、その規定範囲を私立小学校にも拡大させ

た。さらに、楷書で綺麗に書くように注意書きがあり、永年保存し後世へと伝達していく

ことを意識されていたものと思われる。 

 しかし、明治 22(1889)年に東京府で保存期限が規定される以前から、学校沿革誌が長く

保存されていくことを望んでいたと考えられる記述がみられる。以下は、明治 9(1876)年、

千葉県の県乙第 198 号の「学校沿革誌并ニ日記調製概則」(資料 1)の引用である。 

                                                  
(116)“小学校令施行細則制定のこと”. 山形県教育史資料第 4巻. 山形県教育史資料編集委員

会編. 山形県教育委員会, 1978, p.300-336. 

(117)“私立学校令施行細則制定のこと”. 山形県教育史資料第 4巻. 山形県教育史資料編集委

員会編. 山形県教育委員会, 1978, p.337-338. 

(118)“小学校令施行細則の一部改正のこと”. 山形県教育史資料第 5巻. 山形県教育史資料編

集委員会編. 山形県教育委員会, 1979, p.3-10. 

(119 )“国民学校令施行細則制定のこと”. 山形県教育史資料第 5巻. 山形県教育史資料編集委

員会編. 山形県教育委員会, 1979, p.201-228. 

(120)“学校教育法施行細則”. 大分県教育百年史第 4巻. 大分県教育百年史編集事務局編. 大

分県教育委員会, 1976, p.131-150, (資料編, 2). 

(121)“市町村立学校管理規則(準則)”. 大分県教育百年史第 4巻. 大分県教育百年史編集事務

局編. 大分県教育委員会, 1976, p.163-167, (資料編, 2). 

(122) “私立学校等に係る学校教育法等施行細則”. 福井県教育百年史第 4巻. 福井県教育史研

究室編. 福井県教育委員会, 1976, p.835-839, (史料編, 2/昭和). 

(123)“学校沿革誌の記載要領と様式”. 秋田県教育史第 3巻. 秋田県教育史編纂委員会編. 秋

田県教育史頒布会, 1983, p.39-42, (資料編, 3). 
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後ノ人特リ其整備ナルヲ視テ其草創ノ艱難ヲ知ラスンハ其整備モ亦保ツヘカラサルノ

恐レアリ是ニ於テカ学校沿革ノ史乗ヲ編輯シ其起立ノ因由ヲ後世ニ伝ヘサルへカラス

是地方官教員ト共ニ其労ヲ施シ後ノ人ヲシテ草創ノ難キヲ鑑ミ守成ノ易カラサルヲ戒

シメシムル所以ナリ自今各公立学校二在テハ必ス沿革誌幷ニ日記ヲ備ヘ従前ノ沿革将

来ノ経歴ヲ記録シ以テ他日ノ徴考証拠ニ供スヘシ 

後世の人が整備された状態の学校だけを見て、草創期の困難を知らなければそうした状態

を保てなくなってしまう恐れがある。そのため、学校沿革誌を編纂し後世の人に伝え、草

創の困難さ、守成のしやすさを戒めるとある。そして、従前の沿革や将来の経歴を記録し

後世の徴考に資するためとある。 

 また、茨城県でも明治 10(1877)年乙第 132 号の「学校沿革誌編輯ノ儀」(資料 2)でも同

様の目的が掲げられている。以下はその引用である。 

後ノ人特リ其整備ナルヲ見テ其創業ノ艱難ヲ知ラスンハ其整備モ保ツヘカラサルノ恐

レアリ是ニ於テ学校沿革ノ史乗ヲ編纂シ其起立ノ因由ヲ後世ニ伝ヘサルヘカラス是レ

教員ノ其労ヲ施シ後ノ人ヲシテ創業ノ難キヲ鑑ミ守成ノ易カラサルヲ戎ムル所以ナリ

自今各公立学校ニアリテハ必ス沿革誌併日記ヲ備ヘ従前ノ沿革将来ノ経歴ヲ記録シ以

テ他日ノ徴考ニ供スヘシ 

 学校沿革誌の編纂が指示された当初から、後世にその記述を伝えていくことが目的とさ

れている。そのため、明確な保存期限の規定はないものの学校沿革誌の編纂開始当初から

その長期保存が念頭に置かれていたものと考えられる。 

 

 

4．2 明治期から昭和期における保存管理体制 

 学校沿革誌はどのように保管されることになっていたのであろうか。本節では、明治か

ら昭和時代における保存管理体制について検討を行う。 

明治 9(1876)年、千葉県の県乙第 198 号の「学校沿革誌并ニ日記調製概則」では、「半年

毎ニ之ヲ編輯シ其都度副本ヲ県庁ヘ差出スモノトス」とされた。明治 10(1877)年、茨城県

の乙第 132 号の「学校沿革誌編輯ノ儀」では、「五ヶ年毎ニ編輯シテ各校ヨリ県庁ヘ出スヘ

シ第五課ニ於テ全管ノ誌ヲ合輯シテ各校エ頒布スル事」とされた。明治 18(1885)年、山形

県の「小学校沿革誌編纂のこと」では、「毎校可備置且別ニ一通ヲ浄写シ六月卅日限リ学務

課ヘ可差出」とある。明治 26(1893)年、静岡県の甲第 34 号「学校沿革誌編製項目並二学校

沿革誌編製心得」では、「学校沿革誌ハ二通ヲ編製シ、一通ハ学校二於テ、一通ハ市町村役

場ニ於テ保管スヘシ」とある。学校沿革誌は複本を作成し、学校で保存するとともに、行

政機関で保存することになっていたのである。複本を作り別々の場所で保管していくとい

うのであるから、もし火災などにより焼失したとしてもどちらか一方には残っていること

になり、そうした面から学校沿革誌の保管体制は強かったと考えられる。 

 また、大正 6(1917)年の「松沢尋常高等小学校諸規程」や大正 15(1926)年の「砧尋常高
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等小学校校規」において、学校沿革誌の記入や整理などが記録係の仕事として明記されて

いた。さらに、昭和 17(1942)年の「第五峡田国民学校の校務機構」⁽124⁾では、教頭の担う

べき事務に学校沿革誌があげられ、保管すべき帳簿とされているのに加え、庶務部の記録

係は、学校沿革誌の記載を担当するものとされ、それに関する書類帳簿の整理保管を行う

こととされていた。校務分掌においても学校沿革誌が組み込まれており、大正から昭和期

にかけても学校沿革誌の保存が継続的に行われてきたと考えられる。 

 したがって、学校沿革誌の保存管理に関する細かな規定はないものの、複本の作成や管

理者の規定などにより、その保存が保たれてきたものと考えられる。しかし、このように

保存に関する細則がないなか、各学校によって保存措置が講じられ、現在まで多くの学校

沿革誌が保存されてきたことは評価すべきことである。 

 

 

4．3 現在における規定 

本節では、現在の学校沿革誌がどのような体制のなかにあるのかについて述べる。 

学校沿革誌は現在学校文書のなかでどのような位置付けにあるのだろうか。大蔵綾子氏

(2008 年)は、学校文書の定義及び種類について言及を行っている。学校文書は大別すると

法定表簿と任意表簿の 2 種にわかれ、さらに前者は 3 種類にわかれる。第 1 は、学校教育

法施行規則で規定される表簿である。「第 2は、学校保健法、学校教育法、児童福祉法等そ

の他法令により規定される表簿である。第 3 は、地方公共団体が定める学校管理規則等に

基づく表簿である。後者は慣例によって管理化においている文書である。」このうち、学校

沿革誌は、地方公共団体などが定める学校管理規則等に基づく法定表簿に分類されている

⁽125⁾。 

｢学校教育法施行規則｣（昭和 22(1947)年文部省令第 11 号）(126)はその第 28 条において、

学校に備えなければならない表簿が定められているが、そこに学校沿革誌はない。また、｢学

校教育法施行令｣（昭和 28(1953)年政令 340 号）(127)は第 31 条で学校廃止後の書類の保存に

ついて設置する市町村または都道府県の教育委員会が保存しなければならないとしている

が、そこにも学校沿革誌は規定されていない。従って、現在においても学校沿革誌は国に

よって規定が行われているわけではない。 

では、小学校を設置するのは主に市町村であるが、市町村レベルについてはどうだろう

か。学校処務規定や学校管理規則などをみた。結果、学校沿革誌を学校に備えるべき表簿

                                                  
(124)“第五峡田国民学校の校務機構”. 荒川区教育史資料編 2. 東京都荒川区教育委員会編. 

東京都荒川区教育委員会, 1994, p.248-261. 

(125)大蔵綾子. わが国の小学校における制度としての文書管理の現状と課題. レコード・マネ

ジメント, 2008, no.55, p.13-35. 

(126)総務省行政管理局. “学校教育法施行規則”. 法令データ提供システム. 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S22/S22F03501000011.html, (参照 2012-01-05). 

(127)総務省行政管理局. “学校教育法施行令”. 法令データ提供システム. 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S28/S28SE340.html, (参照 2012-01-05). 
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としているか否か、永年保存文書または長期保存文書としているか否かは自治体によって

異なった。学校沿革誌の実態調査の対象として茨城県の市町村では、44 の市町村中 42 の市

町村で学校沿革誌を学校に必要な表簿であると同時に永年保存すべき文書に規定している

ことが確認できた。一方、群馬県前橋市や神奈川県横浜市などでは学校沿革誌が必要表簿

とは規定されておらず、保存年限も示されていなかった。こうした状況から、明治期から

と同様、学校沿革誌は各自治体によって独自に規定されているといえる。 

また、現在においても北海道の室蘭市や中標津町、標津町、別海町、江差町、羅臼町、

沖縄県の本部町など幾つかの市町村で学校沿革誌の編纂規程や記載規則などが設けられて

いる。その一事例として、中標津町の「公立学校沿革誌編さん規程」(平成 9(1997)年教育

委員会規程第 1号)を以下にあげる。 

第１条 中標津町教育委員会の所管する学校の沿革誌編さんについては、この規程の定め

るところによる。 

第２条 学校沿革誌に記載する項目は、次の各号により編さんし、永年保存しなければな

らない。 

(１) 編さん認印表  

(２) 開校の由来  

（通学区・校章・校旗・校歌） 

(３) 校地  

(４) 校舎  

(５) 設備  

(６) 学校経営  

(７) 年誌  

(８) 校長  

(９) 教頭  

(10) 教諭  

(11) 養護教諭  

(12) 事務職員  

(13) 期限附教諭等  

(14) 公務補  

(15) 校医  

(16) 学級編制  

(17) 年次別職員構成  

(18) 卒業生  

(19) 協力機関の状況  

(20) その他必要と認めた事項  

(21) 付録 別記内容 

第３条 校長は、年度ごとに学校沿革誌の編さんを終わったときは、これを教育長の閲覧

に供し認印を受けるものとする。 

第４条 校長は、第２条に掲げる項目について必要ある図表その他参考資料は、これを別

冊とし学校沿革誌とともに永年保存しなければならない。 

附 則 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

２ この規程施行の際、既に編さんされた学校沿革誌がある場合は、この規程により編さ

んされたものとみなす。ただし、必要により現にある学校沿革誌をこの規程により改

めて編さんする事は妨げない。 
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３ 前項ただし書の規程により改めて編さんしたときは、従前の学校沿革誌は別冊として

永年保存しなければならない。⁽128⁾ 

これは、平成 9(1997)年の制定であり、記載項目を細かく定めるとともに永年保存するこ

とを規定している。茨城県の学校沿革誌の編纂状況から、現在も追加記載が行われ編纂が

続けられていることは述べたが、市町村レベルにおいても編纂規定が設けられていた。学

校沿革誌の編纂は決して過去のものではない。現在においても編纂規定が設けられ、また

永年保存文書として編纂が続けられているのである。 

 

 

 

5 おわりに 

5．1 結論 

 学校沿革誌について関係する法規定の規定内容及び通達状況から、その編纂経緯や目的、

整備や保存管理等の状況について検証を行うとともに、実際の学校沿革誌の記載からその

実態や編纂者の意識、編纂状況等について検討を行った。また、学校沿革誌の記載事項に

ついて、令達における規定内容と学校沿革誌における記載状況の両方から比較分析を行い、

その資料的性格について検討した。 

 学校沿革誌について関係する法規定の規定内容及び通達状況からその編纂経緯、目的を

分析した結果、学校沿革誌の編纂は、中央政府からの指示のもと統一的に始められたので

はなく、地域独自の動きによって各々に始められたものであった。そのため、規定内容や

通達状況はさまざまであり、多くの地域では編纂を指示する令達が見られず、設備表簿の

規定により設備を義務付けていた。さらに、郡や市独自の規定、学校独自の動きが先進し

た事例もあった。したがって、学校沿革誌は必ずしも令達の規定により編纂されてはいな

く、地域あるいは学校の独自の働きによって編纂されたものであったことが明らかになっ

た。学校沿革誌の編纂経緯は、言わばボトムアップされてきたものだったのであり、各府

県や各郡など各地域、各学校の要求や主導によって、学校沿革誌は編纂されていたのであ

る。 

そのため、規定上の学校沿革誌と実際に編纂された学校沿革誌の実態は必ずしも一致し

たものではなかった。記載事項が令達によって規定されていたりもしたが、必ずしも規定

通りには編纂されていなかった。規定事項以外のさまざまな項目について独自に記載内容

を選択し編纂していたのである。 

また、学事関係者の視察によりその編纂が促されていた。それは学事関係者を派遣する

郡や県にあっても重要な資料であることを意味していたと考えられる。すなわち、学校沿

                                                  
(128) 中標津町教育委員会. “中標津町公立学校沿革誌編さん規程”. 中標津町例規集. 

http://www.nakashibetsu.jp/d1W_reiki/409920300001000000MH/409920300001000000MH/409920

300001000000MH.html, (参照 2012-12-25). 
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革誌は学校で編纂されてはいるが、現在でいうならば自治体史などといった地域の教育の

歴史を残す資料として重要視されていたのではないだろうか。 

私立小学校については、学校沿革誌を整備するかどうかは地域によって異なっており、

その条件は公立小学校と全く同じとは限らなかった。しかし、地域によっては私立小学校

においてもその編纂が求められており、有意性が判断されていた。 

編纂目的については、令達の通達時期によって、「徴考証拠」として、あるいは資料自体

としての重要性が見出されていた。しかし、その根本の目的は共通しており、学校沿革誌

の最も基本的な編纂目的は、各校の歴史を後世に伝えることであった。そのため、学校沿

革誌の実際の記述からも、その必要性が意識され、資料収集に苦労しながらも収集編纂に

尽力した姿勢がうかがえた。学校沿革詩は、後世に伝えられ役立てられることを目的とし

て主体的に編纂されていたのである。加えて、多くの学校沿革誌では、加筆が行われ編纂

が続けられていた。そして、それは近年においても続けられており、学校沿革誌の編纂は

過去のものではないのである。 

記載事項の規定において、多くの令達で規定されていた事項は、その学校の発展を担っ

てきた人々、また、学校の設立や変遷といった成り立ち、その学校の教育の対象となった

地域、運営の実績などといった事項であった。また、茨城県域の学校沿革誌の記載事項の

比較より、当該学校の発展を担ってきた人々、学校の設立や変遷といった成り立ち、運営

や実績などといった事項が多く記載されていた。両者の共通事項から、学校沿革誌とは主

に当該学校に属した人々、学校の設立や変遷といった成り立ち、運営や実績などといった

事項について記載される資料であったといえる。つまり、そうした事項が学校の歴史であ

り、後世に伝えるべき事項であったのである。 

また、多くの地域で学校沿革誌は長らく永年保存文書とされてきていた。そして、学校

沿革誌の保存管理に関する細かな規定はないものの、複本の作成や管理者の規定などによ

り、その保存が保たれてきたものと考えられる。現在、小学校における学校沿革誌は市町

村が定める学校管理規則などによって規定されている。さらに、地域によっては学校沿革

誌の編纂規程や記載規則などが設けられている。学校沿革誌は決して過去のものではない。

現在においても編纂規定が設けられ、また永年保存文書として編纂が続けられているので

ある。 

学校沿革誌はそれぞれが伝達すべきものとして編纂された記録であり、地域の歴史・教

育・文化を語る史料だったのである。山本幸俊氏（2011 年）⁽129⁾は、資料保存の課題を取

り上げ、「そこで学んだ一人一人に直接関わる存在証明としての社会的価値が大きく、地域

史・教育史研究や地域づくりなどに活用される文化的価値も高い」学校資料を歴史的な観

点で後世に残すための文書管理が求められることを指摘している。学校沿革誌もまたそう

                                                  
(129) 山本幸俊. 地域の過疎化と資料保存の課題：学校資料について考える. アーキビスト, 

2011, vol.75, p.1-4. 
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した資料の一つである。また、樫村氏(2002 年)⁽130⁾や田村氏(2005 年)⁽131⁾、山本氏（2011

年）などもかつて小学校は地域の文化の中心地として機能してきたことを指摘し、学校資

料の保存の必要性を説いている。地域の歴史はそこで育った人たちの故郷の歴史でもある。

それは愛着とともに自己の形成にも関わる。アイデンティティはその歴史なくしては形成

されることはない。地域と密接に関わり合ってきた歴史を記す学校沿革誌は、学校だけで

はなくその地域やそこに属した人々の歴史を伝えるものでもあるのである。それが学校沿

革誌の持つ根本的な資料的性格であると考える。 

 

 

5．2 今後の課題 

 表 23 に各都道府県における学校沿革誌編纂に関する令達の通達状況をまとめた。表 23

の網掛けとなっている地域は、学校沿革誌に関する令達が確認できなかった地域である。

今後、学校沿革誌に関する何らかの記録が残っていないか、より広く資料を調査し分析を

行いたい。それによって、各地域における学校沿革誌の編纂経緯を明らかにしたい。 

また、学校沿革誌の全国的な編纂経緯は地域独自の動きによるものであったが、なぜ学

校沿革誌という資料が各地域で認識され広まるに至ったのか、その経緯の解明も今後の課

題である。さらに、現代の学校で学校沿革誌が重要視されなくなった背景についてどのよ

うな社会意識の変化があるのか、現代における学校沿革誌の重要性を考える上でさらなる

検討が必要である。 

  

                                                  
(130) 樫村毅. 小学校所蔵資料にみる近代教育史の一端：明治 10 年編｢学校沿革誌｣を中心とし

て. 茨城県立歴史館報. 2002, vol.29, p.57-86. 

(131) 田村達也. 小学校資料論;かつて小学校は地域のセンターであったいう視点から. 鳥取県

立公文書館研究紀要, 2005, vol.1, p.1-20.  
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７ 

資
料 

資
料
一
．
学
校
沿
革
誌
并
ニ
日
記
調
製
概
則 

学
校
沿
革
誌
并
ニ
日
記
調
製
概
則 

 
 
 
 

明
治
九
年
七
月
十
二
日 

 
 
 
 

県
乙
第
百
九
拾
八
号
達 

維
新
以
来
初
メ
テ
学
制
ヲ
定
メ
ラ
レ
前
日
ノ
陋
習
ヲ
更
メ
大
中
小
ノ
学
区
ヲ
分

チ
首
ト
シ
テ
小
学
ヲ
奥
シ
普
通
学
科
ヲ
設
ケ
ラ
レ
人
漸
ク
教
育
ノ
巳
ム
ヘ
カ
ラ

サ
ル
ヲ
暁
知
シ
日
ニ
進
歩
ノ
情
況
ヲ
現
ハ
セ
リ
竝
ニ
本
県
奥
ス
ト
コ
ロ
ノ
公
学

既
ニ
八
百
校
ニ
超
ユ
然
リ
ト
雖
モ
概
子
草
創
ニ
属
ス
ル
ヲ
以
テ
校
舎
未
タ
完
全

セ
サ
ル
モ
ノ
ア
リ
書
器
未
タ
充
備
ナ
ラ
サ
ル
モ
ノ
ア
リ
資
材
未
タ
豊
足
セ
サ
ル

モ
ノ
ア
リ
教
員
タ
ル
モ
ノ
固
ヨ
リ
今
日
ノ
小
成
ニ
安
ン
ス
ル
ニ
ア
ラ
サ
ル
ヘ
シ

地
方
官
モ
亦
敢
テ
慊
足
セ
サ
ル
ナ
リ
今
ヨ
リ
将
サ
ニ
益
学
事
ノ
拡
張
ヲ
共
ニ
図

リ
倶
ニ
懈
タ
ラ
ス
ン
ハ
完
全
ナ
ラ
サ
ル
モ
ノ
モ
完
全
シ
充
足
ナ
ラ
サ
ル
モ
ノ
モ

充
足
シ
始
テ
其
整
備
ヲ
視
ル
ノ
日
ア
ル
ニ
至
ル
ヘ
シ
後
ノ
人
特
リ
其
整
備
ナ
ル

ヲ
視
テ
其
草
創
ノ
艱
難
ヲ
知
ラ
ス
ン
ハ
其
整
備
モ
亦
保
ツ
ヘ
カ
ラ
サ
ル
ノ
恐
レ

ア
リ
是
ニ
於
テ
カ
学
校
沿
革
ノ
史
乗
ヲ
編
輯
シ
其
起
立
ノ
因
由
ヲ
後
世
ニ
伝
ヘ

サ
ル
へ
カ
ラ
ス
是
地
方
官
教
員
ト
共
ニ
其
労
ヲ
施
シ
後
ノ
人
ヲ
シ
テ
草
創
ノ
難

キ
ヲ
鑑
ミ
守
成
ノ
易
カ
ラ
サ
ル
ヲ
戒
シ
メ
シ
ム
ル
所
以
ナ
リ
自
今
各
公
立
学
校

二
在
テ
ハ
必
ス
沿
革
誌
幷
ニ
日
記
ヲ
備
ヘ
従
前
ノ
沿
革
将
来
ノ
経
歴
ヲ
記
録
シ

以
テ
他
日
ノ
徴
考
証
拠
ニ
供
ス
ヘ
シ
依
テ
学
校
沿
革
誌
并
ニ
日
記
調
製
概
則
ヲ

掲
ケ
此
段
相
達
候
事 

 
 
 

学
校
沿
革
誌
并
ニ
日
記
調
製
概
則 

一 

沿
革
誌
并
ニ
日
記
ハ
総
テ
何
学
校
沿
革
誌
又
ハ
日
記
ト
標
ス
ヘ
シ 

一 

沿
革
誌
ハ
其
学
校
設
立
ノ
年
月
日
并
ニ
設
立
以
来
尽
力
ス
ル
区
内
ノ
吏
員

以
下
ノ
氏
名
及
ヒ
仮
設
新
築
ノ
順
序 

教
員
ノ
進
退 

生
徒
ノ
増
減
進
否 

寄
附
集
積
ノ
金
員
及
ヒ
人
名 

学
区
ノ
改
正
名
称
ノ
変
更 

督
学
局
官
吏

地
方
長
次
官
及
ヒ
学
務
責
任
等
ノ
臨
視
ニ
至
ル
マ
テ
今
昔
ノ
沿
革
ヲ
徴
ス

ル
ニ
足
ル
ヘ
キ
者
ハ
細
大
遺
サ
ス
尽
ク
編
次
ス
ル
モ
ノ
ト
ス 

一 

沿
革
誌
ハ
各
校
其
学
校
設
立
ヨ
リ
明
治
九
年
六
月
マ
テ
ノ
事
蹟
ヲ
編
纂
シ

副
本
ヲ
作
リ
県
庁
ヘ
差
出
シ
爾
後
半
年
毎
ニ
之
ヲ
編
輯
シ
其
都
度
副
本
ヲ

県
庁
ヘ
差
出
ス
モ
ノ
ト
ス 

一 

日
記
ハ
即
チ
沿
革
誌
ヲ
編
纂
ス
ル
ノ
史
料
ナ
レ
ハ
日
々
教
員
ノ
勤
惰
生
徒

ノ
入
退
学
出
席
ノ
人
員
及
ヒ
試
験
試
業
器
具
ノ
調
製
学
区
取
締
ノ
巡
回
等

一
々
祥
記
ス
ル
モ
ノ
ト
ス 

一 

沿
革
誌
日
記
ハ
専
ラ
其
事
蹟
ヲ
徴
ス
へ
キ
者
ニ
シ
テ
体
裁
ノ
高
尚
ナ
ル
文

字
ノ
優
美
ナ
ル
事
ヲ
要
セ
ス
務
メ
テ
其
実
況
ヲ
模
写
シ
寧
ロ
煩
砕
俚
俗
ニ

失
ス
ル
モ
高
遠
疎
闊
ニ
流
ル
へ
カ
ラ
ス
且
体
面
ヲ
飾
リ
事
実
ヲ
詭
ル
等
ノ

弊
ナ
キ
ヲ
要
ス 

一 

沿
革
誌
ヲ
編
次
シ
及
ヒ
日
記
ヲ
草
ス
ル
ハ
当
分
教
員
ノ
摂
務
ト
ス 

一 

沿
革
誌
ハ
糸
蘭
ノ
半
紙
ヲ
用
ユ
ヘ
シ
日
記
ハ
料
紙
ヲ
定
メ
サ
ル
モ
ノ
ト
ス 

（
『
千
葉
県
教
育
百
年
史 

第
三
巻 

資
料
編
（
明 

治
）
』.

頁
一
四
六
‐
一
四
八
） 
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資
料
二
．
学
校
沿
革
誌
編
輯
ノ
儀 

明
治
一
〇
年
第
三
号
御
布
達 

乙 
第
百
三
拾
貮
号 

 

今
般
教
育
事
務
別
冊
之
通
改
正
併
増
補
候
條
此
旨
布
達
候
事 

 
 
 
 
 
 
 

明
治
十
年
八
月
二
十
三
日 

 
 

茨
城
県
権
令
野
村
維
章 

  
 
 
 

学
校
沿
革
誌
編
輯
ノ
儀 

一
本
県
起
ス
所
ノ
公
立
学
校
現
今
既
ニ
七
百
校
ニ
超
ユ
然
リ
ト
雖
モ
事
創
業
ニ

出
ル
ヲ
以
テ
書
器
未
タ
充
備
セ
サ
ル
モ
ノ
ア
リ
資
用
未
タ
饒
足
セ
サ
ル
モ
ノ

ア
リ
今
ヨ
リ
将
ニ
益
学
事
ノ
拡
充
ヲ
図
リ
黽
勉
懈
タ
ラ
ス
ン
ハ
其
整
備
ヲ
表

ス
ル
ニ
至
ラ
ン
若
シ
後
ノ
人
特
リ
其
整
備
ナ
ル
ヲ
見
テ
其
創
業
ノ
艱
難
ヲ
知

ラ
ス
ン
ハ
其
整
備
モ
保
ツ
ヘ
カ
ラ
サ
ル
ノ
恐
レ
ア
リ
是
ニ
於
テ
学
校
沿
革
ノ

史
乗
ヲ
編
纂
シ
其
起
立
ノ
因
由
ヲ
後
世
ニ
伝
ヘ
サ
ル
ヘ
カ
ラ
ス
是
レ
教
員
ノ

其
労
ヲ
施
シ
後
ノ
人
ヲ
シ
テ
創
業
ノ
難
キ
ヲ
鑑
ミ
守
成
ノ
易
カ
ラ
サ
ル
ヲ
戎

ム
ル
所
以
ナ
リ
自
今
各
公
立
学
校
ニ
ア
リ
テ
ハ
必
ス
沿
革
誌
併
日
記
ヲ
備
ヘ

従
前
ノ
沿
革
将
来
ノ
経
歴
ヲ
記
録
シ
以
テ
他
日
ノ
徴
考
ニ
供
ス
ヘ
シ
依
テ
学

校
沿
革
併
ニ
日
記
調
製
概
規
ヲ
掲
ク
ル
左
ノ
如
シ 

第
一
條 

沿
革
誌
併
ニ
日
記
ハ
総
テ
何
学
校
沿
革
誌
何
学
校
日
誌
ト
表
ス
へ
キ 

 

 
 
 

事 

第
ニ
條 

沿
革
誌
ハ
今
昔
ノ
沿
革
ニ
徴
ス
ル
ニ
足
ル
ヘ
キ
者
ハ
細
大
遺
ス
ナ
ク

編
次
ス
ヘ
シ
今
其
要
目
ヲ
左
ニ
掲
ク 

 
 
 
 

第
一 

学
校
設
置
及
ヒ
廃
止 

 
 
 
 

第
二 

学
資
ノ
増
減
及
寄
附
ノ
金
員 

 
 
 
 

第
三 

教
員
ノ
等
級
及
進
退 

 
 
 
 

第
四 

生
徒
ノ
増
減
及
進
否 

 
 
 
 

第
五 

教
則
ノ
変
改
及
器
械
ノ
発
明 

 
 
 
 

第
六 

学
校
ノ
分
合
及
名
称
ノ
変
更 

 
 
 
 

第
七 

生
徒
試
験
ノ
優
劣 

 
 
 
 

第
八 

書
籍
器
械
ノ
増
減 

 
 
 
 

第
九 

校
舎
ノ
位
置
及
変
換 

 
 
 
 

第
十 

学
資
ノ
遣
ヒ
払 

 
 
 
 

第
十
一
設
立
以
来
尽
力
ス
ル
人
名 

 

第
十
二
学
事
関
渉
吏
員
ノ
臨
視 

 
 
 
 

第
十
三
其
他
特
別
ノ
件 

第
三
條 

沿
革
誌
ハ
設
置
ヨ
リ
明
治
十
年
十
二
月
迄
ノ
分
ヲ
一
輯
シ
其
後
ハ
五

ヶ
年
毎
ニ
編
輯
シ
テ
各
校
ヨ
リ
県
庁
ヘ
出
ス
ヘ
シ
第
五
課
ニ
於
テ
全
管

ノ
誌
ヲ
合
輯
シ
テ
各
校
エ
頒
布
ス
ル
事 

第
四
條 

日
記
ハ
即
チ
沿
革
誌
ヲ
編
纂
ス
ル
ノ
史
料
ナ
レ
ハ
日
々
教
員
出
席
等

モ
記
載
ス
へ
キ
事 

第
五
條 

沿
革
誌
日
記
ハ
専
ラ
其
事
蹟
ヲ
徴
ス
へ
キ
モ
ノ
ニ
シ
テ
体
裁
ノ
高
尚

ナ
ル
文
字
ノ
優
美
ナ
ル
ヲ
欲
ス
務
メ
テ
其
実
況
ヲ
模
写
シ
高
遠
疎
闊
ニ

流
ル
可
カ
ラ
ス
且
ツ
体
面
ヲ
飾
リ
事
実
ヲ
詭
ル
等
ノ
弊
ナ
キ
ヲ
要
ス
ル

事 
第
六
條 

沿
革
誌
ヲ
編
次
シ
及
ヒ
日
記
ヲ
草
ス
ル
ハ
該
区
教
育
関
渉
ノ
者
ト
協

議
シ
殊
ニ
教
員
ノ
主
務
ト
ス
ヘ
キ
事 

(

『
茨
城
県
報
』.

) 
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資
料
三
．
学
校
沿
革
誌
編
製
項
目
並
二
学
校
沿
革
誌
編
製
心
得 

学
校
沿
革
誌
編
製
項
目
・
同
心
得
に
つ
き
知
事
訓
令 

 

甲
第
三
十
四
号 

  
  
  
   

  

郡 
 

役 
 

所 

市 
 

役 
 

所 

町 

村 

役 

場 

市
町
村
立
小
学
校 

学
校
沿
革
誌
編
製
項
目
並
二
学
校
沿
革
誌
編
製
心
得
、
左
之
通
相
定
ム
。 

 

明
治
二
十
六
年
十
月
七
日 

静
岡
県
知
事 

小
松
原
英
太
郎 

 
 

 
 
 

学
校
沿
革
誌
編
製
項
目 

第
一
、
制
度 

 
 

一
、
一
般
教
育
制
度
ノ
概
要 

 
 

二
、
学
校
制
定
ノ
諸
規
程 

第
二
、
設
備 

 
 

一
、
学
校
設
置
区
域 

 
 

二
、
学
校
ノ
設
廃
分
合
及
位
置 

 
 

三
、
学
校
ノ
名
称
、
資
格 

 
 

四
、
校
舎
、
校
地
、
校
具
及
教
員
住
宅
ノ
概
況 

第
三
、
学
校
基
本
財
産 

 
 

一
、
学
校
基
本
財
産
ノ
設
廃
並
支
消
売
却
等
ノ
概
況 

 
 

二
、
学
校
基
本
財
産
ノ
管
理
方
法 

第
四
、
校
員 

 
 

一
、
学
校
職
員
ノ
任
免 

 
 

二
、
学
校
職
員
ノ
資
格
及
俸
給 

 
 

三
、
学
校
職
員
ノ
賞
罰 

 
 

四
、
学
級
ニ
対
ス
ル
職
員
ノ
配
置 

第
五
、
生
徒 

 
 

一
、
学
齢
児
童 

 
 

二
、
就
学
不
就
学 

 
 

三
、
入
学
及
半
途
退
学 

 
 

四
、
卒
業
生
徒 

 
 

五
、
生
徒
成
績
ノ
概
要 

 
 

六
、
生
徒
ノ
賞
罰 

 
 

七
、
学
級
ノ
編
制 

第
六
、
経
済 

 
 

一
、
毎
年
経
費
ノ
予
算
及
決
算
ノ
摘
要 

 
 

二
、
学
校
基
本
財
産
ヨ
リ
生
ス
ル
利
子
ノ
員
数 

 
 

三
、
寄
附
物
件 

 
 

四
、
授
業
料 

第
七
、
学
事
関
係
ノ
吏
員 

 
 

一
、
管
理
者
ノ
異
動 

 
 

二
、
学
級
委
員
ノ
異
動 

第
八
、
記
事
概
要 

 
 

一
、
尊
影
及
勅
語
謄
本
等
拝
受
ニ
関
ス
ル
件 
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二
、
当
局
官
吏
ノ
視
学
ニ
関
ス
ル
件 

 
 

三
、
職
員
出
張
等
ニ
関
ス
ル
件 

 
 

四
、
天
災
地
変
其
他
学
校
二
影
響
ヲ
及
ホ
シ
タ
ル
事
件 

 
 

五
、
其
他
重
要
ナ
ル
事
件 

第
九
、
附
記 

 
 

一
、
学
校
ノ
為
メ
ニ
功
労
ア
ル
モ
ノ
〃
事
績 

 
 

二
、
学
校
職
員
ノ
履
歴 

 
 

三
、
学
校
ト
家
庭
ト
聯
絡
ノ
情
況 

 
 

四
、
就
学
勧
誘
ニ
関
ス
ル
方
法 

 
 
 

学
校
沿
革
誌
編
製
心
得 

一
、
学
校
沿
革
誌
ハ
其
学
校
創
立
以
来
ノ
明
覈
ニ
シ
、
殊
ニ
学
校
ノ
為
メ
尽
力

セ
シ
篤
志
者
又
ハ
教
育
ノ
為
メ
励
精
セ
シ
教
師
ノ
事
績
、
履
歴
ハ
詳
細
ニ
附
記

シ
、
其
功
労
ノ
湮
滅
ニ
帰
ス
ル
ノ
遺
憾
ナ
カ
ラ
シ
ム
ヘ
シ
。 

一
、
学
校
沿
革
誌
ハ
二
通
ヲ
編
製
シ
、
一
通
ハ
学
校
二
於
テ
、
一
通
ハ
市
町
村

役
場
ニ
於
テ
保
管
ス
ヘ
シ
。 

一
、
学
校
沿
革
誌
編
製
方
ハ
各
校
毎
ニ
多
少
余
紙
ヲ
存
シ
置
キ
、
毎
学
年
末
ニ

於
テ
校
務
日
誌
其
他
関
係
帳
簿
等
ヨ
リ
抄
出
シ
、
或
ハ
管
理
者
、
学
務
委
員
等

ニ
協
議
シ
、
其
学
年
間
学
事
ニ
係
ル
較
著
ノ
事
績
ヲ
登
録
ス
ヘ
シ
。 

一
、
学
校
沿
革
誌
ハ
明
治
廿
七
年
一
月
三
十
一
日
迄
ニ
編
製
ヲ
了
シ
、
其
旨
市

立
小
学
校
ニ
於
テ
ハ
市
役
所
ヲ
経
、
町
村
立
小
学
校
ニ
於
テ
ハ
町
村
役
場
郡
役

所
ヲ
経
テ
県
庁
ヘ
届
出
ツ
ヘ
シ
。 

(

『
静
岡
県
史 

資
料
編
17 

近
現
代
二
』. 

頁
八
六
三
―
八
六
五) 
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資料五．茨城県域の学校沿革誌の記載状況一覧 

表 14．学校沿革誌における教職員関係の記載状況 

 

作成者 資料名 教職員 職員出張 職員履歴

1
木皿尋常高等
小学校

沿革誌　木皿尋常高等小学校
.歴代校長/職員/〈校医・歯科医・薬剤
師・用務手・給食配膳員〉

2
木皿尋常高等

小学校
沿革誌　木皿尋常高等小学校 〈沿革誌〉

3
中郷第二小学
校

明治八年起　学校沿革誌　北茨城市立中郷第二小
学校

歴代校長、市町村関係者等に関する
こと/職員の移動等に関すること

4 華川小学校 学校沿革誌
創立以来ノ学校長/創立以来ノ職員/

学校職員調

職員出張並

学事視察

5 花園小学校
昭和三十年度起　学校沿革誌　北茨城市花園小中
学校

職員異動

6 才丸小・中学校

昭和三十年度以降　学事報告書綴　学校沿革史

(抄)　茨城懸北茨城市立才丸小学校　茨城懸北茨
城市立才丸中学校

7 小川小・中学校 学校沿革誌　北茨城市立小川小・中学校 歴代学校長/職員の異動

8 中妻小学校
大正十五年起　学校沿革誌　茨城懸北茨城市立中
妻小學校

本校職員/学校医

9 中妻小学校 教育改善案　附學校沿革誌第一輯　郷土誌 学校長/職員/校医

10
上櫻井尋常小

学校

明治三十六年一月　學校沿革誌　甲編　櫻井尋常

小學校
創立及名称/職員異動

11
山小屋尋常小

學校

明治十年編　明治四十年迄　山小屋尋常小學校沿

革誌　山小屋尋常小学校
教員等級及進退/学校医

12
関本第二尋常
小學校

大正三年六月編　昭和四十七年迄　學校沿革誌
山小屋尋常小学校

教員ノ等級及進退

13
福田尋常高等

小学校
第拾壹號　学校沿革誌　福田尋常高等小学校 職員/學事関係吏員

14
関本第一國民
学校

昭和十六年起　学校沿革誌　関本第一國民学校
学校長異動事項/職員ノ異動事項/学
校医

15
日高尋常高等
小學校

沿革誌　日高尋常高等小学校
学校長及教員の進退/学校に関する
著しき事績

学校に関す

る著しき事

績

16 豊浦小学校 沿革誌

歴代校長/職員/学校関係職員(町

長、助役、収入役、学事主任、校医

等)〔記載無〕

17 中小路小学校 沿革史　日立市立中小路小学校 歴代学校長名/職員名一覧

18 本山小学校 学校沿革誌　日立市立本山小学校
歴代学校長/学校職員/事務職員/市

職員/職員数

19
日立第三尋常
高等小学校

学校沿革誌　日立第三尋常高等小学校 職員/職員ノ異動事項

20 水木小学校 学校沿革誌 創立以来ノ沿革

21
多賀第四国民

学校

創立明治二十二年六月二十八日　学校沿革誌　多

賀第四国民学校
職員ノ異動ニ関スル事項

22 中里小学校 学校沿革誌 本校歴代學校長進退

23 入四間小学校 学校沿革誌　日立市立入四間小学校
歴代校長氏名/歴代校長一覧/昭和

34年度以降職員

24 中深荻尋常小 中深荻小学校沿革誌 歴代学校長

25
中深荻尋常小
学校

學校沿革史　中深荻尋常小学校

當校職員創業以来ノ氏名/明治六年

創立ヨリ廿五年ニ至ル二十年間本校

教員ノ職名俸給資格原籍地

26
中深荻尋常小

学校

明治六年十二月十日創立　昭和二十八年十二月

十日八十周年　学校沿革史　中里村立中深荻小学

校

歴代校長(主任)一覧

27 助川小学校 学校沿革史　日立市立助川小学校

28
多賀第三国民

学校

自昭和十六年四月　學校沿革誌　多賀第三国民学

校
職員の異動事項

29
鮎川尋常小学
校

鮎川尋常小學校沿革誌
添付2．職員在勤一覧表/職員ノ等級
及進退

雑件
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30 坂本小学校 学校沿革誌 本校職員

31 大久保小学校
學校沿革誌　國分尋常高等小學校　多賀第一國民

学校　茨城懸多賀郡多賀町立大久保小学校
職員

[黒澤弘先生

履歴]

32
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　壹
一の(一)　開校より大正元年まで　久慈尋常高等

小学校沿革誌(明治年間)壹　御眞影 勅語謄本 職

員学事関係吏員及集會

職員及学事関係吏員

職員ノ集会

ニ関スル事

項

33
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　貮
一の(二)　開校より大正元年まで　久慈尋常高等

小学校沿革誌(明治年間)貮　児童

34
久慈尋常高等
小学校

沿革誌　参

一の(三)　開校より大正元年まで　久慈尋常高等

小学校沿革誌(明治年間)参　教授訓練等

35
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　四

一の(四)　開校より大正元年まで　久慈尋常高等

小学校沿革誌(明治年間)四　校地及校名　経費
財産　監督　雑件

雑件

36
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　五

二の(一)　自大正二年至大正十一年　久慈尋常高

等小学校沿革誌五　諸言　御眞影并勅語謄本　設
備　経費　児童

37
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　六

二の(二)　自大正二年至大正十一年　久慈尋常高

等小学校沿革誌六　職員

職員 職員

38
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　七
二の(三)　自大正二年至大正十一年　久慈尋常高

等小学校沿革誌七　教授　訓練　養護

39
久慈尋常高等

小学校

沿革誌　八

二の(四)　自大正二年至大正十一年　久慈尋常高

等小学校沿革誌八　社会教育　監督　学事関係吏

員　雑件

40 河原子小学校 学校沿革(二)　河原子小学校 歴代校長並学校規模

41
東小澤尋常高

等小學校
本校沿革史　東小澤尋常高等小学校 教員及学務委員教育會

〈各年次の

梗概〉

42
高原尋常高等

小學校
第十八号　明治四十年四月　学校沿革誌 職員ノ異動

43 高原小学校 学校沿革史 〈職員及び児童〉

44
山部尋常小學

校

明治三十八年一月　第百五十九号　沿革誌　山部

尋常小學校

〈各年度の

摘要〉

45
山部尋常小學

校

明治三十九年以降　沿革誌二　大正八年十二月編

輯
職員

46
櫛形尋常高等

小學校
學校沿革誌　櫛形尋常高等小學校 [学制頒布後の本村教育]

47

松原尋常高等

小學校・高萩國
民學校

昭和三年十二月再調　沿革誌　松原尋常高等小學

校・高萩國民學校
学校長教員ノ進退/校医 沿革

48 松岡小学校 松岡小學校沿革誌 教員等級及進/[歴代学校長表]

49
上君田國民學

校
學校沿革誌　 茨城県多賀郡上君田國民學校 職員異動事項

50
上君田尋常小
學校

學校沿革誌　上君田尋常小學校 當校沿革誌略

51 上君田小學校
昭和二十八年九月二十八日　高岡村立上君田小

学校沿革報告
高岡村立上君田小学校沿革報告

52 上君田小学校
昭和三十四年三月　學校沿革誌　高萩市立上君田
小学校

学校ノ創立

53 下君田小學校 昭和三年一月　沿革誌　下君田尋常小学校 職員名

54 横川小学校
昭和34年度起　学校沿革史　茨城県高萩市立横川

小学校

学校沿革史　茨城県高萩市立横川小

学校/学校長、職員の進退/他の職員

/〈歴代学校長〉/校医

55
大里尋常高等

小學校
甲(第一號)　大里尋常高等小學校　學校沿革誌 教員

56
大里尋常高等

小學校
學校沿革誌　久慈郡大里尋常高等小學校 職員異動

57
久米第ニ小学

校

明治二十五年度以降　沿革誌　久米村立久米第ニ

小学校
創立以来職員ノ沿革一覧表

58
松榮尋常高等

小學校
明治四拾年五月　沿革誌　松榮尋常高等小學校 職員進退ニ関スル事

59
小島尋常小學
校

沿革誌　小島尋常小學校 沿革ノ大要
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60 郡戸小学校 昭和三十二年四月再編　学校沿革史　郡戸小学校
歴代校長/職員異動/[十年以上勤続

者]

61
金郷尋常小學

校
明治四十一年四月　學校沿革誌　金郷尋常小学校 学校長教員ノ進退

62
金砂尋常小學

校

明治三十六年十二月　學校沿革誌　金砂尋常小學

校
學校職員ノ進退

63
金砂尋常小學

校

明治三十八年十二月　學校沿革誌　金砂尋常小學

校
學校職員ノ進退

64
金砂尋常高等

小學校
學校沿革誌 本校累代校長/本校職員

65

山田尋常高等

小学校棚谷分

教場

学校沿革誌　山田尋常高等小学校棚谷分教場 職員任免及賞罰

66
山田尋常高等

小學校
甲(第一號)其ノ二　沿革誌　山田尋常高等小學校 〈職員〉/教員異同記事

教育重要記

事

67
山田尋常高等

小學校
甲(第一號)其ノ一　沿革誌　山田尋常高等小學校

山田尋常高等小學校沿革誌/教育異

同記事

山田尋常高

等小學校沿

革誌

68
山田尋常高等

小學校
自昭和四年　沿革誌其ノ三　山田尋常高等小學校

學校長/事務職員/調理手/職員/學

校医

職員ニ関ス

ル施設

69 山田小学校
創立四十周年記念　昭和二十七年七月十四日　沿

革誌　茨城懸久慈郡山田村立山田小學校

小学校の沿革/歴代学校長/歴代職

員名

70
染和田尋常高

等小学校
沿革誌　第二十五号ノ二 学校職員之部

学校職員之

部

71
天下尋常高等

小學校
自昭和二年　沿革誌　天下尋常高等小學校 職員/学事関係者 職員

72
高倉尋常高等

小學校
學校沿革誌　茨城懸久慈郡高倉尋常高等小學校

歴代学校長/職員/學校医/学校薬剤

師/学校歯科医

73
高倉尋常高等

小學校

昭和45年度起　学校沿革誌　茨城県久慈郡水府村

立高倉小学校

教職員（1．学校長　2．教職員 3．学

校医等）

74 小菅小学校 学校沿革史 歴代学校長/在職教職員

75 上深荻小学校 学校沿革史　里見村立上深荻小学校
校長/教職員/上深荻小学校の歩み/

学校医学校薬剤師

76 小菅小学校 第二集　学校沿革史　里見村立小菅小学校 〈各年度行事関係〉

77 小里小学校 学校沿革誌　久慈郡里美村立小里小学校　No1. 創立以来ノ校長/創立以来ノ職員 雑件
創立以来ノ

校長

78 大中小学校 学校沿革誌 教職員

79 里川小学校
第六〇号　明治四十四年三月　里川文教場　學校

沿革誌
教員ノ進退及資格

里川小学校

沿革

80 嶐郷尋常高等 嶐郷尋常高等小学校沿革誌

81 嶐郷尋常高等 高部尋常小学校沿革誌 職員任免更迭ニ関スル事項

82
嶐郷尋常高等

小学校
高部尋常小学校小田野分教場沿革誌

學校ノ関係者並ニ更迭ニ関スル事項/

職員ノ任免増俸加俸及ビ賞罰ニ関ス

ル事項

83 嶐郷尋常高等 鷲子尋常小学校沿革誌 職員ノ任免賞罰ニ関スル事項

84
嶐郷尋常高等

小学校
嶐郷高等小學校沿革誌

職員ノ任免増俸加俸及ビ賞罰ニ関ス

ル事項

85 小田野小学校
昭和二十三年五月一日　学校沿革誌　小田野小学

校
歴代校長

86 鷲子小学校
昭和二十三年以降　学校沿革誌　美和村立鷲子小

学校
歴代校長一覧/各年度職員一覧

87

嶐郷尋常高等

小学校高部分

教場

沿革誌　嶐郷尋常高等小學校高部分教場
學校關係者併ニ更迭ノコト/職員任免

増俸加俸及ビ賞罰ノコト

88 高部小学校
昭和二十三年五月一日学校創立以降　学校沿革

誌　茨城県那珂郡美和村立高部小学校
歴代校長暦/入出

89 嶐郷小学校 学校沿革史 教職員
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表 15．学校沿革誌における生徒関係の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 

生徒数
生徒試験結

果
卒業生 生徒の進路 学齢児童数 出席歩合 入退学 不就学児 就学歩合

就学勧誘方
法(不就学児

対策)

1
学級数幷児
童数

学級数幷児
童数

2

3

児童数、教

員数、卒業

生等に関す
ること

児童数、教

員数、卒業

生等に関す
ること

4

児童数ノ増

加/児童数

調

卒業児童数
調

尋常科卒業

生中高等小
学校ノ入学

者調

学齢児童並
就学児童調

就学並出席
歩合比較表

記事
就学並出席
歩合比較表

5 卒業児童数

6

7

在籍児童生

徒数並に学

級編成

8 本校児童數 本校児童數

9 児童数 卒業生

10

創立及名称

/各年度在
学児童

卒業生年度
別

11
生徒増減及

進否

生徒試験ノ

優劣

生徒増減及

進否

生徒増減及

進否

12
生徒ノ増減

及進否

生徒試験ノ

優劣

生徒ノ増減

及進否

生徒ノ増減

及進否

13 児童 児童 児童 児童

14
学級数児童

数職員数

毎年修了生

数及累計

15

学校に関す

る著しき事

績

卒業児童調

学校に関す

る著しき事

績

学校に関す

る著しき事

績

就学歩合

学校に関す

る著しき事

績

16 学級編制 児童 児童

17
児童数のう
つり変り

児童数のう
つり変り

児童数のう
つり変り

18
児童数〔記

載無〕

19

附諸統計/

學級数・兒

童数・職員
数

附諸統計

就學(卒業

生)/毎年修

了生數及累
計

附諸統計
就學(出席歩

合)
附諸統計

就學(就学歩

合)

20
創立以来ノ

沿革

創立以来ノ

沿革

創立以来ノ

沿革

創立以来ノ

沿革

創立以来ノ

沿革

21

学級数、児

童数、職員

数ニ関スル
事項

修了生数ニ

関スル事項

22

学校創立ヨ

リノ沿革/在
籍児童一覧

〈各年度の

摘要〉

23
年度別の児

童数の経過

24

25

明治二十五
年度以降本

校卒業生氏

名

26

27
変遷/<学級
編制>

28
学級数児童

数職員数

毎年修了生

数及累計

29
児童ノ増減

及進否

児童ノ増減

及進否

児童ノ増減

及進否

児童ノ増減

及進否

30 在籍児童数
卒業生並修
業生

本校創立並
沿革
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31 児童

32

33
児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

児童ニ関ス
ル事項

34
教授・訓練
等ニ関スル

事項

35 雑件

36 児童 児童 児童 諸言/児童 児童 諸言/児童 児童

37

38 教授方面 訓練方面

39

40
歴代校長並
学校規模/

児童数一覧

41 児童数 卒業生調
中等学校入
学調

出席歩合調 入学生調 就学歩合調

42

創立以来在

籍児童ノ比
較

43
〈職員及び
児童〉

44
〈各年度の

摘要〉

〈各年度の

摘要〉

〈各年度の

摘要〉

45
児童ト経費

等
児童ト経費等

児童ト経費

等

46
[学制頒布後
の本村教育]

[学制頒布後
の本村教育]

[学制頒布後
の本村教育]

47 沿革ノ大要 沿革

48

在籍児童之

増減/[累年

経費其他比
較表]

[学事大要]
在籍児童之
増減〔転入

転出〕

49
學級数児童

数職員数

毎年度修了

生数及累計

50
當校沿革誌
略

當校沿革誌
略

當校沿革誌

略〔転入転

出も記載〕

51

高岡村立上

君田小学校

沿革報告

高岡村立上

君田小学校

沿革報告

高岡村立上

君田小学校

沿革報告

52 学校ノ創立 学校ノ創立

53 児童数

沿革誌　昭

和三年一月
再記

卒業生
児童出席歩

合

吾ガ校ノ訓
練研究(8．

〈出席奨励
方法〉)

54

学校沿革史

茨城県高萩
市立横川小

学校/生徒

数

学校沿革史

茨城県高萩

市立横川小
学校

学校沿革史

茨城県高萩

市立横川小
学校

55 児童 児童
児童〔出席

児童〕

56 児童數

57

児童数変遷

表/学級編
成変遷

58
就学児童及

卒業生員数

就学児童及

卒業生員数

59 沿革ノ大要 沿革ノ大要

60 卒業生

61
卒業生毎年

度ノ員数

学齢児童ノ

就学不就学
ノ数

学齢児童ノ

就学不就学
ノ数

62

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童

63

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童

在籍兒童数

卒業生及學
齢児童
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64
学級ト児童

数調

65

66

67

山田尋常高

等小學校沿
革誌

山田尋常高

等小學校沿
革誌

山田尋常高

等小學校沿

革誌〔中学

進学人数〕

山田尋常高

等小學校沿
革誌

68 児童数

成績優良児
〔優良児数、

進級時トノ歩

合〕

児童数 入学児童数

69
年度別児童

数

小学校の沿

革

小学校の沿

革〔中学進
学人数〕

小学校の沿

革

70

学級編制及

學齢児童卒

業児童数

学級編制及

學齢児童卒

業児童数

学級編制及

學齢児童卒

業児童数

学級編制及

學齢児童卒

業児童数

〔区域外入
学児童数〕

学級編制及

學齢児童卒

業児童数

学級編制及

學齢児童卒

業児童数

71 学級編制

諸統計〔学

習検閲一覧

表〕

就学歩合/

卒業者

諸統計〔尋

常科卒業生

ノ高等小学

校入学者
調〕

就学歩合
諸統計〔出

席歩合〕
就学歩合 就学歩合

72 兒童數 卒業生数

73
児童数及学

級数
卒業生数

卒業生数

〔中学進学

人数〕

74
学校沿革の

大要

年度別卒業

者数

75

児童数学級

数釆費職員

数

上深荻小学

校の歩み

76
〈各年度行
事関係〉

〈各年度行

事関係〉〔進
級（修業）人

数〕

〈各年度行
事関係〉

77

学齢児童及
就学児童/

仝上大中分

教場/仝上

徳田分教場

/仝上里川
分教場

学齢児童及
就学児童/

仝上大中分

教場/仝上

徳田分教場

/仝上里川
分教場

学齢児童及

就学児童/

仝上大中分
教場/仝上

徳田分教場

/仝上里川

分教場〔及

第生徒・落
第生徒数、

原級留置児

童数〕

明治十九年

以前ノ学齢

就学児童/

学齢児童及

就学児童

学齢児童及
就学児童/

仝上大中分

教場/仝上

徳田分教場

/仝上里川
分教場

78 児童

79 児童の増減

兒童成績

〔各学年の
学力優等生

数〕

里川分教場

盡尋常五學
年ノ課程ヲ

アリタルモノ

80

81
卒業生ニ関

スル事項

入學生ニ関

スル事項

82

入學生及ビ

卒業生ニ関
スル事項

入學生及ビ

卒業生ニ関
スル事項

83

入学生卒業

生ニ関スル

事項

出席ニ関ス

ル事項

入学生卒業

生ニ関スル

事項

84

在籍兒童
数、出席歩

合、入卒業

生ニ関スル

事項(高等

科)/在籍兒
童数及ビ出

席歩合ニ関

スル事項(尋

常科)

在籍兒童

数、出席歩

合、入卒業

生ニ関スル
事項(高等

科)/入学生

及ビ卒業生

ニ関スル事

項(尋常科)

尋常小学校

第六学年以

上男女兒ニ

関スル事項

〔中等学校
入学志願者

及入学者

数〕

学齢兒童就
学ニ関スル

事項

在籍兒童
数、出席歩

合、入卒業

生ニ関スル

事項(高等

科)/在籍兒
童数及ビ出

席歩合ニ関

スル事項(尋

常科)

在籍兒童

数、出席歩

合、入卒業

生ニ関スル
事項(高等

科)/入学生

及ビ卒業生

ニ関スル事

項(尋常科)

学齢兒童就
学ニ関スル

事項

学齢兒童就
学ニ関スル

事項
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85
小田野小学

校沿革起草

86

87
學級編制ニ

関スルコト

入學生卒業

生ニ関スル

コト

入學生卒業

生ニ関スル

コト

入學生卒業

生ニ関スル

コト

88

年度別．教

職員数．児

童数．学級

数の変遷

89 在籍児童数
主要学校行

事その他
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表 16．学校沿革誌における管理者管理と功労者及び賞与の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 

学事関係書の視察 管理者及び委員の異動等 功労者の事蹟 賞与、表彰

1 学事関係者 校地并ニ校舎校名

2

3
歴代校長、市町村関係者等に

関すること

4 記事 学事関係者 職員勉励章典

5

6

7

8
本村理事者/教育委員/学務委

員

9 学務委員

10

11 学事関係吏員ノ臨視 設立以来尽力スル人名 生徒試験ノ優劣

12 学事関係吏員ノ臨視 設立以来尽力スル人名 生徒試験ノ優劣

13 學事関係吏員

14 管理者の異動 表彰ニ関スル事項〔記載無〕

15
学校管理者の進退/名誉職の

進退
学校に関する著しき事績

16

学校関係職員(町長、助役、収

入役、学事主任、校医等)〔記載

無〕

17

18 市長及教育委員 学校の沿革

19 學事関係者

20 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革

21 管理者ノ異動ニ関スル事項 表彰ニ関スル事項〔記載無〕

22
中里小學校管理者進退/學務

員ノ進退
被表彰の記録

23 校地拡張に努力された功労者 入四間小学校の沿革

24 区民の活動/教育振興功労者

25

26 学校後援団体役職氏名一覧
創立当時の功労者大部善明氏

略歴/校舎新築の概要

27 変遷

28
管理者の異動事項/学務委員

の異動
表彰に関する事項

29 学事関係吏員ノ臨視
添付3．管理者在勤一覧表/添

付4．学務委員在勤一覧表
学事ノ篤志者 児童ノ増減及進否

30 監督官ノ視察
管理者ノ異動/学校設置者並に

学校管理費/學務委員
本校創立並沿革

31 学事関係吏員ノ更迭 設置廃止

32 職員及学事関係吏員

33 児童ニ関スル事項

34 教授・訓練等ニ関スル事項 教授・訓練等ニ関スル事項

35
監督官ノ巡視・訓示二関スル事

項
校地・校舎ニ関スル事項 雑件

36 児童

37

38 教授方面/訓練方面

39 監督 監督〔郡視学〕/学事関係吏員 雑件

40 学校の沿革

41 〈各年次の梗概〉 教員及学務委員教育會 〈功労者〉 〈功労者〉/〈各年次の梗概〉

42

43 [その他特記すべき事項]

44 〈各年度の摘要〉 〈各年度の摘要〉

45 学事関係者
学事関係者/[黒前村教育委員

会]
職員

46 [学制頒布後の本村教育] [学制頒布後の本村教育]

47 沿革
管理者並名誉職ノ進退/[教育

委員会関係職員名簿]
沿革
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48 学事関係者巡視 [管理者] 〈表彰状〉/教員之賞与

49 管理者ノ異動

50 當校沿革誌略

51

52 学校ノ創立 学校ノ創立

53 沿革誌　昭和三年一月再記 学級委員 沿革誌　昭和三年一月再記 沿革誌　昭和三年一月再記

54
学校沿革史　茨城県高萩市立

横川小学校
市長/教育委員

学校沿革史　茨城県高萩市立

横川小学校

55 学校関係役員

56 職員異動 學校沿革ノ大要

57 〈管理者の異動〉 表彰の部(授賞)

58 學校関係更迭ノ事

59 沿革ノ大要

60 沿革の大要

61
学校管理者並ニ学務委員ノ進

退

62
學校管理者并ニ學務委員ノ進

退

63
學校管理者并ニ學務委員ノ進

退

64 學校管理者/學務委員

65 学事関係吏員任命 職員任免及賞罰

66 教員異同記事

67 山田尋常高等小學校沿革誌 山田尋常高等小學校沿革誌 山田尋常高等小學校沿革誌

68 臨官者 管理者(村長)/學務委員 沿革ノ概要

69 小学校の沿革
小学校の沿革/歴代学校管理

者

70 学事関係職員之部
学事関係職員之部〔教育功労

者としての表彰が記載〕

学校職員之部/学事関係職員

之部

71 学事関係者
職員〔教育功労者として表彰が

記載〕

職員/施設/諸統計〔成績優良

賞与者数調〕

72
學校管理者/學務委員/高倉村

教育委員

73 設置者/教育委員 沿革

74 学校沿革の大要

75 上深荻小学校の歩み

76 〈各年度行事関係〉 〈各年度行事関係〉

77 雑件
村吏員(村長　助役　収入役)/

学務委員
雑件

78 沿革

79
學事関係者巡視/町村吏員巡

視
村吏員ノ進退/學務委員ノ進退 學校改築尽力者 賞罰/里川小学校沿革

80

81

82
學校ノ関係者並ニ更迭ニ関ス

ル事項

職員ノ任免増俸加俸及ビ賞罰

ニ関スル事項

83 學事関係吏員ニ関スル事項

84 学事関係者交送ニ関スル事項
職員ノ任免増俸加俸及ビ賞罰

ニ関スル事項

85 小田野小学校沿革起草

86 鷲子小学校沿革史 鷲子小学校沿革史

87 學校關係者併ニ更迭ノコト
職員任免増俸加俸及ビ賞罰ノコ

ト

88 歴代管理関係者 沿革概要

89 主要学校行事その他
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表 17．学校沿革誌における学校設立分合及び名称変更等の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 

学校設置日等 名称の変更 学校の分合
高等科補習科専修科等

の設置等

創立以前における関係事

項

1 総説 総説 総説

2 〈沿革誌〉 〈沿革誌〉 〈沿革誌〉

3
学校の校名、分離、統
合、廃止、校舎建築に関

すること

学校の校名、分離、統
合、廃止、校舎建築に関

すること

学校の校名、分離、統
合、廃止、校舎建築に関

すること

4 創立及名称変更 名称/創立及名称変更 創立及名称変更

附　補習学校　1・補習学

校沿革ノ大要　2．生徒数
調　3．職員調　4．補習学

校ノ予算

5 本校の沿革 本校の沿革 本校の沿革

6
北茨城市立才丸小中学

校沿革

北茨城市立才丸小中学

校沿革

7 学校の沿革 学校の沿革 学校の沿革

8 沿革誌 沿革誌 沿革誌
沿革誌/本校職員/補習

学校生徒数

9
本村教育沿革ノ大要/中
妻小学校沿革誌大要

中妻小学校沿革誌大要
本村教育沿革ノ大要/中
妻小学校沿革誌大要

中妻小学校沿革誌大要

本村教育沿革ノ大要/明

治初年ニ於ケル本村ノ寺
子屋教育

10 創立及名称 創立及名称 創立及名称

11 学校設置及廃止 学校ノ分合及名称ノ変更 学校ノ分合及名称ノ変更

12 学校設置及廃止 学校ノ分合及名称ノ変更 学校ノ分合及名称ノ変更

13 設置廃止 設置廃止 設置廃止

14 設置年月日
校名改称位置分離廃合

ニ関スル事項

校名改称位置分離廃合

ニ関スル事項

15
校地校舎の設置及名称

位置の変更

校地校舎の設置及名称

位置の変更

校地校舎の設置及名称

位置の変更
学校に関する著しき事績

16 沿革 沿革 沿革 沿革

17
開校について（校地、位

置、校名、校地等）

開校について（校地、位

置、校名、校地等）

開校について（校地、位

置、校名、校地等）
学校沿革史

18 本校の設置及び廃止 学校の沿革

19 設置(位置、開校、名称)

設置(名称)/校名改稱位

置、分離、廢合ニ關スル

事項

設置(名称)/校名改稱位

置、分離、廢合ニ關スル

事項

設置(名称)/校名改稱位

置、分離、廢合ニ關スル

事項

20 創立以来ノ沿革

21 設置年月日
校名改稱、位置、分离、
廃合ニ関スル事項

校名改稱、位置、分离、
廃合ニ関スル事項

我ガ学区ノ沿革

22 学校創立ヨリノ沿革 学校創立ヨリノ沿革

23
〈学校の沿革〉/入四間小

学校の沿革
入四間小学校の沿革 〈学校の沿革〉 入四間小学校の沿革

24
創立の起源/記念碑の建
設

菅分校の経歴

25 中深荻小学校創立ノ起源

26 〈各年度の摘要〉 〈各年度の摘要〉 〈各年度の摘要〉

27 変遷 変遷 変遷 変遷

28 設置年月日〔×印有〕
校名改称・位置分離廃合

に関する事項

校名改称・位置分離廃合

に関する事項

校名改称・位置分離廃合

に関する事項

29 学校設置及廃止 学校設置及廃止 学校設置及廃止 学校設置及廃止

30 本校創立並沿革 本校創立並沿革 本校創立並沿革 本校創立並沿革

31 設置廃止 設置廃止 設置廃止 設置廃止
設置廃止〔地域の他の小

学校の設置分合を記載〕

32 職員及学事関係吏員

33 児童ニ関スル事項 児童ニ関スル事項

34
教授・訓練等ニ関スル事

項

35 校地・校舎ニ関スル事項 校地・校舎ニ関スル事項 校地・校舎ニ関スル事項

36

37

38

39 社会教育方面

40 学校の沿革 学校の沿革 学校の沿革
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41

東小澤尋常高等小学校

沿革史/本村教育沿革ノ

概要

本村教育沿革ノ概要

東小澤尋常高等小学校

沿革史/本村教育沿革ノ

概要

42 沿革/学校ノ名称 沿革 沿革

43 沿革の大要 沿革の大要 沿革の大要 沿革の大要

44 摘要 〈各年度の摘要〉 〈各年度の摘要〉 〈各年度の摘要〉

45 沿革大要 沿革大要 沿革大要 農業補習学校

46 〈沿革の摘要〉
〈沿革の摘要〉/[学制頒

布後の本村教育]

〈沿革の摘要〉/[学制頒

布後の本村教育]

47 沿革ノ大要/沿革 沿革ノ大要/沿革 沿革ノ大要/沿革 沿革ノ大要/沿革 沿革ノ大要〔私塾〕

48 学校設置 学校分合及名称変更 学校分合及名称変更 学校分合及名称変更

49 設置年月日
校名改稱位置分離廃合

ニ関スル事項

校名改稱位置分離廃合

ニ関スル事項

50 當校沿革誌略 當校沿革誌略 當校沿革誌略 當校沿革誌略

51
高岡村立上君田小学校

沿革報告

高岡村立上君田小学校

沿革報告

高岡村立上君田小学校

沿革報告

52 学校ノ創立 学校ノ創立 学校ノ創立

53
沿革誌　昭和三年一月再

記

沿革誌　昭和三年一月再

記

沿革誌　昭和三年一月再

記

54
学校沿革史　茨城県高萩

市立横川小学校

学校沿革史　茨城県高萩

市立横川小学校

学校沿革史　茨城県高萩

市立横川小学校

学校沿革史　茨城県高萩

市立横川小学校

55 位置、名称
〈学級編制届出及び加設

科目認可〉

56 学校沿革ノ大要
学校沿革ノ大要/校名、

位置及通学邑域ノ変更
学校沿革ノ大要 学校沿革ノ大要

57 沿革誌 沿革誌
久米二小校跡の寺の名

(眞言宗)

58
学校ノ設置分合及名稱變

更ノ事

学校ノ設置分合及名稱變

更ノ事

59 沿革ノ大要

60 沿革の大要 沿革の大要 沿革の大要

61
学校設立ノ年月日並ニ状

況

学校名称学校資格並ニ

設立ノ変更

学校名称学校資格並ニ

設立ノ変更

学校名称学校資格並ニ

設立ノ変更

62 創立位置名稱
学區域ノ沿革/創立位置

名稱
学區域ノ沿革

学區域ノ沿革/創立位置

名稱

63 創立位置名稱
学區域ノ沿革/創立位置

名稱
学區域ノ沿革

64
金砂尋常高等小学校沿

革誌

金砂尋常高等小学校沿

革誌

金砂尋常高等小学校沿

革誌

金砂尋常高等小学校沿

革誌

小学校創始實態調査録

〔村内各地域の小学校創

設沿革〕

65
学校設置及分合名称変

更施設

学校設置及分合名称変

更施設

66

67
山田尋常高等小学校沿

革誌

山田尋常高等小学校沿

革誌

山田尋常高等小学校沿

革誌

山田尋常高等小学校沿

革誌

68 沿革ノ概要 沿革ノ概要/位置名稱 沿革ノ概要 沿革ノ概要

69 小学校の沿革 小学校の沿革 小学校の沿革 小学校の沿革 小学校の沿革

70 学区之部

71 沿革大要 沿革大要 沿革大要

72 小学校沿革 小学校沿革 小学校沿革 小学校沿革

73 沿革 沿革 沿革 沿革 沿革

74 学校沿革の大要 学校沿革の大要 学校沿革の大要 学校沿革の大要

75

沿革（学校の創設及校

名、校舎、校地、校区の

変更等)/学校経営の基

調

沿革（学校の創設及校

名、校舎、校地、校区の

変更等)//学校経営の基

調

上深荻小学校の歩み

76

77 校舎及校地 校舎及校地/雑件 校舎及校地 農業補習学校

大中小学校/小中小学校

/小妻小学校/里川分教

場

78 沿革 沿革

79
沿革ノ大要/里川小学校

沿革

名稱及資格/分教場改稱

/里川小学校沿革

学校設立及其以後ノ沿革

/里川小学校沿革
沿革ノ大要

80
嶐郷尋常高等小学校沿

革概梗

嶐郷尋常高等小学校沿

革概梗

嶐郷尋常高等小学校沿

革概梗

嶐郷尋常高等小学校沿

革概梗

81
学校ノ設置分合及ビ名称

変更ニ関スル事項

学校ノ設置分合及ビ名称

変更ニ関スル事項

学校ノ設置分合及ビ名称

変更ニ関スル事項
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82
学校ノ設置分合及ビ名稱

變更ニ関スル事項

補習科ノ設置ニ関スル事

項

83
学校ノ設置分合及名称変

更ニ関スル事項

学校ノ設置分合及名称変

更ニ関スル事項

学校ノ設置分合及名称変

更ニ関スル事項
学科ノ増減ニ関スル事項

84
学校ノ創立並ニ設置廃止
名称ニ関スル事項

学校ノ創立並ニ設置廃止
名称ニ関スル事項

学校ノ創立並ニ設置廃止
名称ニ関スル事項

教科程度並ニ教科目ノ加

除及教科用書ニ関スル

事項

85 小田野小学校沿革起草 小田野小学校沿革起草 小田野小学校沿革起草

86 鷲子小学校沿革史 鷲子小学校沿革史 鷲子小学校沿革史

87
学校ノ設置分合及ビ名稱

変更ノコト

学校ノ設置分合及ビ名稱

変更ノコト

学校ノ設置分合及ビ名稱

変更ノコト

補習科ノ設置ニ関スルコ

ト

88 設置年月日/廃校 学校の名称 学校の名称

89
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表 18．学校沿革誌における校舎及び設備の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 

校舎校地の位置移転・増改

築・修繕
書籍・校具・備品の設備増減 御影拝戴 校舎図・校地図

1 総説/校地并ニ校舎校名 校地并ニ校舎校名 御影及謄本 校地并ニ校舎校名

2 〈沿革誌〉

3
学校の校名、分離、統合、廃

止、校舎建築に関すること

学校の校名、分離、統合、廃

止、校舎建築に関すること
その他

4 位置/校地及校舎
校地及校舎/教育上ノ諸施設/

記事
御眞影並勅語下賜 校地及校舎

5 本校の沿革 本校の設備

6
北茨城市立才丸小中学校沿

革

7 校地校舎面積 学校の沿革/校地校舎面積

8 沿革誌 沿革誌 [御影拝戴] [校地校舎平面図]

9 中妻小学校沿革誌大要 中妻小学校沿革誌大要

10 御影、勅語

11 校舎ノ位置及変換 書籍器械ノ増減〔記載無〕

12 校舎ノ設置及変換 書籍器械ノ増減

13 設置廃止 設置廃止

14

位置及校地、校舎ニ関スル事

項/校名改称位置分離廃合ニ

関スル事項/校舎及附属建物
ノ増改築ニ関スル事項

校舎及附属建物ノ増改築ニ関

スル事項
〈御影拝戴〉

15
校地校舎の設置及名称位置

の変更
学校に関する著しき事績 御影幷ニ勅語謄本下賜

16 沿革 沿革

17
開校について（校地、位置、校

名、校地等）
校舎図

18 学校の沿革

19

設備(校舎、校地)/位置及校

地校舎ニ関スル事項/校舎及

附属建物ノ増改築ニ関スル事
項〔記載無〕

御影及勅語謄本

20 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革

21

位置及校地校舎ニ関スル事

項/施設ニ関スル事項〔記載

無〕/校舎及附属建物ノ増改築

ニ関スル事項

御影及勅語謄本・詔書下賜

〔記載無〕

22 学校創立ヨリノ沿革 学校創立ヨリノ沿革 学校創立ヨリノ沿革

23
〈学校の沿革〉/入四間小学校

の沿革
入四間小学校の沿革 入四間小学校の沿革

24
位置及び環境/校舎新築/区
民の活動

余録(明治七年当時の小学校
書籍目録)

25 総論〔位置及環境について〕

26 校舎新築の概要

27 学校敷地/変遷 学校敷地/変遷

28

位置及校地校舎に関する事

項/校舎及附属建物の増改築
に関する事項

御影及勅語・詔書下賜〔×印
有〕

日立市立成沢小学校配置図

29 学校設置及廃止/雑件 図書器械ノ増減 御影及ビ勅語謄本ノ下賜 [校地図]

30 本校創立並沿革 本校創立並沿革 御影並勅語謄本ノ御下賜 本校創立並沿革

31 設置廃止 設置廃止/設備〔記載無〕 設置廃止

32 職員ノ集会ニ関スル事項 御眞影勅語謄本

33 児童ニ関スル事項

34

35 校地・校舎ニ関スル事項 学校財産二関スル事項 校地・校舎ニ関スル事項

36 設備 設備 御眞影并ニ勅語謄本 設備

37

38

39 雑件

40 学校の沿革

41
東小澤尋常高等小学校沿革
史/本村教育沿革ノ概要/設備
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42 沿革

43 沿革の大要 [その他特記すべき事項]

44 〈各年度の摘要〉

45 校地校舎及基本財産 設備ト学級 御眞影并勅語謄本等

46 〈沿革の摘要〉 [学制頒布後の本村教育]

47 沿革ノ大要/沿革 沿革 御眞影並勅語謄本下賜

48 学校分合及名称変更 書籍器械器具之増減 〈御眞影並勅語謄本下賜〉 〈校舎図〉

49

位置及校地校舎ニ関スル事

項/校舎及附属建物ノ増改築

ニ関スル事項

御影及勅語謄本詔書下賜年

月日

50 當校沿革誌略 當校沿革誌略

51
高岡村立上君田小学校沿革

報告

52 学校ノ位置 学校ノ創立 学校ノ創立

53 沿革誌　昭和三年一月再記 沿革誌　昭和三年一月再記

54
学校沿革史　茨城県高萩市立

横川小学校

学校沿革史　茨城県高萩市立

横川小学校

55 位置、名称/營繕工事 〈校舎図〉

56

学校沿革ノ大要/校舎増築改

築ノ大要/学校敷地、校舎、運

動場等ノ面積

57 沿革誌 沿革誌 沿革誌

58 勅語謄本奉置ニ関スルコト

59

60 沿革の大要 沿革の大要 沿革の大要

61

学校名称学校資格並ニ設立ノ

変更/学校設立ノ年月日並ニ

状況

62 創立位置名稱/設備 設備

63 創立位置名稱 設備

64 金砂尋常高等小学校沿革誌 〈校舎図〉

65
学校設置及分合名称変更施

設
〈勅語謄本等拝受〉

66

67
山田尋常高等小学校沿革誌/

諸工事
諸工事〔修繕及び新調〕 山田尋常高等小学校沿革誌

68
沿革ノ概要/位置名稱/設備ニ

関スル施設
設備ニ関スル施設 設備ニ関スル施設 校舎

69 小学校の沿革 小学校の沿革 校舎配置図

70 設備之部 学区之部 設備之部

71 沿革大要/設備 施設 沿革大要

72
小学校沿革/位置名稱/校舎/

運動場
小学校沿革 小学校沿革〔取消線有〕

73 沿革/施設設備 施設設備

74 学校沿革の大要 施設・設備の充実状況 校舎の変遷

75

沿革（学校の創設及校名、校

舎、校地、校区の変更等)　/

学校経営の基調

76 〈各年度行事関係〉

77 校舎及校地
貴重品御下賜〔文部省からの

書籍器械の付与〕
勅語其他御下賜

78 沿革 沿革

79 沿革ノ大要/里川小学校沿革 里川小学校沿革 勅語謄本下賜

80
嶐郷尋常高等小学校沿革概

梗

校地校舎住宅平面圖　鷲子分

教場/小田野分教場校地校舎

平面圖

81
学校ノ設置分合及ビ名称変更

ニ関スル事項

御眞影勅語謄本奉戴ニ関ス

ル事項

82 学校ノ新築増築ニ関スル事項
御勅語謄本奉戴ニ関スル事

項

83 学校修繕改築ニ関スル事項 御眞影ニ関スル事項

84
校舎校地ニ関スル事項/修繕

及ビ新設ニ関スル事項

御眞影並ニ勅語謄本拝受奉

置ニ関スル件
校舎校地ニ関スル事項

85 小田野小学校沿革起草

86 鷲子小学校沿革史 鷲子小学校沿革史

87
学校ノ新築改築増築修繕ニ関

スルコト

88 校舎の改廃 沿革概要

89 〈学校所在地の変遷〉
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表 19．学校沿革誌における通学区域及び当該市町村関係事項の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 
 

学区の改正及び通学区

域
町村合併

市町村及び通学区域の

地図

学区内の戸数人口土地

の増減
地域の歴史及び概況

1 総説 総説

2 〈沿革誌〉

3
学校の校名、分離、統

合、廃止、校舎建築に関

すること

4
5
6
7
8
9 本村教育沿革ノ大要 中妻小学校沿革誌大要

10 創立及名称 創立及名称

11
12
13

14
通学区域ノ変更ニ関スル

件

位置及校地、校舎ニ関ス

ル事項

15
校地校舎の設置及名称

位置の変更

学区内の戸数人口等の

増減

16 沿革

17
開校について（学区につ

いて）
学校沿革史 学校沿革史

18
自然の環境及児童の状

況

19
通学區域ノ變更ニ關スル

事項〔記載無〕

20 創立以来ノ沿革

21
通学区域ノ変更ニ関スル

事項

校名改稱、位置、分离、

廃合ニ関スル事項

22 学校創立ヨリノ沿革

23
入四間小学校の沿革〔神

社について〕

24 学制発布と小学校制度
余録(明治七年一月調べ

戸数及び人口)

余録(中深荻村の沿革(廃

藩置県　行政区画の変

更)

25 [学制発布と小学校制度]
〈中深荻村の沿革〉〔廃藩

置県、行政区画の変遷〕

26
27 変遷

28
校名改称・位置分離廃合

に関する事項/通学区域

の変更に関する事項

校名改称・位置分離廃合

に関する事項

29 学校設置及廃止 学校設置及廃止 添付1．鮎川村図

30
31 設置廃止

32
33 児童ニ関スル事項

34
35
36 諸言 諸言 諸言

37
38
39
40 学校の沿革 学校の沿革 河原子の地名の起源 河原子の地名の起源

41 本村教育沿革ノ概要 本村経済ノ過程 本村教育沿革ノ概要

42
43
44



76 
 

 
  

45 沿革大要

46
47 沿革ノ大要

48 [累年経費其他比較表]

49
50
51
52
53

54
学校沿革史　茨城県高萩

市立横川小学校

55

56
学校沿革ノ大要/校名、

位置及通学邑域ノ変更
学校沿革ノ大要

57 沿革誌

58
59 沿革ノ大要

60
61 学区域ノ沿革

62 学區域ノ沿革 学區域ノ沿革

63 学區域ノ沿革 学區域ノ沿革

64 学区域ノ沿革 人口、戸数調
金砂村の沿革/金砂村の

地勢/諸官衙位置

65
66
67
68 沿革ノ概要

69 山田村地図 山田村概略

70 学区之部 学区之部 学区之部〔重要物産等〕

71 戸口、人口、土地 重要物産

72 小学校沿革

73 沿革 沿革

74 学校沿革の大要 行政区画の変遷

75
郷土の沿革/我が郷土

(久慈郡上村)

76

77
校舎及校地/行政区割ノ

変遷/学区域ノ変更
戸数人口

78
79 沿革ノ大要/斈校區域

80
81
82
83
84
85 小田野小学校沿革起草

86 〈地図〉

87
88 沿革概要

89
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表 20．学校沿革誌における歳入歳出等経費の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

※「資産管理方法」と「施設経営」については、記載した学校沿革誌が皆無であったため、

資料中に載せてはいない。 

 
 

経費予算、支出 資本財産 寄附寄贈 授業料 児童貯金

1 予算 校地并ニ校舎校名

2
3

4
教育費予算表/職員昇級

並加俸
記事

5
6
7 教育予算

8 沿革誌

9 予算

10 各年度教育費豫算 雑部

11
学資ノ増減及寄附ノ金員

/学資ノ遣拂〔記載無〕
学資ノ増減及寄附ノ金員

学資ノ増減及寄附ノ金員

/器具其他物品ノ寄贈〔記

載無〕

12
学資ノ増減及寄附ノ金員

/学資ノ遣ヒ拂
学資ノ増減及寄附ノ金員 学資ノ増減及寄附ノ金員

13 経費

14 経費予算ニ関スル事項
学校基本財産ニ関スル

事項
其他

15
経常費及資産に関するこ

と
学校に関する著しき事績 学校に関する著しき事績

16 沿革

17
18 学校経費 入学、卒業記念寄附

19
設備(経費)/經費豫算ニ

關スル事項

学校基本財産ニ関スル

事項〔記載無〕

20 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革

21 経費予算ニ関スル事項
学校ノ基本財産ニ関スル

事項〔記載無〕

22
経費ノ増減状況/教育費

平均額及ビ歩合
〈各年度の摘要〉

23

24
余録(明治七年四月小学

校新築入費調/小学校経

費調)

余録(差出金御下之儀願

/当村官有土地立木共御

払下之儀願)

25 中深荻小学校創立ノ起源 中深荻小学校創立ノ起源

26 校舎新築の概要
〈各年度の摘要〉/校舎新

築の概要

27 学校敷地 変遷

28 経費予算に関する事項
学校基本財産に関する

事項〔×印有〕

29 経費ノ遣拂 基本財産ノ増減及異動 学事ノ篤志者

30
教育費/学校設置者並に

学校管理費
本校創立並沿革

31 経費 設置廃止

32
33 児童ニ関スル事項

34
教授・訓練等ニ関スル事

項

35 経費
学校財産二関スル事項

〔記載無〕
経費 経費

36 経費 経費 諸言

37
38 訓練方面

39 雑件

40 施設 施設

41
本村経済ノ過程/小学校

教育費

学校基本財産附児童貯

金状況

学校基本財産附児童貯

金状況

42
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43 [その他特記すべき事項]

44 〈各年度の摘要〉

45 児童ト経費等 校地校舎及基本財産 記念/特志者 児童ト経費等

46 〈沿革の摘要〉

47 沿革

48
教育費之増減/[累年経

費其他比較表]
[学事大要] 教育費之増減

49 經費豫算ニ関スル事項
学校基本財政ニ関スル

事項

50
當校沿革誌略〔購入費の

み記載〕
當校沿革誌略

51
52 学校ノ創立〔建築費〕 学校ノ創立

53 〈施設〉

54 市予算/PTA予算 寄付

55 經費

56 〈寄贈〉

57 沿革誌

58 教育費豫算
教育篤志者氏名及事項

〔記載無〕

59 沿革ノ大要
沿革ノ大要〔校地寄附１

つのみ〕

60 村予算 沿革の大要

61 [経常費及財産]〔記載無〕 [経常費及財産]〔記載無〕
学区内教育篤志者ノ氏名

及事実ノ記事

62 経費

63 経費

64 教育費調

65
学校設置及分合名称変

更施設

66 〈教育費〉

教育重要記事〔研究会、

出張、学校行事、寄附、

儀式等〕

67
山田尋常高等小学校沿

革誌

山田尋常高等小学校沿

革誌/寄贈

山田尋常高等小学校沿

革誌

山田尋常高等小学校沿

革誌

68 経費 篤志者

69 小学校の沿革/教育費 小学校の沿革 小学校の沿革 小学校の沿革

70 教育費歳出豫算高之部 学校基本財産之部
学校基本財産之部/篤志

行為之部

71 経費 学校基本財産 学校基本財産/篤志者
諸統計〔職員児童貯金状

況〕

72 教育費

73 教育予算 〈卒業生・入学生寄附〉

74 学校沿革の大要

75
76 〈各年度行事関係〉

77
経費〔前身校のM19度の

経費〕/教育費/農業補習

学校経費

学校基本金
教育特志者/入学、卒業

記念寄附/雑件
教育費/授業料

78
79 学校経費豫算額 里川小学校沿革

80
81 学校経費ニ関スル事項

82
学校基本財産経費ニ関

スル事項

学校基本財産経費ニ関

スル事項/学校基本財産

植樹ニ関スル事項

官廳並ニ有志ヨリ奨勵保

護ヲ受ケシ事項

83
学校基本財産及経費ニ

関スル事項

学校基本財産及経費ニ

関スル事項

84
小学校經費ニ関スル事

項

学校基本財産ニ関スル

事項
授業科ニ関スル事項

学校職員及兒童貯金ニ

関スル事項

85
86 鷲子小学校沿革史

87
学校ノ基本財産経費ニ関

スルコト

学校ノ基本財産経費ニ関

スルコト

官廳幷ニ有志者ヨリ奨励

保護ヲ受ケシコト

88 沿革概要

89
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表 21．学校沿革誌における教科目・学級編制・授業日数・修業年限等の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 

学級編制 教科目 授業日数 修業年限

1 学級数幷児童数

2

3
児童数、教員数、卒業生等に関

すること/年度別の主なる行事

等に関すること

学校の校名、分離、統合、廃

止、校舎建築に関すること

4
学級編制/学級数ノ増加/学級

編制並ニ学級担任

5
6
7 在籍児童生徒数並に学級編成

8 沿革誌/本校児童數 沿革誌

9 学級数

10 創立及名称/学級編制及変更

11 生徒増減及進否

12 学校ノ分合及名称ノ変更

13 学級編制及変更

14 学級数児童数職員数

15 学級の編制
教育法令の變改教則課程並ニ

教科用書の変遷
学校に関する著しき事績

16 学級編制

17
開校について（校地、位置、校

名、校地等）

18 学校職員

19
学級編制/学級数・兒童数・職

員数

20 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革 創立以来ノ沿革

21
学級数、児童数、職員数ニ関ス

ル事項

22 在籍児童一覧 学校創立ヨリノ沿革

23 年度別の児童数の経過

24
25
26 〈各年度の摘要〉 〈各年度の摘要〉

27 <学級編制>

28 学級数児童数職員数

29 学級ノ編制及変更 教育法令ノ変更

30 学級編成 本校創立並沿革

31 児童

32
33 児童ニ関スル事項

34 教授・訓練等ニ関スル事項

35
36 児童

37
38
39
40 歴代校長並学校規模

41
42 創立以来在籍児童ノ比較

43 〈職員及び児童〉

44
45 設備ト学級

46
〈沿革の摘要〉/[学制頒布後の

本村教育]
〈沿革の摘要〉 〈沿革の摘要〉

47 沿革ノ大要/沿革 沿革ノ大要/沿革 沿革ノ大要/沿革

48
在籍児童之増減/[累年経費其

他比較表]
[累年経費其他比較表] 学校分合及名称変更

49 学級数児童数職員数
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50
51
52 学校ノ創立

53

54
学校沿革史　茨城県高萩市立

横川小学校

55
〈学級編制届出及び加設科目

認可〉

56 教科ノ變遷ト加除 修業年限

57 学級編成変遷

58 学級編制ニ関スル事

59
60 [学級編制]

61
62 在籍兒童数卒業生及学齢児童

63
64 学級ト児童数調 児童学年末調査表

65
66
67 山田尋常高等小学校沿革誌

68 児童数

69 年度別児童数

70
学級編制及学齢児童卒業児童

数

71 学級編制 沿革大要

72 学級及学年

73 児童数及学級数

74
75 児童数学級数釆費職員数

76
77 学級編制

78
79 里川小学校沿革

80
81 学級編制ニ関スル事項

82 学級編制ニ関スル事項

学科ノ増減教授時間ノ増減ニ関

スル事項〔授業時間短縮につい

て〕

83 学級編制ニ関スル事項

84 学級編制ニ関スルコト
教科程度並ニ教科目ノ加除及

教科用書ニ関スル事項
嶐郷尋常高等小学校細別表

教科程度並ニ教科目ノ加除及

教科用書ニ関スル事項

85 小田野小学校沿革起草

86 鷲子小学校沿革史

87 学級編制ニ関スルコト

88
年度別．教職員数．児童数．学

級数の変遷

89
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表 22．学校沿革誌における規則・制度等の記載状況 

※番号ごとの作成者、資料名は表 4と同一。 

 

小学校に関する制度改正、教

則
学校制定の規則

小学校に関する制度改正、教

則
学校制定の規則

1 46 〈教育制度の成立変改〉

2 47

3 48

4 49 制度改正ニ関スル事項

5 50

6 51

7 52

8 53 吾ガ校ノ訓練研究/〈施設〉

9 54

10 55

11
教則ノ改変及器械ノ發明〔記

載無〕
56

12 教則ノ変改及器械ノ發明 57

13 58

14 制度改正ニ関スル事項 59

15
教育法令の變改教則課程並

ニ教科用書の変遷
60

16 61 教則課程並ニ教科書ノ変遷

17 62

18 63

19
制度改正ニ關スル事項〔記載

無〕
64

20
創立以来ノ沿革〔職員心得、

生徒心得制定〕
65

21
制度改正ニ関スル事項〔記載

無〕
66

22 67

23 68

24 学制発布と小学校制度 69

25 [学制発布と小学校制度] 70
学校基本財産之部〔「学校基

本財産蓄積条例」掲載〕

26

27

28 72

29 教育法令ノ変更 73

30 教育ニ関スル勅語 74

31 75

32 職員ノ集会ニ関スル事項 76

33 77

34 教授・訓練等ニ関スル事項 教授・訓練等ニ関スル事項 78

35 79 教則課程並ニ教科ノ変遷

36 80

37
職員〔執務心得、執務方針等

掲載〕
81

38
教授方面/訓練方面/養護方

面
82 校規ノ新定改正ニ関スル事項

39 83

40 84

学校基本財産ニ関スル事項

〔「学校基本財産蓄積条例」掲

載〕

41 85

42 86

43 87 校規ノ新完改正ニ関スルコト

44 88

45 校規其ノ他ノ施設 89

諸規程〔「学事視察規定」「職

員研究発表会規程」「児童貯

金規程」「本校執務規程中改

廃事項」「児童学友團規程」

「学事視察規定」掲載〕

71
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資料 5．各都道府県における学校沿革誌に関する令達・規則等の規定状況 

表 23．各都道府県の学校沿革誌編纂に関する通達の状況 

 

地域
都道府県
名

編纂指示の通達
編纂指示の記録(通
達は不明)

設備表簿の規定 保存期限の規定
記載事項に関する
通達

私立学校の必要表
簿としての規定

編纂理由・目的の
明記

編纂指示等の改定 その他の通達記述

北海
道

北海道
明治34年(明治36年
廃止)

明治34年(明治36年
廃止)

明治34年の通達の
廃止(明治36年)

東北 青森県 明治33年 永年(明治35年)

東北 岩手県

東北 秋田県 明治25年 永年(明治25年)
明治25年(河邊郡)と
昭和5年(秋田県)の
ものがある

「学務委員并ニ町村
立学校長事務受渡
規則」(明治17年)に
て引渡目録にあげら
れる。
「学事巡視規程」(明
治25年)にて視察の
対象に規定。

東北 宮城県

東北 山形県 明治18年1月15日 明治26年 永年(明治26年) 明治18年1月16日

有(明治26年)：市町
村長から伝達を行う
ようにとある。
有(昭和6年)：必要
表簿、保存期限を規
程。

提出期限の延期(明
治18年6月)、
編纂心得の改定(明
治32年)

東北 福島県

明治12年(『福島県
近代教育史年表』
岩瀬郡年表より/
『福島県小学校教
育百年史』刊末年
表より(伊達))

明治32年
16年以上(明治39
年)
永年(明治45年)

明治24年(耶麻郡)、
明治25年(安積郡)、
明治29年(双葉郡・
相馬郡・南会津郡)
と明治45年(福島県)
のものがある

無(大正15年)

関東 茨城県 明治10年 明治10年 有(明治10年)

関東 栃木県 明治37年 永年(明治37年) 明治37年

関東 群馬県

関東 埼玉県

関東 千葉県 明治9年 昭和16年

永年(昭和16年)
永年かつ閉校後は
設置者において保
存とされる(昭和25
年)

明治9年
有(大正8年)：保存
期限は当該学校の
存続中とされている

有(明治9年)

｢小学校令施行細
則」(明治33年)にて
事務引継にあげら
れる。
[学校長事務引継
書」(昭和21年)にて
引継文書に規定。

関東 東京都 明治22年 無期限(明治22年)

「小学校設備規則」
(明治25年)の改正
により必要表簿の
規定がなくなる(明
治32年)

関東 神奈川県 明治32年 永年(昭和17年)
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地域
都道府県
名

編纂指示の通達
編纂指示の記録(通
達は不明)

設備表簿の規定 保存期限の規定
記載事項に関する
通達

私立学校の必要表
簿としての規定

編纂理由・目的の
明記

編纂指示等の改定 その他の通達記述

中部 静岡県 明治26年 明治26年 有(明治26年)

中部 山梨県

中部 新潟県

中部 富山県

中部 石川県

中部 福井県 昭和25年 永年(昭和25年) 有(昭和41年)

中部 長野県

明治22年(『小県郡
禰津学校学校沿革
史』より)/明治23年
(『沿革史更級郡荘
内尋常小学校』より)

明治33年
明治33年、様式は
市長又は郡長が定
めるとある

有(大正15年)

中部 岐阜県 明治33年

相当期間(明治33年
9月1日)
永年(明治33年9月
26日)

明治33年

中部 愛知県

近畿 三重県

近畿 滋賀県

近畿 京都府 明治33年

明治33年の通達が
改正され、必要表簿
の規定がなくなる
(明治37年)

近畿 大阪府

明治10年(学第43号
「小学校沿革編輯、
保護積立金の件」
(明治10年)におい
て、学第17号で学
校沿革誌編輯を布
達したとある。)

明治13年 永年(明治35年2月)
明治17年5月、
明治25年7月、
明治35年5月

有(明治16年)、
無(明治38年)

編纂事項・心得の
改訂(明治25・35
年)、
私立学校の必要表
簿としなくなる(明治
38年)

「小学校沿革編輯、
保護積立金の件」
(明治10年)。
｢小学校沿革誌作製
につき学務委員出
頭通知」(明治17年3
月)。

近畿 兵庫県

近畿 奈良県

近畿 和歌山県

明治26年(『古座川
町史近現代史料
編』より(日高郡/東
牟婁郡/西牟婁郡/
伊都郡))

明治32年
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※( )内の年月日は通達時期を表す 

地域
都道府県
名

編纂指示の通達
編纂指示の記録(通
達は不明)

設備表簿の規定 保存期限の規定
記載事項に関する
通達

私立学校の必要表
簿としての規定

編纂理由・目的の
明記

編纂指示等の改定 その他の通達記述

中国 鳥取県 明治25年 無期(明治39年)

中国 島根県

中国 岡山県

中国 広島県

中国 山口県

四国 香川県 昭和25年 永年(昭和25年)

四国 徳島県

四国 愛媛県 大正15年 大正15年

四国 高知県

九州 福岡県
明治33年
(明治45年の改正で
は記載がなくなる)

「保存に便宜なる学
校一覧表を調製す
る場合は之を省くこ
とを得」とある(明治
33年)

明治33年の通達が
改定され、沿革誌の
規定がなくなる(明
治45年)

九州 佐賀県

九州 長崎県

九州 大分県 明治31年 永年(昭和16年)

九州 熊本県

九州 宮崎県

九州 鹿児島県

九州 沖縄県


